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はじめに

（岩﨑）　ご紹介いただきました岩﨑政明でご
ざいます。明治大学の法科大学院で租税法を担
当しております。本年度の討論会でも司会進行
を務めさせていただきます。どうぞよろしくお
願いいたします。
さて、令和 5年 6月16日付で閣議決定されま
した、「経済財政運営と改革の基本方針2023」（い
わゆる骨太方針2023）では、わが国が直面する
内外の歴史的・構造的な変化と課題に対応する
ため、経済社会の変革を進め、社会的課題の解
決に向けた取り組みを成長のエンジンに変える
ことで、持続可能で包摂的な社会を構築し、「成
長と分配の好循環」を目指すと謳われています。
そのための方針として、人への投資を進めると
ともに、労働市場改革等による構造的賃上げ実
現、重点分野への官民連携投資を進めることに
より、グリーン・トランスフォーメーションや
デジタル・トランスフォーメーションを加速さ
せることが示されております。
そうした政策を実行するためには、健全で堅
固な財政が不可欠です。しかしながら、少子高
齢化に伴う社会保障費支出の増大や、新型コロ
ナウイルス対策や、物価高騰対策のための財政
支出が数年来続いておりますし、それに加えて
防衛力の強化や少子化対策、子ども子育て環境
の改善といった新しい支出の必要も生じてきて
おり、財源確保がより重要な課題となっていま
す。
そうした財政需要を支えるため、税制改革が
急務となっております。これを踏まえて、令和
5 年 6 月には税制調査会から、「わが国税制の
現状と課題―令和時代の構造変化と税制のあり
方」が公表され、個人所得課税、資産課税等、
法人課税、消費課税、国際課税及び納税環境の
整備の全般にわたる中長期的な改革方針が示さ
れました。さらにこうした税制改革の課題は、
地方の税財政の課題と密接な関係を持っており

ます。そういう重要な税制調査会の答申の内容
につきましては、この後、ご説明があるものと
思います。
こうした改革の流れは、既に令和 5年度税制
改正においても一部取り入れられておりまして、
さらにこれを加速させるための令和 6年度税制
改正についても、既に関係省庁や財界からいろ
いろな要望が出されているところです。令和 6
年度の税制改正に当たっては、これらさまざま
な要望のうち、どのようなビジョンに基づいて、
まず何から着手して、いかに発展させていくの
かが問題になろうと思います。
本日は、こうした国、地方に関する税制の取
り組み状況につきまして、青木孝徳財務省主税
局長及び池田達雄総務省自治税務局長をお迎え
してご説明いただき、これに対して租税法の専
門的立場から澁谷雅弘中央大学教授に、また、
経済実務の観点から松本正義住友電気工業株式
会社取締役会長、租研副会長にそれぞれご意見
を開陳していただきながら、討論をさせていた
だきたいと思っております。
進行に当たりましては、前半と後半、 2つに
分けまして、前半においては国の税財政につい
て青木主税局長からご説明いただいた上で、そ
れに基づき討論をさせていただきます。後半に
おいて、池田自治税務局長に地方の税財政につ
きましてご説明いただき、その後、討論すると
いう順序で執り行わせていただきたいと思いま
す。それでは、さっそく国の税財政に関する中
長期的な課題と、現下の問題解決の方策につき
まして、青木主税局長からご説明をお願いいた
します。よろしくお願いいたします。

Ⅰ．税制の現状と今後の課題

（青木）　今、ご紹介いただきました、財務省
の青木でございます。本日はこのような機会を
設けていただきまして、誠にありがとうござい
ます。税の専門家の皆さんの前で税の話をする
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のは若干緊張しますが、先ほど司会の岩﨑先生
からもご紹介いただきました今年の中期答申で
書かれている各税目の課題、それから今年恐ら
く取り組む令和 6年度改正の主な項目について
ご説明をさせていただきたいと思います。よろ
しくお願いいたします。

1 ．総論
〔租税の役割〕財務省（ 3 ページ）
これは今さらながらですが、税金の役割につ
いて中期答申でも改めて整理をされているもの
でございます。端的に言えば社会共通の費用を
賄うための会費ですと、公共サービスの財源を
調達する機能が租税にあるということです。

〔租税の分類とタックス・ミックス〕財務省
（ 4 ページ）
各税目にはそれぞれ特徴がございます。例え
ば、所得税は累進課税が可能で、主に働いてい
る現役世代が負担するものであり、他方できめ
細かい配慮、例えば配偶者控除や扶養控除とい
った形で、家族の在り方などに合わせたきめ細
かい配慮が可能です。それぞれ持っている税の
特徴を組み合わせて、全体としてバランスの取
れた税体系を構築していくことが求められてい
るということでございます。

〔租税制度の基本原則〕財務省（ 5 ページ）
そういった税金を考えていく上で大切な基本
となる考え方というのがございます。よく言わ
れる公平、中立、簡素でございます。これも今
回の中期答申でもう一度現代的に考え方を再整
理させていただいていますが、 5ページの最初
にありますように、税制、基本的に国民全体で
公共サービスの財源を負担していくということ
ですので、やはりみんなが公平に負担している
ということが最も大事な考え方だろうというこ
とです。公平にも 2種類、ここでは 3種類書い
ていますけれども、伝統的に言われている水平
的な公平、垂直的な公平に併せて、世代間の公

平というのを今回特に丁寧に答申の中では記述
されています。後でご説明します。
それから納税者の選択に対して中立的な税制
というのも大事だということであります。特に
働き方や家族の在り方などが非常に多様化する
中で、税制が職業の選択や資産の移転、企業の
立地など、そういった納税者の選択を歪めない
ようにするということもすごく大事な考え方だ
ということでございます。
最後に制度の簡素性ということで、納税手続
きの負担を軽減し、徴税コストも抑えて、租税
回避行動を誘発しないためにも、やはり何と言
っても簡素な仕組みであることが大事だという
ことでございます。

〔世代を超えた公平と租税の十分性〕財務省
（ 6 ページ）
今、申し上げた世代間の公平という考え方で
す。世代間の公平には、まず 1つは、今、この
瞬間の現役世代と引退した退職者、要は引退し
た世代との間の負担のバランスという考え方と、
もう 1つは今、われわれの生きているこの世代
と、将来何十年後かにこの国で生きている世代
との世代を超えたバランスという、この 2つの
考え方がありますということでございます。特
にその後者の方のバランスというのは、まさに
将来の世代というのは今、この瞬間投票権を持
たないわけで、どうしても将来世代の公平とい
う観点が劣後する傾向にあるのではないか。人
口減少、少子高齢化、極めて厳しい財政事情を
考えますと、数が少なくなっていく将来世代、
一人一人の負担の重さに従来以上に配慮して、
財政の持続可能性を損なわないための必要な負
担を能力に応じて広く分かち合う必要があるの
ではないか。そのために、やはり今、公共サー
ビスの財源として、租税がその財源を十分に確
保できていない現状を鑑みると、租税の十分性
というものにしっかり配慮していくことが大事
なのではないかということに今回力を入れて、
答申でも書かれているところでございます。全
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くそのとおりだと思います。

〔租税原則の関係性、税と社会保険料〕財務省
（ 7 ページ）
今、申し上げた公平・中立・簡素というのは
それぞれ大事な考え方なのですが、例えば公平
を重視するといろいろなきめ細かい配慮が必要
になってくる、きめ細かい配慮をするとどうし
ても簡素な制度でなくなっていくと、そのよう
な形で 3つの考え方にはトレードオフの関係も
あります。また、社会保険料というのがやはり
大きな公共サービスの財源としてあるわけです
が、この社会保険料も高齢化の中でだんだん負
担が増えてきており、そうした中で社会保険料
と税というのは元々違う制度ですけれども、や
はりその関係というのはよく考えながら税制の
制度も考えていく必要があるというようなこと
が、中期答申でも書かれているところでござい
ます。

〔経済社会の構造変化〕財務省（ 8 ページ）
公平・中立・簡素な制度にしていくためにも、
やはりこの今、起こっている世の中の構造変化、
世の中がどういう状況なのかということをしっ
かり捉えて、そのようなことをしっかり踏まえ
て税制というものを考えていく必要があるとい
うことで、中期答申の中ではこの世の中のさま
ざまな変化についても丁寧に議論し、書かれて
いるところです。 8ページがそれなのですが、
例えば働き方、それから世帯構成が非常に多様
化していますし、外国人の労働者の方が増えて
います。また経済のグローバル化、デジタル化
もものすごい勢いで進んでいます。一方で、非
正規雇用の増加や、子どもたちを中心に貧困の
問題があり、教育と格差の問題、格差の固定化
を何とか防がなければいけないという課題もあ
ります。もちろんSDGs、気候変動や環境問題
への対応も必要ですし、昨今の安全保障環境の
変化というのも非常に大事です。
そして何より、人口減少という問題が、わが

国の将来を考えていく際に非常に大事な問題で、
そういった中で岸田政権は今、子育て支援策、
少子化対策に国を挙げて取り組んでいるところ
でございます。

〔個別税目の現状と課題〕財務省（ 9 ページ）
今のようなさまざまな社会経済の構造変化の
中で、各税目にどのような課題があり、また、
そのどのようなことを重視して税制の在り方を
見直していく必要があるかというようなことが
まとめられたものが 9ページでございます。そ
れぞれ後でご説明しますのでここは割愛します。

〔経済財政運営と改革の基本方針2023（抄）〕
財務省（10ページ）
これは中期答申ではなくて、先ほどもご紹介
がありましたが、基本方針2023、いわゆる骨太
方針2023で書かれている税制の部分、税制改革
の部分の記述を抜粋したものです。格差の固定
化防止などの観点から、やはり再分配機能をし
っかり高めていくことが大事であり、それから
公平で多様な働き方に中立的な、デジタル社会
にふさわしい、経済成長を阻害しない安定的な
税収基盤、こういったものが大事なのではない
か。また、納税環境の整備、国際課税への対応、
そういったものが大事ではないかということが
書かれているところです。

2 ．所得税
〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変

化と税制のあり方－（抄）〕財務省（12ページ）
ここから各税目の話に入ってまいります。ま
ず所得税でございますが、所得税については、
所得に応じて公的サービスの財源を支え合うた
めの基幹税であり、基幹税という言葉はこの所
得税、消費税、法人税の 3つに使っていますけ
れども、そして財源調達機能と、もう 1つは所
得再分配機能を適切に発揮していくことが重要
ですと言っております。また、働き方や家族の
在り方などの多様化に応じて、やはり所得の性
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質に応じた課税方式や各種控除の在り方を見直
していく必要があろうかという整理になってお
ります。

〔近年の個人所得課税の主な見直し〕財務省
（13ページ）
ここは、ここ数年間で行われてきた所得税の
改正をまとめたものでございます。それぞれど
のような観点から見直しをしたのかというのが
書いてありますが、所得再分配、それから働き
方への中立性、または金融所得課税をどのよう
に考えていくのかという観点からさまざまな見
直しが行われたものでございます。

〔個人所得課税の見直し（令和 5 年度改正）〕
財務省（14ページ）
まさに令和 5年度改正というのは、その中の
1つ大きな改正が行われたものなのですが、 3
つ大きな論点がございました。 1 つは、NISA
の抜本的な拡充・恒久化です。これは資産所得
の倍増、貯蓄から投資へというものを後押しす
るという意味で、いわゆる中堅所得層の方が資
産運用、老後の備えを蓄えていくに当たって有
価証券への投資というのをしっかりしていきな
がら、その恩恵を受けて老後への備えがしっか
りできるような社会をつくっていく必要がある
ということでございました。
それからやはり諸外国、特にアメリカなどに
比べるとスタートアップの企業が日本の場合な
かなか育っていないのではないかというご指摘
もある中で、スタートアップ・エコシステムの
抜本的強化ということで、スタートアップ再投
資への非課税措置といったものを作らせていた
だいています。この 2つはどちらかと言うと、
いわゆる税金を優遇してそうしたものを政策的
に後押ししていくという観点の改正ですが、一
方で「 1億円の壁」と呼ばれている、 1億円を
超えると所得税の負担率は下がっていくという
問題、この公平の問題に対応していくために、
極めて高い所得に対する最低限の負担を求める

措置を入れさせていただいて、トータルでバラ
ンスを取りながら所得税改正をさせていただい
たところでございます。

〔「こども未来戦略方針」（抄）〕財務省（15ペ
ージ）
そして所得税の世界は、毎年、次から次へと
いろいろな課題が出てくるわけなのですが、今
年は幾つか大きな改正項目が想定される中で、
ここでは 3つ取り上げております。 1つ目は少
子化対策に伴って、児童手当を今回大きく見直
すことが既に表明されています。
15ページをご覧いただくと、今、中学生まで
所得制限付きで児童手当が支給されているので
すが、まず所得制限を撤廃します。それから高
校生まで延長します。それから第三子以降は 3
万円に金額を引き上げます。この 3つの大きな
改正を予算の世界で行うことで既にコミットさ
れていますが、これとの関係で注でありますが、
中学生までの取り扱いとのバランスを踏まえて、
高校生の扶養控除をどう考えるか整理するとい
うことでございます。
併せて一番下にありますが、子育て支援策の
充実のための財源確保を目的とした増税、消費
税が例示されていますけれども、これは今のこ
の時点では行わないということが示されていま
す。したがって、この扶養控除の見直しという
のは財源確保を目的としたものではないのです
が、中学生までの取り扱いとのバランスを踏ま
えてどう考えるかというのが大きな課題として
ございます。

〔扶養控除の見直しについて（平成22年度改
正）〕財務省（16ページ）
16ページをご覧ください。平成22年度改正、
民主党政権で子ども手当というのが最初は所得
制限なしでスタートしたのですが、そのときに、
要は所得控除というもので子育て世代へ配慮を
行う考え方から、手当ては予算歳出の方で行う
という流れの中で、子ども手当の創出と併せて
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年少扶養控除（15歳までの扶養控除）38万円を
廃止しました。また、高校の実質無償化を併せ
てやっているのですが、それに併せて16歳から
18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上
乗せ25万円部分を廃止しております。このとき
はこのようにしたのですが、今回これをどのよ
うに考えていくのかという問題でございます。
いろいろなことがもう既に、特にネットの世
界などでも言われているのですが、単純に扶養
控除を廃止すると、特に高所得層、例えば年収
1,200万円を超えるような子育て世代では、こ
の扶養控除の廃止と所得制限がなくなるので児
童手当がもらえることのトータルで見ると、マ
イナスになるという問題が言われています。一
方で、扶養控除を維持したまま新しい児童手当
を足して考えると、逆に高所得世帯の方がもの
すごく財政的な支援を国から受けるという問題
にもなる。ここの全体のバランスをどう考えて
いくのかというのは非常に難しい問題で、既に
われわれ主税局は頭を痛めているところなので
すが、今年の年末、一定の結論を得たいと思っ
ています。

〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変
化と税制のあり方－（抄）〕財務省（18ページ）
もう 1つ、退職金の課税についても既に報道
されていますので、ここでは取り上げています。
元々、今の退職金課税制度というのは、20年を
超えると 1年当たりの控除の金額が非連続で増
える状態になっています。これは、勤続年数が
長いほど退職金が厚く支給されている世の中の
現状を反映して、元々こういう制度になってい
るわけです。一方で、近年では、退職金の支給
形態や労働市場における様々な動向の変化の中
で、税制も見直す必要があるのではないかとい
うようなご意見を中期答申では頂いています。
特にその見直しの方向性としては、働き方の
違いによって有利、不利が生じないようにする。
要はずっと同じ会社で勤め上げる方と、いろい
ろ転職をされて数年で職場を変わっていかれる

ような働き方、こういった働き方の違いによっ
て税制で有利、不利が生じないようにするとい
うことは 1つ大きな考え方としてあるのだろう
と思います。それから元々この退職金というの
は、老後の備えということで、いわゆる企業年
金、個人年金、そういったものと同じで老後の
生活の糧となる資産形成という面があろうかと
思うのですが、これらについて拠出・運用・給
付の各段階に応じた適正な負担というのをどう
考えるかというのは元々大きな話としてありま
した。例えば、共通の非課税枠や個人退職勘定
のようなものを設けると、働き方によって有利、
不利が生じないような制度ができるのではない
かという考え方がここでは示されています。
ただ一方で、退職金、老後の備えというのは、
個人個人の老後の生活設計にすごく大事な話で
ございますので、性急に無理やり見直すような
話ではなくて、丁寧に議論を進めていかなけれ
ばいけないだろうとも併せて思っていまして、
そういったことも諸々考えて丁寧にこれから議
論していかなければいけない問題だと思ってい
ます。

〔退職年齢別の退職手当支給額の推移（モデル
ケース）〕財務省（19ページ）
19ページをご覧いただくと、先ほど申し上げ
ましたが、退職金の支給はS字カーブと呼ばれ
ているように、だんだん、20年を超えるくらい
から支給金額が増えていっていたのですが、そ
のS字カーブも近年だんだん緩やかになってい
ます。

〔各国の私的年金制度について（原則的な扱い
を示したもの）〕財務省（20ページ）
これはもう何年も前から政府税調で示されて
いる絵なのですが、諸外国では共通の個人勘定、
非課税枠のようなものを設けて、働き方の違い
によって有利、不利が生じないようにされてお
り、そのような制度というのは論理的には可能
ですということでございます。それを日本にど
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ういうふうに入れていくのか、入れていかない
のかを検討する必要があります。

〔主要国における公的年金税制の概要〕財務省
（21ページ）
21ページは、その老後の備えに当たって、公
的年金の拠出段階、運用段階、給付段階での課
税がどういうふうになっているのか、わが国の
課税、それから諸外国の課税を並べていますが、
こういったことを諸々考えながら丁寧に議論を
進めていかなければいけないと思っています。
先ほどの扶養控除もそうですし、この退職金
課税もそうなのですが、何となく世の中では財
務省が増税を狙ってやっているのではないかと
いうことをよく言われるのですが、決してその
ようなことはなくて、まさにその働き方や生き
方などに中立的な税制、それで増収を狙うので
はなくて、そういう公平な税制を目指すという
ことで考えているのです。もちろん個人個人の
方にとっては当然制度が変われば有利、不利な
どが出てくる、今と比べてプラス、マイナスは
出てくるのですが、決してそのような目的では
なくて、公平性・中立性の観点からお願いをし
ているものです。

〔令和 5 年度税制改正大綱（抄）〕財務省（22
ページ）
3 つ目の課題です。こちらは財源を確保する

ための所得税等の見直しでございます。端的に
言えば、いわゆる増収を目的とした税制改正に
なります。22ページをご覧いただくと、去年の
年末に決めたことですけれども、防衛力の強化、
令和 9年度に、防衛費やその他防衛に関わるよ
うな科学技術やインフラ整備など、そういった
もので恐らく今より倍近い金額が必要になって
きますので、それを税外収入、歳出削減などで
まずは賄って、それでも足らざる部分は、税制
措置をお願いするということです。ここに書い
てありますように、令和 9年度に向けて複数年
かけて段階的に実施するということが決まって

います。令和 9年度において 1兆円強を確保す
るということになっています。法人税、所得税、
たばこ税についてそれぞれ措置を講ずるという
ことです。
法人税は付加税を課し、所得税については 1
％の付加税を課すとともに、一方で今、東日本
大震災の復興のために特別な所得税の付加税を
かけていますが、新しい防衛のための 1％の付
加税と併せて、一方でこの復興特別所得税の方
を 1％下げるということで、トータルとして今
より所得税について負担が増えないという仕組
みになっております。
また、たばこ税は、 1本当たり 3円の引き上
げをやっていくということでございます。これ
も今年の年末に向けてしっかり議論をしていき
たいと考えています。

3 ．相続税・贈与税
〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変

化と税制のあり方－（抄）〕財務省（24ページ）
今度は資産税でございます。資産税について
は、経済のストック化、老後扶養の社会化など
の構造変化に応じて、税制全体を通じた再分配
機能が引き続き重要だということが書かれてい
ます。

〔相続税の申告から見た被相続人の年齢構成比、
年代別金融資産保有残高〕財務省（25ページ）
25ページの左側の絵は、最近は長生きするよ
うになっていいことなのですが、要は高齢化が
進んで、相続の時点では、相続する側に加えて、
財産を受け継ぐ側も割と年齢が高くなっていま
すという絵です。一方で25ページの右側は、個
人の金融資産は非常にたくさん、2,000兆円近
くあると言われていますが、実は60代以上の方
が65％、1,200兆円くらい持っていらっしゃる
という現状を示しております。資産を後世代に、
要はお子さんやお孫さんに移転していくタイミ
ングによって、相続税・贈与税の負担が有利、
不利となるようなことが生じないようにして、
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必要なお金が若い人に移転されて、若い人が生
活や教育などいろいろなことにお金を使ってい
くことで、経済全体もぐるぐるよく回っていけ
ばいいということであります。

〔令和 5 年度税制改正のイメージ（赤字部分
を改正）〕財務省（26ページ）
26ページをご覧いただくと、令和 5年度改正
で、相続時精算課税について、110万円の基礎
控除を導入し、また、暦年課税の方で相続前贈
与の加算期間を 7年に延長するなどして、要は
なるべく長い期間、相続の少し前から資産移転
をしたとしても、税で有利・不利が生じないよ
うな手当てをさせていただいているところです。

〔令和 4 年度税制改正大綱（抄）〕財務省（27
ページ）
27ページは、税制改正要望が出てきています
ので、今年の税制改正で恐らく課題の 1つとな
る中小企業の事業承継の問題について、令和 4
年度の与党税制改正大綱を付けさせていただい
ています。これは今年議論になるかと思ってい
ます。

4 ．法人税
〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変

化と税制のあり方－（抄）〕財務省（29ページ）
法人課税はここにもありますように、成長志
向の法人税改革というのをここ数年進めてきて
います。端的に言うと、今までやってきたこと
の客観的・実証的な検証が求められていると締
めくくられています。その際にはEBPMの観点
も踏まえて、本当に役に立ったかどうかという
のをしっかり見ていく必要があるのではないか
ということでございます。

〔法人税率と法人税収の推移〕財務省（30ペ
ージ）
30ページは、ここ数年の法人税率の引き下げ
と法人税収の推移です。

〔令和 4 年度税制改正大綱（抄）〕財務省（31
ページ）
そして31ページは、先ほど客観的・実証的な
検証と言いましたが、どうしてそのようなこと
が必要なのかということの思いが書かれている
与党の税制改正大綱です。ここでは、要は法人
税改革をしっかりやってきたのですが、その間、
わが国の賃金水準というのは30年以上ほぼ横ば
いで、人的資本や無形資産への投資というのが
主要国に比べて見劣りするのではないか、一方
で、株主還元や内部留保は増加を続けていて、
結局、企業がイノベーションよりも経費削減や
値下げに競争力の源泉を求めた結果、経済全体
の縮小均衡が生じてしまったのではないかとい
うようなことが書かれています。こうした問題
意識の中でしっかり検証し、最後に書かれてい
ますが、積極的に未来への投資に取り組む企業
には有効な支援をする一方で、余力があっても
活用されないような場合に、どのようにしてそ
の行動変容を促すような対応が取れるのかとい
うのを幅広く検討していく必要があるというこ
とでございます。

〔企業収益の動向について〕財務省（32ページ）
32ページは今、申し上げた企業の利益、労働
分配率、内部留保の増加を示しています。

〔平均賃金の国際比較〕財務省（33ページ）
33ページでは平均賃金の国際比較が書かれて
います。日本の場合はここ30年間ずっと横ばい
ということです。

〔令和 6 年度税制改正に関する主な要望（法
人税関係）〕財務省（34ページ）
令和 6年度改正でこの34ページのような要望
を主に経産省から頂いていて、これらについて
しっかり議論していきたいと考えています。個
人的には、この賃上げ促進税制というのが 2年
前からスタートしていますが、これをきちんと
総括し、本当に企業の賃上げに資するような制
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度へブラッシュアップするといったことが必要
ではないかと考えています。

5 ．国際課税
〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変

化と税制のあり方－（抄）〕財務省（36ページ）
36ページについては、BEPSの取り組み、 2
本の柱、これをしっかり着実に毎年進めていく
必要があると考えております。

6 ．消費税
〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変

化と税制のあり方－（抄）〕財務省（40ページ）
40ページは消費税の話です。消費税は、ここ
にありますように、社会保障の財源として、特
定の世代に偏らないで幅広い国民が負担を分か
ち合う、そして税収の変動が少ない大事な財源
だと考えています。今後ますます重要さが増す
だろうと考えています。

〔インボイス制度への対応状況等〕財務省（41
ページ）
消費税の話については、41ページをご覧いた
だくと、インボイス制度への対応というのが今
年の後半、これから何カ月間は大変大事な課題
だと思っています。 8月末の段階で、課税事業
者300万者のうち、95％の方に登録申請いただ
いています。残り 5％は恐らくB�to�Cの事業者
ではないかと思っていますので、しっかり登録
申請をしていただいていると思っています。
免税事業者は460万者いるのですが、このう

ち、農家や漁業の関係の方や、B�to�Cの方とい
うのは、基本的に自分でインボイスを発行する
ことが恐らくそれほど求められないだろうとい
うことで、それを除いたB�to�Bの取引、160万
者の方がいらっしゃるうち、103万者の方が 8
月末時点で登録申請いただいています。いずれ
にしても、登録をして課税転換された方にも、
また、57万者の、引き続き免税事業者でいこう
と、インボイスが発行できなくてもいいという

ふうに判断された方にも、それぞれ税制の面で
の特例や予算の面での支援を措置しています。
また、取引先から強制的な課税転換を求められ
たり、逆に値下げや取引の停止を言われたり、
そういうことに対しては公取や中小企業庁が、
しっかり監視をし、またはその取引先である事
業者に注意をして、こういうことがないように
丁寧に対応していきたいと思っています。

〔インボイス制度への移行に当たっての事業者
支援策〕財務省（42ページ）
42ページをご覧いただきますと、今申し上げ
たようなさまざまな支援策、税制措置や取引環
境の整備、そして何より制度がスタートしてか
ら特に重要だと思っているのですが、やはりい
ろいろ悩まれている、または不安に思っていら
っしゃる事業者の方はたくさんいらっしゃると
思いますので、そういった方にきちんと寄り添
って相談に応じていくという体制を一層強化し
ていく必要があると思っています。インボイス
コールセンターというのは、インボイスそのも
のの問い合わせ先でございます、国税庁がやっ
ています。それから商工会や商工会議所といっ
たいわゆる中小企業系の団体、また中小企業庁
の方で経営相談体制、これは税だけに限らない
のですが、そういったものの体制をしっかり作
っていただいています。必要があれば例えば税
理士や支援機関などにつないで、例えば税理士
の場合ですと無料の税務相談を受けられるよう
な、そのような仕組みをしっかり、今までもや
ってきていますけれども、今以上にやっていく
必要があると思っています。

〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変
化と税制のあり方－（抄）〕財務省（43ページ）
43ページ、44ページは、消費税の別の話です。
オンラインゲームを中心にモバイルアプリの市
場規模が年々拡大しており、当然それはプラッ
トフォーム事業者を通じて行われているのです
が、プラットフォーム事業者というのは取引の
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仲介を行うだけで、実際にはサプライヤーが消
費者に対してコンテンツを提供します。ただそ
のサプライヤーというのは海外にあって、しか
も極めて小規模な事業者でいらっしゃると、な
かなか消費税を課税することができないという
問題があります。EUをはじめ多くの諸外国、
消費税と同じ仕組みを持っている諸外国におき
ましては、そのプラットフォームの事業者に納
税義務を課すといった取り組みを行われていて、
わが国でも国内外の競争条件を公平にするため
にも、そういった仕組みを考えていく必要があ
るのではないかというのが消費税の世界では課
題としてあります。要は国境を越えた消費活動
がいろいろ行われていますので、こういったも
のにも消費税はきちんと合わせていかなければ
いけないという話でございます。

7 ．納税環境整備
〔わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変

化と税制のあり方－（抄）〕財務省（46ページ）
46ページをご覧いただくと、納税環境整備に
ついて、納税者の利便性と申告内容の適正性を
確保するために様々な取り組みをこれからもし
ていかなければいけないということでございま
す。

8 ．財政・税制に対する国民の意識
〔経済学者及び国民全般を対象とした経済・財

政についてのアンケート調査（2022.11東京
財団①〕財務省（48ページ）
駆け足でご説明しましたが、最後に 1つだけ、
これは私の趣味で入れた資料なのですが、2022
年の11月、東京財団が経済や財政について、経
済学者の方といわゆる一般の国民の方にアンケ
ート調査をしており、これがあまりにも対照的
なものですから、逆にこの対照的な状況はわれ
われ財政当局としては非常に反省すべきで、も
っともっと財政の状況、税金の話を、やはり一
般の国民の方にしっかり伝えていかないといけ
ないなという反省を込めての資料でございます。

まず48ページの左側を見ていただくと、日本
の財政赤字について、みんな財政赤字は問題だ
と思っているのです。それは経済学者の方も国
民も。しかし一方で、その財政赤字は一体何が
原因ですかと問われると、経済学者の方は 7割
の方が社会保障、担い手が減る、一方で高齢化
が進む、お金がかかる、この問題が第一だと言
われる。一方で、一般の国民の方は、高い公務
員の人件費と、政治家が無駄遣いをしていると
言う。何となくそう思われているのだろうなと
いうのは実感としてありましたが、こうして数
字として見るとなかなか違いが大きいなと思い
ました。

〔経済学者及び国民全般を対象とした経済・財
政についてのアンケート調査（2022.11東京
財団②〕財務省（49ページ）
49ページをご覧ください。消費税のイメージ
も、経済学者の方は世代間で公平、投資や雇用
へのゆがみが少なく効率的、安定財源、そうい
った面で見ています。一方で国民の方はやはり
逆進的で不公平だと、景気に悪い影響があると
いうことが非常に大きな割合を占めていて、消
費税のイメージというのはやはり専門家と国民
の方ではだいぶん違うなということを改めて思
いました。したがって、消費税を今後上げるべ
きかどうかと問われれば、当然なのですが、経
済学者の方は現状維持か上げる、国民の方は現
状維持か下げる、もしくは廃止するということ
になります。

〔経済学者及び国民全般を対象とした経済・財
政についてのアンケート調査（2022.11東京
財団③〕財務省（50ページ）
歳出改革について50ページを見ていただくと、
歳出を抑えて負担を回避するというのを多くの
国民の方々は思っていて、一方で専門家の方か
らすると、歳出を一生懸命抑えても、それでも
やはり高齢化、人口減少が進んでいく中で負担
増も避けられないだろうという見方をされてい
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て、少し違いがあるということです。その社会
保障等、今後の財政支出の財源をどこに求める
かということになると、経済学者の方は消費税
だろうと、国民はみんな法人から取ればいい、
大企業から取ればいいというような意見になっ
ているということです。
この表を見て私が思ったのは、この経済学者
の方々が仰っていることというのは、基本的に
財務省の意見とほぼ同じですので、そういう意
味ではわれわれ財務省と国民の皆さんの間での
認識のギャップというのはこれだけあるのかと
感じました。逆に言うとここをしっかり埋めて
いかないと、いくらわれわれがいろいろなこと
を言っても、なかなかそれが皆さんに響かない、
国民の皆さんに響かなくて、実際、政治的には
なかなか受け入れられないのだろうということ
を痛感していました。そういったこともあって、
しっかり、今日のこの場もそうなのですが、財
政と税金の話について、われわれが正しいと思
っているだけではなくて、しっかり国民の皆さ
んに伝えられるようにやっていかなければいけ
ないということを痛感したところです。私から
は以上でございます。

Ⅱ． 税制の現状と今後の課題に対
する意見・質問

（岩﨑）　ご説明ありがとうございました。大
変幅広い論点について、要点をマーキングして
いただいてわかりやすくご説明くださいました。
ありがとうございました。それではここで討論
の方に移りたいと思います。最初に澁谷教授か
らご意見を頂ければありがたいと思います。お
願いいたします。

（澁谷）　澁谷でございます。今年出た税制調
査会答申は大変大部なもので、なおかつ税制全
体について体系的にまとまった報告となってお
りまして、それを非常にわかりやすくコンパク

トにご説明していただいたと思います。どうも
ありがとうございます。
それではまず私の方から幾つかできるだけ手
短にご質問していきたいと思います。まず 1つ
目として、所得税につきまして、これは水平的
公平が垂直的公平の前提であると、こういう観
点から少しお伺いしたいと思います。先ほど 1
億円の壁といったことを資料でお示しいただき
ましたけれども、これは結局のところ所得税に
おいて水平的公平、同じ所得の者に同じ税負担
を求めるという点が、必ずしもそうなっていな
いことの結果としてこういう現象が生じたのだ
と私は思っています。そういった水平的公平と
いう観点についての検討なり議論なりというの
はあったのかどうかということについて、例え
ば、今回の税制改正で導入されるスタートアッ
プへの再投資に係る非課税措置、或いはNISA
制度の拡充・恒久化といったことに関してお伺
いできればと思います。これが 1つ目でござい
ます。
2つ目として、これもご説明の中にありまし

た防衛力強化に係る財源確保のところなのです
が、これについてはちょっとご説明の中にあり
ましたが、これは何か新たな目的税の創設ない
しは税収の特定財源化によって対処すると、そ
ういう理解でよろしいのでしょうか。私は森林
環境税のときなどからちょっと気になっていた
のが、重点的に歳出を投入しなければいけない
ような分野が生じたときに、一般会計の予算の
中から措置するというのにとどまらず、何かそ
ういう新しく税目を立てるといったことが今後
行われていくことになるのかなと、ちょっとそ
ういう疑問を持ったのでお伺いしたいと思いま
す。これが 2つ目でございます。
次に 3つ目として、相続税・贈与税につきま
して、実はこれは、私は専門家会合にも加わっ
ておりましたので、ちょっと質問しづらいとこ
ろがあるのですが、この相続税・贈与税の改正
につきましては、これはやはり資産移転の時期
の選択により中立的な税制の構築ということで
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出てきたものだと思います。そして、この点に
ついてはいろいろな議論なり提案なりがされて
いて、そのうち今回の法改正では採用されたも
のとされなかったものがあるわけでございます。
特にこの点については、昨年公表された日税連
税制審議会の答申が大変まとまったご提案をさ
れていたと思うのですが、その中にあった幾つ
かの項目のうち、採用されなかったもの、例え
ば小規模宅地の特例の適用の話であるとか、或
いは贈与後に相続税の法改正があって負担が増
加した場合にどう措置するかといった問題、こ
ういった採用されなかった方についてはどうい
う検討がされたのかということを伺いたいと存
じます。これが 3つ目です。
最後に 4つ目として、法人税につきましてで
すが、法人税については特に租税特別措置が問
題になっていると思いますけれども、この租税
特別措置につきましては、適切なデータを用い
た効果の検証を踏まえて、不断に見直す必要が
あるということが指摘されております。この検
証であるとか見直しの具体的な仕組みとか方法
というものが、現在整っているのかどうかとい
うことをお伺いしたいと思います。例えば、租
特透明化法というのがこのために役立っている
のかどうかということをお伺いできればと思い
ます。また、租税特別措置につきましては、こ
れはまた将来ということになるかもしれません
が、国内ミニマム課税が導入された場合には、
やはりこれは租税特別措置の効果などに影響す
るとお考えであるかどうかという点も併せてお
伺いできればと思います。私からの質問はこの
4点でございます。よろしくお願いします。

（岩﨑）　ありがとうございました。それでは、
引き続いて、松本租研副会長からご意見を伺い
たいと思います。

（松本）　松本でございます。今日はよろしく

お願いいたします。私からは、財政の健全化、
所得税の再分配機能の観点などから 4点の質問
をさせていただきます。

（財政健全化について）
まず 1点目は、財政健全化についてです。昨
今、防衛費、子ども政策など、新たな財政需要
が生じる都度、財源探しをするような議論とな
っておりますけれども、コロナや物価高対策で
膨張した歳出規模を正常化すると同時に、歳入
歳出のバランスをトータルで考えて、健全化に
取り組むことが重要ではないかと考えます。そ
の際、財政の現状と将来について客観的なデー
タや分析に基づいて、中長期的な視点から財政
健全化への道筋、シナリオを策定して、その実
行を担保することが重要ではないかと思います。
財政を預かる財務省の方々は、国の将来を考
えて正論を述べておられると思いますけれども、
残念ながら世間の人たちにはなかなか受け入れ
られないようであります。また政治家は国民に
受けの悪い負担や財源の問題に正面から取り組
もうとしません。そうした中で、健全化目標は
事実上棚上げ、負担増につながる政策は先送り
されてきたということでございます。こうした
現状を見ますと、財政ガバナンスを強化して、
財政規律を担保するための仕組みとして、私ど
も関経連では独立財政機関の設置を提言してお
りまして、租研意見にも盛り込ませていただい
ております。昨年、英国のトラス政権が市場か
ら不信任を突き付けられ退陣を余儀なくされま
したけれども、トラス前首相らが、予算責任局
（OBR）の協議、検証を経ることなく、財源
の裏付けのないプランを発表したことも問題で
あったと言われております。
新しい組織を作りさえすればうまくいくとい
うものではないことは十分承知しており、設置
形態、権限はいろいろありまして、全ての国で
有効に機能しているということでもないと聞い
ております。しかし、政府・政治から独立した
立場で客観的なデータに基づいて財政計画の評
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価、取り組み状況のモニタリングを行って、予
算の編成、審議のプロセスに関与させることが
重要ではないかと思っています。主税局長のお
立場からはなかなかお答えになりづらい質問か
と思いますが、独立財政機関というアイデアに
ついてどのようなお考えなのかお聞かせいただ
ければと思います。

（所得税の再分配機能について）
2 点目は、所得税の再分配機能についてです。

所得格差の拡大、固定化を是正するために、税
財政を通じた再分配政策が重要であることは論
をまちません。所得税は税制の中で所得再分配
機能について中心的な役割を担っておりますけ
れども、現行の所得税に対しては金融所得等の
ウエートが大きな高所得者層の税負担率が低く
なるという現象、いわゆる 1億円の壁の問題が
最近特に指摘されております。
令和 5年度改正では、極めて高い水準の所得
に対して一定の負担を求める措置が講じられま
したけれども、その適用対象者は全国で200人
から300人程度とも言われています。この改正
がまだ実施されていないうちから次の段階の話
になって大変恐縮ではありますが、現行、
20.315％の比例税率で分離課税されている金融
所得課税の見直しが論点の一つと考えておりま
す。従来、貯蓄から投資への流れに逆行し、大
衆課税となるとの指摘もありましたが、NISA
が抜本的に拡充されることも考慮いたしますと、
市場への影響等には十分配慮して、税率や課税
方式など金融所得課税の見直しについて検討す
る余地があると考えておりますが、いかがでし
ょうか。
また、税制全体として考えたときには資産課
税の強化、すなわち相続・贈与税、キャピタル
ゲイン課税についての政策的な免税措置の縮小
といったことも考えられますが、どのようなお
考えかお聞かせいただきたいと思います。

（財源調達機能について）
3 点目は、財源調達機能についてです。社会

保障と税の一体改革によりまして、消費税が社
会保障目的税化され、税率が10％に引き上げら
れましたが、現状におきましても社会保障の 4
経費、医療、福祉、介護、子育て、この 4経費
を賄うことができておりません。少子化対策、
子ども政策の拡充のための財源も政府与党は
早々に消費税を封印してしまいましたけれども、
本来、消費税によることがふさわしいと思って
います。今後、少子高齢化の進展に伴う社会保
障支出の増大が見込まれ、医療費の自己負担の
引き上げ、保険料における応能負担の強化、高
齢者の就労促進などの対策を講じたとしまして
も、消費税の引き上げはどうも避けられないと
考えております。
一方で、新たな財政需要への対応、受益と負
担のアンバランスを解消するためには、消費税
一本足打法では難しいのではないでしょうか。
消費税と並んでわが国税制の基幹税である所得
税の役割は財源確保の面で大変重要であります。
例えば、安全保障の強化に必要な費用は社会全
体で分かち合うべきものでありまして、その財
源を所得税に求めることは筋道としては間違っ
ていないのではないかと思います。しかしなが
ら、現状、全世帯のうち約 3割は所得税がかか
っておりません。所得税の納税者の中でも 6割
は 5％の最低税率が適用されているというのが
実態であり、こうした構造のままでは所得税に
よる財源調達の限界がありまして、諸外国とは
かなり違うなという感じがしております。
これも政治的には大変難しい問題ですが、構
造的な賃上げによる所得拡大などによって分厚
い中間層の形成を進める一方で、所得税制にお
いても中低所得者層を含めた幅広い層に相応の
負担をお願いするという方向での見直しが必要
となるのではないかと思いますが、お考えをお
聞かせいただければ幸いでございます。
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（法人課税のあり方）
4 点目は、法人課税のあり方についてです。

今後の法人課税改革の方向性としましては、税
率の引き下げなどによる一律の負担軽減から、
イノベーションや先進的な投資、人材育成など
に的を絞って、経済の成長、好循環につながる
企業活動、投資にインセンティブを与える措置
に重点を移していくべきであると思っています。
試験研究費やGX、DX関連投資に対しまして、
税額控除、それから特別償却という形で負担軽
減措置が講じられておりますけれども、諸外国
の制度なども参考に、より力強いものとしてい
くことが望まれます。例えば、知的財産権由来
の所得に軽減税率を適用するイノベーションボ
ックス税制の導入なども検討すべきではないか
と思いますが、お考えをお聞かせいただければ
と思います。
少し長くなりましたが、よろしくお願いいた
します。

（岩﨑）　ありがとうございました。それでは、
いろいろな難しい問題が出てきましたけれども、
青木局長にお答えできる範囲でご意見をおっし
ゃっていただければと思います。

（青木）　ありがとうございます。まず澁谷先
生、資産課税の見直しの件では大変お世話にな
りました。ありがとうございました。私は、去
年 1年間は主税局にいなかったのですが、その
前の 1年間、主税局で主に審議官としてこの資
産課税を担当していましたので、大変お世話に
なりました。ありがとうございます。非常に大
きな見直しができたということで、しっかりそ
れをまず実行していこうと思っています。頂い
た質問も非常に鋭く、厳しいご質問を大変たく
さん頂きましたので、できるだけきちんとお答
えさせていただきます。最初に水平的公平の問
題から、要は等しい所得を得ている者が等しい

税を負担するという観点から、このNISAやス
タートアップの話についてどういう議論があっ
たのかということでございます。
まずご指摘のようにこのNISAもスタートア
ップも所得税の水平的公平性の観点からは、い
ろいろ逆方向といいますか、ある意味そこに不
公平をつくって政策的なものを後押しするとい
う観点の見直しであることは事実です。そこは
そうなのですが、特にNISAの見直しについて
は、まさに貯蓄から投資を促進する観点から、
これまで以上に長期積立分散投資による資産形
成を行いやすくする、また中間層を中心とした
幅広い資産形成をより一層サポートするという
ものを企図したものだということです。一方で、
そうは言ってもということで、一定の非課税限
度額、年間投資枠といったものも、投資余力が
大きい層に際限なく優遇にならないようにとい
うことを議論の結果、付けたということでござ
います。
スタートアップにつきましても、スタートア
ップを支援するという観点から非課税の措置を
今回新たに導入するわけなのですが、こちらの
方もいろいろ諸外国の例も参考にしながら、非
課税の枠というものを、20億円の上限を設けて
過度な優遇にならないような仕組みとするとい
う議論の結果、そのような形にさせていただい
ているところです。
それから極めて高い水準の所得に対する負担
の適正化に関してです。こちらの方も今回、租
税特別措置法で講じたものなのですが、対象に
なるような所得の大宗は株式の譲渡所得ですと
か、それから土地建物の長期譲渡所得ではない
かと考えているのですが、なかなかそれはどれ
くらいの規模でそういったものの効果が表れて
くるかについては、一概に申し上げることは難
しいのですが、令和 2年の統計データを見ると、
大体恐らく200～300人の方が対象になって、増
収額としては200億～300億円程度あるのではな
いかというふうに思っています。そういった所
得をしっかり把握して執行していく意味でも、
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情報の収集というのが大事なことだと思ってい
ますので、ここはしっかり対応していきたいと
考えております。
それから目的税や特定財源のご質問も頂きま
した。例えば目的税というのは、定義としては
特定の経費に充てることを目的とした税金で、
税法でそこの使途を特定して、税法にそれを書
くということだと思います。特定財源というの
も、その特定の使途を税法に限らないのですが、
法律で規定するというような財源だと認識して
おります。まさにそこをどのようにするのかと
いうのは恐らくこれから年末にかけて検討、議
論されていくものでございますので、現段階で
はなかなか予断を持って申し上げることができ
ないことをご理解賜わりたいと思います。
それから資産課税の、まさに今年の見直しに
ついて、特に採用されなかった問題について幾
つかご質問を頂きました。専門家会合も含めて
いろいろご議論いただいていました。まず小規
模宅地の特例についてですが、この特例は相続
という事前予測が困難である事象の発生に際し
て特別の配慮を加えているものなのですが、や
はり移転の時期を自由に選択できる贈与にまで
この特例を認めることは制度の趣旨に沿うのか
どうかという議論があって、今回は見送ったと
ころでございます。
もう 1つ、贈与後に相続税の法改正があって
負担が増加した場合の措置についても言及があ
ったと思います。相続時精算課税制度は、あく
まで相続時点での相続税制に基づいて税負担を
精算する制度であることや、仮に相続税制の改
正の影響をその都度加味していくこととした場
合、制度を複雑化させるおそれがあることも考
えて採用に至らなかったと認識しております。
それから法人税、租税特別措置の適切なデー
タを用いた効果検証の問題なのですが、これも
まさにおっしゃるとおりで、租特の透明化法な
ども使ったしっかりとした適用実態の調査です
とか、またはそもそもその実態がどうなってい
るか、要はどれくらい適用件数があるかという

ことだけではなくて、本当にこの租税特別措置
が企業や個人の選択を後押ししたと言えるもの
なのかどうかという評価、これは結構難しいの
ですが、しっかりやっていかなければいけない
と思っています。まさに各省庁が毎年の税制改
正要望を出す際には、この透明化法に基づく調
査や、それから政策評価などをしっかり行って
説明責任を果たしていくということになってお
りますし、われわれもそこはそういうことをき
ちんと議論して租税特別措置の中身について議
論していかなければいけないと考えております。
これからますますこの問題については、今まで
以上にしっかり取り組んでいく必要があろうか
と思っています。
それから最後に、国際課税で国内ミニマム課
税が導入された場合の租税特別措置の効果とい
った話でした。まさに国内ミニマム課税が導入
されますと、世界的に15％の実効税率で最低限
の負担を企業にはお願いするということになる
わけです。実際、日本の実効税率は、表面税率
で言うと29.74％になっているのですが、これ
が15％を割り込むような事態というのは恐らく、
まずないのではないかと思っています。仮にそ
の個別の企業さんの中ではこの実効税率15％を
割り込むようなケースが出てくるかもしれませ
んが、そこについては企業側で自主的な抑制と
いうのも行われるかもしれません。なお、仮に
国内ミニマム課税が導入されない場合であって
も、日本企業のグループに属する外国子会社が
所在する国で15％に足らざる部分をUTPRで課
税されることになりますので、そういう意味で
は15％で統一的に公平な競争条件が適用される
のではないかと期待しているところでございま
す。澁谷先生のご質問については以上でござい
ます。
それから松本会長、近畿財務局の時代には大
変お世話になりました。ありがとうございまし
た。大変ご無沙汰しております。今は主税局に
おります。会長からもいろいろなご質問を頂き
ました。まず独立財政機関のアイデアでござい
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ます。まさにご指摘はごもっともで、専門的、
中立的な知見を含めて、そういった観点からき
ちんと財政のことを検討する、その検討した結
果に従って政府一丸となって経済再生と財政健
全化の両立に取り組むことが重要なのだと思い
ます。
まさにそれを、ではどのような枠組みでやれ
ば一番うまくいくかというところについて、今
の法律に基づいてこの財政当局の仕事をさせて
いただいている身としては、今ある組織、内閣
府でいろいろな方針を決めて、実際の予算編成、
税制改正をわれわれの方でやっていくというこ
の仕組みの中でまずはしっかり頑張っていくこ
とが必要なのではないかと思いますが、いろい
ろご指摘も含めてさまざまなご議論、国民的な
ご議論をされることが大事なことだと思ってい
ますし、やはり何より重要なことはまさにおっ
しゃっていたとおり、専門的、中立的な知見を
きちんと生かしながら予算編成、税制改正をや
っていくことだと思いますので、われわれとし
てはそれにしっかり取り組んでまいりたいと考
えております。
それから金融所得課税についてもご質問いた
だきました。金融所得課税については、上場株
式の配当にしても譲渡益にしても、一律20％の
分離課税にしているということが、まさにその
1億円の壁の原因、要因になっているところは
あるのですが、一律20％分離課税にしているこ
と自体はそれなりに意味があってこういうこと
をやっているというのも一方でございます。金
融市場にゆがみを与えにくいですとか、それか
ら他の所得の状況を踏まえて意図的に金融取引
のタイミングを調整するような行為を抑制する
ことができるですとか、そういった意味で分離
課税方式というのは一定の合理性があるのだと
思っています。ただ一方で、 1億円の壁と呼ば
れるような問題もあるので、そこは最低限の負
担は求める必要があるということで今回措置を
講じることにしたわけで、しっかりこの状況を
見ながら執行をまずやって、その状況を見極め

ていきたいと考えているところでございます。
それから資産課税の強化につきましてもご質
問を頂きました。所得再分配の観点から資産課
税しかり、改正はこれまでも行ってきています。
相続税については最高税率の引き上げ、それか
らキャピタルゲイン課税については元々分離課
税の税率10％だったものを20％に引き上げるな
どやっていますし、今年の改正の極めて高い水
準の所得に対する課税もそういう趣旨でやられ
ているところでございますが、資産課税も含め
てしっかり所得再分配機能というものを考えて
いく必要があるというのは、今後も非常に重要
なことだと思っていますので、引き続き考えて
いきたいと思っています。
それから所得税制について、中低所得層も含
めた幅広い層への相応の負担をお願いするとい
う方向での見直しが必要なのではないかという
問題でございますが、これもなかなか根源的な
難しい問題だと思っています。例えば中低所得
層と言っても幅広い方々がいて、例えば収入が
低い子育て世帯もいらっしゃれば、実は所得は
少なくてもたくさん資産を持っていらっしゃる
高齢者の世帯の方もいらっしゃって、そこにつ
いてどのような負担を求めていくべきものなの
かというのはいろいろなご意見があろうかと思
います。
1つ言えることは、所得税だけに限られない

税体系全体で公平の問題を考えていかなければ
いけないということです。社会保険料などは一
律何％と決まっていますので、それはあらゆる
世代が負担しています。消費税などもそういう
税金であります。そのような負担もあれば、所
得税の世界で高所得者に累進課税をかけていく
という考え方もあり、全体としてうまく公平を
考えていく必要があるのかと思います。ただ、
おっしゃるような考え方で国民的な議論をしっ
かりやっていかなければいけないと思っていま
す。
最後に知的財産権由来のイノベーションボッ
クス税制についてご質問を頂いています。閣議
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決定した新しい資本主義実行計画におきまして
も、税制面で検討を行うとされていますので、
今年の年末に向けてしっかり議論したいと思っ
ています。他方で元々研究開発税制というのは
恐らく法人税の関係では最も大きな租税特別措
置の 1つなのですが、目的としては共通の目的
を持つもので、この既存の研究開発税制との関
係をしっかり整理する必要があるのではないか
と思っています。
また、イノベーションボックス税制は、要は
知的財産由来の所得について税率を低くすると
いうご要望なのですが、なかなかこれまでわが
国で導入していないような政策税制なものです
から、政策効果や執行面の問題、そういったこ
とをしっかり精緻に議論していかなければいけ
ないと思っています。何よりなかなか財政状況
も会長がおっしゃるとおり非常に厳しい中で、
法人税の世界でも何か減税措置を行うのであれ
ば、しっかり法人税の世界で財源を確保してい
かなければいけないというのも事実でございま
して、そういったことをしっかり経産省や経済
界の皆さんとご議論させていただきたいと思っ
ています。きちんと答えられていなくて申し訳
ないのですが、駆け足で以上でございます。

（岩﨑）　青木局長ありがとうございました。
少し時間が経過してきておりますので、また最
後にもう 1回先生方のご意見は伺う機会が設け
られたらいいなと思いますが、先に地方の税財
政に関する議論に進ませていただきたいと思い
ます。それでは最初に池田局長から地方の税財
政に関する現状と課題についてご説明いただけ
ればと思います。よろしくお願いいたします。

Ⅲ． 地方財政・地方税制の現状と
課題

（池田）　総務省自治税務局の池田でございま
す。どうぞよろしくお願いいたします。お配り

しております「地方財政・地方税制の現状と課
題」でご説明させていただきたいと存じます。

1 ．総論：地方財政・地方税制の現状と課題
〔地方財政の果たす役割〕総務省（ 2 ページ）
最初に財政関係の状況をご説明いたします。
地方財政の果たす役割についてです。 2ペー
ジの下の方に分野ごとに国が支出を担っている
部分、地方が支出を担っている部分でありまし
て、見ていただいたとおり社会保障関係費・教
育費は、地方の歳出が担っている部分が多いで
す。上の箱にありますように、政府支出に占め
る地方財政のウエートは最終決算支出ベースで
56％となっているところでございます。

〔地方財政計画の歳出の推移〕総務省（ 3 ペ
ージ）
3 ページが地方財政計画上の地方の歳出の推

移でございますが、近年やや右肩上がりになっ
ておりまして、令和 5年度で92兆円ということ
になっております。資料真ん中の赤い部分の社
会保障関係費、これが少子高齢化の進行により
地方において増加している一方で、これまでや
や縮減傾向にあった投資的経費も近年災害が多
発しておりますので、防災・減災関連事業の関
係で横ばいないしは少し増えております。一番
下のところは給与の関係費でございます。こち
らも行政改革の中で地方公務員数を減らしてき
ているわけですが、一方で、保健所の数や児童
虐待防止対策のための児童福祉士といった新し
い社会変化に対応するための人員の増強が必要
であることから、やや横ばいという構造になっ
ております。

〔地方財政の借入金残高の状況〕総務省（ 4
ページ）
4 ページは、地方財政の借入金残高の状況で

ございます。上のところを見ていきますと、最
大で200兆円あったものが、最近税収が好調で
あることからやや減少基調ではありますが、一
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番右のところで依然として令和 5 年度で183兆
円と多額の借入金残高がある状況でございます。

〔地方財政の財源不足の状況〕総務省（ 5 ペ
ージ）
フローで見ていただきますと、毎年地方財政
で歳出と歳入の帳尻が合わない財源不足の状況、
最大で18兆円くらいあったのが今はやや縮小し
まして、一番右のところで 2兆円ということに
なっておりますが、まだ巨額の財源不足を抱え
ており、この財源不足を地方債の発行などでや
りくりをして何とかつないでいる状況でござい
ます。

〔令和 6 年度の地方財政の課題〕総務省（ 6
ページ）
6 ページが、今回概算要求と併せて公表をさ

せていただきました地方財政の課題でございま
す。活力ある多様な地域社会の実現、その下の
ところに書いておりますような地方における
DX・GXの推進、子ども・子育ての政策の強化、
地域づくりの推進、防災・減災・国土強靭化、
こういった課題に地方としても適切に対応して
いくための安定的な税財政基盤の確保が必要で
す。そのためには 2番の一般財源総額、これは
単純化して言いますと、地方税と地方交付税を
合わせた総額をちゃんと確保していくというこ
とであります。特に今後課題となってまいりま
すのが（ 2）の子ども・子育て政策の強化、こ
れは国の歳出ばかりではなく、先ほど申し上げ
たように地方が担っている部分が多いので、国
と地方が車の両輪で取り組んでいけるよう、地
方財源を適切に確保してまいりたいと考えてご
ざいます。

〔国税・地方税の税収内訳（令和 5 年度地方
財政計画額）〕総務省（ 8 ページ）
ここから税の話に入りまして 8ページでござ
います。地方税の現状でございますが、国税が
72兆4,000億円、地方税の合計で約45兆円とい

うことになってございます。

〔地方税収（地方財政計画ベース）の推移〕総
務省（ 9 ページ）
この45兆円という数値でございますけれども、
昨今の景気の状況を受けまして、足下では税収
が好調な状況でございます。令和 2年にいった
んコロナで落ち込みはいたしましたが、毎年過
去最高を更新しているという状況でございます。

〔主要税目（地方税）の税収の推移〕総務省（11
ページ）
11ページには各税目の税収の推移が折れ線グ
ラフで書かれております。これを見ていただき
ますと、一番上の住民税、真ん中の固定資産税、
一番下の地方消費税といったものは、比較的景
気に左右されにくく安定的な税目である一方で、
真ん中のところで上に上がったり下がったりし
ているところが地方の法人課税でございまして、
ここはやはり景気の変動の影響を受けやすい税
目だということでございます。

〔人口一人当たりの税収額の指数（令和 3 年
度決算額）〕総務省（12ページ）
地方税を考えていく上で、税源の偏在の問題
という課題に常に取り組んでいかなければなら
ないと考えております。地方税計で見ますと、
人口一人当たりの税収額は、一番多い東京都と
一番少ない長崎県の差は2.3倍ですが、地方法
人二税は 6倍弱くらいあります。一方で、地方
消費税や固定資産税といったものは比較的税源
の偏在性が小さい税目だということが言えると
思っております。

〔地方税の充実確保と偏在性が小さく安定的な
地方税体系の構築〕総務省（13ページ）
私どもが地方税を考えるに当たって、地方税
の充実確保と偏在性が小さく税収が安定的な地
方税体系の構築が大事だと考えております。地
方税の充実確保という意味では、先ほど国税の
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方で青木局長からお話のあった租税の十分性と
いうこととつながるわけですが、地方税におい
ても充実確保が大事であります。右の 2つはや
や地方税独自の原則でございまして、偏在性が
小さい方が良い、しかも地方団体が担っている
役割というのは福祉・教育などの景気に変動を
受けない事業が多いため、安定性も重要だとい
うことでございまして、これまで外形標準課税
の導入、地方消費税率の引上げ、さらには地方
消費税率を引き上げますと、どうしても税収・
財政力の格差が出てきますので、そういった意
味での法人税における偏在是正措置に取り組ん
できたところでございます。

2 ．各論①：個別地方税制の現状と課題
（1）地方法人課税
次からが各論でございまして、令和 6年度以
降の税制改正で課題となるようなものを幾つか
ご紹介してまいりたいと考えております。

〔法人事業税の外形標準課税の概要〕総務省
（17ページ）
17ページをご覧ください。先ほども少し触れ
ましたが、法人事業税については、平成16年度
に資本金 1億円超という基準により、普通法人
に対して、付加価値割・資本割といった外形標
準課税を導入しておりまして、平成27年度・平
成28年度には成長志向の法人税改革の一環とし
て、所得に対する実効税率を下げるために外形
標準課税の割合を 8分の 5まで拡大しておりま
す。

〔外形標準課税対象法人数・割合の推移（全
国）〕総務省（18ページ）
18ページでございますが、この外形標準課税
の対象法人数について、導入直後の平成18年度
に比べて、足元の令和 3年度では約 3分の 2に
減少しておりまして、このままですと成長志向
の法人税改革、さらには地方の税収の安定化の
ために導入した外形標準課税が先細りしていっ

てしまうという状況にございます。
これについて 2つ問題意識を持っております。
法人が減っている大きな原因が、減資をして 1
億円という基準以下にするような企業が増えて
きていることが大きな要因となっております。
資本を資本準備金ですとかその他の資本剰余金
に振り替えられるということが、会社法の世界
の中で比較的簡単にできるようになりましたし、
資本金そのものに対する企業の意識も相当変わ
ってきております。

〔持株会社化と外形標準課税の対象範囲の関
係〕総務省（19ページ）
もう 1つ、減資の問題以外にも企業が組織再
編されるときに、19ページの例でいいますと、
左が元の 1つの会社であったときから右の方で
持株会社化したときに、ホールディングス会社
だけは引き続き大きな資本金を持たれているの
ですが、事業規模が大きい子会社や従業者数が
大きい子会社は資本金を 1億円ちょうどなどに
設定されますと、実質的に外形標準課税の対象
が縮小してしまうというような問題がございま
す。

〔令和 5 年度税制改正大綱（外形標準課税部
分抜粋）〕総務省（20ページ）
こういったことから、昨年の冬、とりまとめ
られました与党の税制改正大綱において、一番
下のところでございますが、外形標準課税の対
象から外れている実質的に大規模な法人を対象
に制度的な見直しを検討するということで、 1
億円という基準はそのままにしつつ、サブ的な
基準を設けまして、これはさすがに中小企業で
はなくて大規模な法人であろうというようなも
のがすくい取れるような基準の設定をこれから
よく検討してまいりたいと考えております。

（2）固定資産税
〔負担水準の均衡化のイメージ〕総務省（24

ページ）
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固定資産税は 3年に 1度の評価替えでござい
まして、令和 6年度が評価替えの年に当たりま
す。評価替えにつきましては、粛々と作業を進
めているところでございますが、評価替えに併
せまして、次の評価替えまでの間の 3年間の土
地の負担調整措置をセットするということがご
ざいます。この負担調整措置と言いますのは、
この下の図で見ていただければ、評価額がこれ
は750万円が1,000万円に上がったケースですが、
どんと上がったときにいきなり1,000万円をベ
ースに負担調整もなしに課税をしていきますと、
一気に税負担が上がるということがございます
ので、税負担の均衡化を段階的に図るために、
評価額の 5％ずつ上げていこうと、こういった
措置でございます。

〔令和 3 年度税制改正大綱（負担調整措置関
係税部分抜粋）〕総務省（25ページ）
25ページですが、こういった措置につきまし
て、前回令和 3年度の与党の税制改正大綱で 2
つ問題意識が掲げられておりまして、大都市を
中心に地価が上昇する一方、地方では地価の下
落が続いているということで、土地の負担水準
を再び収斂させるために取り組むべきであると
いう問題意識が 1つであります。もう 1つは、
商業地等につきましては、負担水準が60～70％
のところに据置特例ということがございます。
この据置ゾーンがあることによる課税の公平性
に問題があるのではないかというようなご指摘
を受けております。

〔措置ゾーンによって生じる不公平〕総務省
（27ページ）
具体的には27ページ、据置ゾーンによって生
じる不公平ということで、土地Aと土地B、そ
れぞれ評価額が1,000万円で70％という負担水
準のとき、これは据置ゾーンに入っております
ので、1,000万円の土地は700万円の課税標準額
で変わりません。土地Bの方でございますが、
600万円の評価額の土地が1,000万円に上がった

場合、先ほど言いました負担調整措置で評価額
の 5％ずつ上げていくわけですが、60％のとこ
ろで据置ゾーンに入りますので頭打ちになりま
す。そういたしますと、同じ評価額であるのに
負担水準が70％のものと60％のもので税額が異
なるという不公平が長く続くといった問題があ
るので、こういった点についてどう考えていく
かというのを検討してまいりたいと考えており
ます。

（3）森林環境税・森林環境譲与税
次に、28ページからが森林環境税・森林環境
譲与税でございます。

〔森林環境税及び森林環境譲与税の制度設計）〕
総務省（29ページ）
森林環境税・譲与税につきましては、個人住
民税の均等割に上乗せする形で市町村に徴収し
ていただき、それを国の特別会計に入れ、譲与
税として配分していくということで、大まかに
言いますと、国民皆さま方、特に人口は都市部
に多いので、そういったところから 1 人年間
1,000円を集めて、それを山側の市町村に配分
していこうという都市と地方の共生のための税
制という位置付けでございます。

〔森林環境譲与税の譲与額と市町村及び都道府
県に対する譲与割合及び譲与基準〕総務省
（30ページ）
令和元年度から譲与税の譲与は始まっている
わけですが、機構準備金という資金を活用しま
して、税はまだ徴収されていない中、譲与税だ
けを譲与しているという状況が続きましたが、
いよいよ令和 6年度から森林環境税が課税され
まして、平年度で約600億円の税収が入ってく
るという状況になっております。

〔森林環境譲与税の取組事例集（令和 4 年度
実績）〕総務省（31ページ）
この譲与税ですけれども、間伐の実施であり
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ますとか、新規就業者の確保、さらには川下に
おいては木材利用、こういったものに活用され
ているところでございます。

（4）車体課税
32ページから車体課税の資料を付けておりま
すが、また、経済産業省、国土交通省、それか
ら産業界の皆さま方と丁寧に議論していきたい
ということで説明を割愛させていただきます。

3 ．各論②：地方税務手続の電子化等
35ページからが地方税務手続の電子化です。

〔eLTAX（エルタックス）について〕総務省（37
ページ）
地方税はeLTAXというシステムを持ってお
りまして、例えば事業者の皆さまですと、いろ
いろな自治体にそれぞれ申告・納税をしなけれ
ばならないのですが、eLTAXは振り分け機能
を持っておりますので、右の方にありますよう
に、eLTAXに申告・納税していただければ自
動的に全ての団体に申告・納税を一括して行う
ことができるといったシステムでございます。

〔eLTAXを通じた申告・申請に係る対象手続
の拡大〕総務省（39ページ）
3 9ページでございますけれども、この
eLTAXを通じた申告・申請に係る対象手続の
拡大ということも着々と進めておりまして、今
後は、左下にありますような地方たばこ税であ
りますとかゴルフ場利用税といった税目にも拡
大していくということにしております。

〔地方税統一QRコード（eL-QR）の活用によ
る地方税の電子納付について〕総務省（40
ページ）
今年の 4 月から納税通知書に地方税統一QR
コードが付いておりますので、このQRコード
を活用して、eLTAXによる電子納付、それか
らスマートフォンによる電子納付、また、キャ

ッシュレスではないのですが、金融機関の窓口
における納付受付後の事務処理に活用を開始し
ております。金融機関の皆さまにも相当事務負
担の軽減につながったと評価いただいているも
のと思っております。こういった納税の電子化
ということも進めております。

〔地方税関係通知のデジタル化〕総務省（42
ページ）
42ページでございますけれども、今後の課題
としては、今、申告・申請と納税が電子化され
たわけですが、地方税は地方団体の方で税額を
決定して、それを通知して、納めていただくと
いう賦課課税の税目が多く、納税通知書や各種
の証明書といった通知がまだ紙でなされている
状況でございます。上のところに書いておりま
すように、恐らく事業者さまとの関係ではこの
eLTAXを活用して、また、個人の納税義務者
との関係ではマイナポータルなどを使って、こ
ういった通知のデジタル化というのも今後進め
ていきたいと考えております。

〔地方公共団体の公金収納に係るeLTAXの活
用について〕総務省（43ページ）
最後、43ページですが、先ほど地方税統一
QRコードを使って、地方税は今、電子的に納
付ができるようになっておりますが、経済団体
の皆さまから地方税において良い仕組みができ
たので、資料の「検討の背景」の上から 3つ目
の丸ですが、地方税以外の公金についても、事
業者の皆さんがそれぞれの自治体に納めるので
はなく、同じようにeLTAXを活用して一括し
て納付して振り分けるような形にしていただけ
ないかというご要望を受けまして、そちらにつ
いてもできる限りその方向で進めていけるよう
に検討しているところでございます。
駆け足でございますけれども、足元の地方財
政、地方税制の現状と課題についてご説明させ
ていただきました。ありがとうございます。
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Ⅳ． 地方財政・地方税制の現状と
課題に対する意見・質問

（岩﨑）　ありがとうございました。論点を絞
ってめりはりをつけてご説明くださいました。
感謝いたします。ありがとうございます。それ
では、ただ今のご説明について討論者の方から
ご意見を頂きたいと思います。まず澁谷教授か
らご意見を頂ければありがたく思います。

（澁谷）　澁谷でございます。ご丁寧な説明大
変ありがとうございます。それでは私の方から
大きく分けて 4つご質問したいと存じます。ま
ず 1つ目として、いわゆる総論部分についてで
すが、これは地方税に関して、近年の制度改正
を見ると、三位一体の改革のときには所得税か
ら住民税への税源移譲というのがなされたわけ
ですが、その後の制度改正においては、特に地
方法人二税の偏在是正といった観点から、これ
らの地方税を国税にしてその税収を交付税原資
や譲与税にすると、そういった動きが行われて
おります。また現在地方税については地方消費
税が重要な位置を占めておりますけれども、こ
れも形式的には地方税なのですが、地方には課
税要件など自ら決定することがほとんどできま
せんし、賦課徴収も国の機関が行っているとい
う、かなり特殊な地方税になっているわけです。
こうしたことを踏まえて、地方団体が自ら税制
について、例えば税率だけでも決定するとか、
或いはその税について自ら賦課徴収を行うと、
こうしたことの意義についてどのようにお考え
であるかということを伺えればと思います。こ
れが 1つ目でございます。
次に 2つ目として地方法人課税につきまして、
これは外形標準課税の話がだいぶ出ておりまし
たけれども、資料にございました大法人の数が
減少しているというのは、これはやはり法人の
減資や分社化というのが主な理由であると考え
てよいのか。またそれはこの外形標準課税とい

うのがその重要な理由になっているのか、言い
換えれば企業としては外形標準課税よりも所得
課税の方を望んでいるということを意味してい
るのかということでございます。さらに、では
その問題にどう対処するかというときに、これ
は外形標準課税特有の問題として考えていくべ
きなのか、つまり外形標準課税を中小法人にも
広げるとか、そういった方向で考えていくのが
よいのか、それともそもそも税制における大法
人と中小法人の区分、これは資本金 1億円とい
う基準で区分を行うことが多いわけですが、そ
もそもこれ自体を見直すという方向が望ましい
のか、こうしたところを伺えればと思います。
あとグローバル・ミニマム課税についても伺い
たかったところなのですが、ちょっと時間の関
係もございますので、こちらは省略したいと存
じます。これが 2つ目でございます。
次に 3つ目、固定資産税についてですが、ま
ず資料で示された据置ゾーン内における負担水
準の不均衡という問題です。これは結構前から
指摘されていた問題であるように思います。実
際、こうした課税標準の違いというのは正当化
しづらいと言いますか、この負担水準に大きな
ずれが昔あって、それを是正する、均衡化して
いくという、いわば経過措置として何とか認め
られてきたものだと思うのですが、現在この負
担水準というのはかなり均衡化が進んできて、
あまり意味がなくなってきているように思うの
ですが、これを改めるというのは具体的な検討
は進んでいるのかどうかということでございま
す。この点は、だいぶ前から問題点としては挙
がっていたにもかかわらずなかなか改正されな
くて、なぜかなとちょっと不思議に思っていた
ところでございます。
また、この負担水準均衡化が達成された後の
固定資産税の在り方ということについてもどう
考えるべきなのか、こうした検討がされている
かということも伺えればと思います。例えば現
状ではこの商業地についてはこの据置ゾーンが
適用されており、それに対して一般住宅用地は
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課税標準が 3分の 1とされ、小規模住宅用地は
それが 6分の 1とされるということで、固定資
産税の負担が大体 4対 2対 1になっているとい
ったような状況があるわけですが、このような
比率を維持していいのかどうかとか、こういっ
たことが検討されているのかどうかということ
でございます。これが 3つ目でございます。
4つ目として森林環境税及び森林環境譲与税

についてです。この森林環境税は国税であるけ
れども、市町村が個人住民税均等割という地方
税と併せて賦課徴収することとなっております。
そのため、これは森林環境税ができたときから
全国で統一的に課される国税と、地方団体ごと
の違いがあり得る地方税との調整というのが問
題になり得るのではないかという指摘がござい
ました。具体的にはこの均等割の非課税限度額
や減免の取り扱いの自治体ごとの違いなどでご
ざいます。ここは結局どのような考え方に基づ
いてどのように解決されることになったのかと
いうことを伺いたく存じます。
また、森林環境譲与税につきましては、これ
は人口が按分基準に入っているために、森林が
ほとんどない都市部の地方団体にも相当の金額
が按分されていると言われておりますが、この
点についての現状であるとか、或いはその妥当
性についての検討などがされているかといった
ことについてお伺いできればと思います。これ
が 4点目でございます。どうぞよろしくお願い
いたします。

（岩﨑）　ありがとうございます。お答えは後
ほどまとめてお願いすることにいたしまして、
続きまして松本会長からご意見を頂ければと思
います。

（松本）　私からは税収配分のあり方、納税環
境整備に関連いたしまして質問と見解を述べさ
せていただきたいと思います。

（デジタル化の進展に対応した地方団体間の税
収配分のあり方）
まず 1点目は、デジタル化の進展に対応した
地方団体間の税収配分のあり方でございます。
複数の地方公共団体に事業所等を設けて活動を
行っている法人の場合、それぞれの自治体に地
方法人二税を申告納付する必要があります。そ
の分割基準は、従業者数、事務所数、固定資産
の価値など、物理的施設の存在を前提とする外
形的標準でございます。このような基準は従来
型のビジネスモデルを前提として、応益課税原
則や執行可能性の観点から採用されているもの
と考えられますが、オンラインショッピングや
リモートワークの拡大など、経済取引のデジタ
ル化、就労形態の多様化を反映したものとはな
っていないということがございます。
こうした状況は税収の東京一極集中に拍車を
かけることになるため、分割基準の見直しを検
討すべきとの意見もありますが、例えば国際課
税における議論のように事業拠点を有しない自
治体に対してまで申告納税義務が課せられるこ
とになれば、企業の立場からすれば、かえって
納税の事務が煩雑になるということがあります。
偏在是正のための措置としまして、法人住民
税・法人事業税の一部が国税化され、その税収
を地方交付税、或いは譲与税として都道府県に
配分する仕組みが採用されておりますけれども、
このように国税と一体的に申告納付し、各自治
体に一定の基準で配分される仕組みの方が執行
コスト、納税者の事務負担が少なくなると思わ
れます。地方消費税においても税収を最終消費
地に配分、帰属させるため、都道府県間の清算
が行われる仕組みとなっており、消費を示す指
標として、小売業・サービス業など供給者側の
販売額の統計が用いられておりますが、こちら
につきましても、インターネットショッピング
の拡大などにより販売が行われる場所と消費者
の居住地との不一致、乖離が拡大していること
から、販売統計から通信カタログ販売、インタ
ーネット販売、百貨店、家電大型専門店の販売
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額を除外するとともに、人口のウエートを引き
上げるといった見直しが行われました。人口に
よって配分することは偏在是正の観点、社会保
障財源としての性格を考えますと合理的とは言
えるのですが、実質的に譲与税と変わらないと
いうこともできます。
今後におきましてもそれぞれの税としての性
格を維持しつつ、税収の適切な配分を行うため、
法人二税の分割基準や地方消費税の清算基準、
税収の偏在是正の方法などについて議論が行わ
れるものと考えておりますけれども、課題や見
直しを検討されている事項があればご教示いた
だきたいと思います。

（ふるさと納税について）
2 点目はふるさと納税についてです。ふるさ

と納税は、納税者が自らの意思で納税する自治
体を選択して、ふるさとへの恩返しができると
いう触れ込みで導入されまして、大都市から地
方への税収移転、地域経済への貢献など評価で
きる面もあるわけですが、税理論の観点からは
説明が難しいものであると聞いております。高
所得者ほどメリットを享受でき、節度を欠いた
寄付集めを行う自治体もあって、貴重な税収が
返礼品や事務手数料などに使われるなど、地方
税財政制度にゆがみを生じさせているとの指摘
もあります。令和 4 年度の寄付受け入れ額は
9,654億円にも達しておりまして、無視できな
い規模になっているようです。
一般の寄付金とは異なり、特別控除により、
住民税所得割額の20％の上限額まで実質2,000
円の負担で返礼品を手に入れることができる点
や、地方交付税の算定におきましても、ふるさ
と納税寄付金に係る収入は基準財政収入額の算
定の基準とされておらず、一方で減収分につい
ては75％が補填されるという仕組みなど、基本
的な枠組みについて再検討すべき点もあるよう
に思います。今後のふるさと納税制度のあり方
についてもお考えをお伺いしたいと思います。
また、 3点目として地方税手続きの電子化・

キャッシュレス化についてもお伺いしたいと考
えておりましたが、先ほど池田局長から詳細の
ご説明をいただきましたので、割愛いたします。
私は現在、関西大阪万博でキャッシュレス決済
を推進しておりますが、地方税手続きの電子
化・キャッシュレス化のさらなる推進をお願い
申し上げます。
私からは以上でございます。ありがとうござ
いました。

（岩﨑）　ありがとうございました。それでは、
いろいろ多岐にわたるご質問ですので、お答え
できる範囲で結構ですから今のお考えを池田局
長から伺わせていただければと思います。よろ
しくお願いします。

（池田）　澁谷先生、それから松本会長、ご質
問ありがとうございました。時間も限られてお
りますので雑ぱくになるかと思いますが、私の
方から回答させていただきたいと存じます。ま
ず、澁谷先生から頂いたご質問で、地方の財政
的自立に関して、歳入確保が重要なのか、もし
くは地方団体が自ら税制について決定し、自ら
賦課徴収を行うことが重要なのかというご質問
を頂きました。私どもは二者択一ではなく、い
ずれも重要な観点だと考えております。まず、
歳入の確保については住民生活に密着した社会
保障などがございます。そういった行政サービ
スを支える地方団体の税収を全体としてマクロ
的にしっかり確保することが大事でございます
ので、これまでも地方消費税の税率の引き上げ
など、地方における社会保障の安定財源を確保
してきたというところでございます。
一方で、地方税でございますので、地方団体
の自らの判断と責任において賦課徴収をして財
源確保を図っていただくという視点も当然重要
でございますので、先生もご承知のとおり、こ
れまでも法定外税制度や超過課税における制限
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税率といったものを順次緩和してきております。
実際、法定外税の導入団体も増えてきておりま
すし、新しい法定外税のタイプも出てきており
ますので、こういったことを私ども総務省とし
ても後押ししていきたいと考えております。
2点目につきまして、外形標準課税について

ご質問を頂きました。外形標準課税の対象法人
は 3分の 2まで減っているわけですが、私ども
がサンプル調査いたしましたところ、約 6割が
減資によるものであります。それ以外は合併に
よる解散でありますとか、清算結了による解散
や破産といったものでございまして、減資とい
うのが主な要因になっているということです。
減資が行われる背景はこの税制上の取扱いのみ
ならず、欠損塡補も含め企業の経営状況を踏ま
えた減資などもございますので、減資した企業
が所得課税を望んでいたかどうかというのは一
概に申し上げられないと考えております。
一方で、これまでの統計などを見ますと、税
制の改正のタイミング、例えば外形標準課税の
導入や拡大、それから国税における中小企業の
繰越金等の取扱いの変更、こういった税制の改
正のタイミングで資本金 1億円以下への減資が
増加しているということもございまして、この
外形標準課税の適用の有無というのが減資の 1
つの誘因になっていると考えております。いず
れにしても、こういった減資でありますとか組
織再編による対象法人数の範囲の縮小といった
ことは、この外形標準課税導入の趣旨でござい
ます、広く負担を分かち合っていただいて、地
方税収の安定化、税負担の公平性に資する、さ
らには所得課税を減らすことにより企業の稼ぐ
力を高めるという法人税改革の趣旨を損なう恐
れもございますので、これから鋭意基準につい
て検討してまいりたいと思います。
また、大法人と中小法人の区分について質問
がございました。中小法人については外形が 8
分の 5まで増えたということもありますし、中
小法人自体、赤字法人が非常に大きい中で、私
どもは中小法人に外形標準課税を拡大するとい

うことは考えておりません。その上で、この大
法人と中小法人の区分が一般論なのか、外形標
準課税の問題なのかというお話もございました。
これにつきましては、租税特別措置の適用基準
で大法人と中小法人の区分というのが用いられ
ていることもございますが、基本的にはそれぞ
れの制度趣旨に応じて検討されるべきものと考
えております。一方で、相互に関連はしますか
ら、国税当局ともよく情報交換をしてまいりた
いと考えております。
それから、固定資産税についてご質問いただ
きました。ご案内のとおり現行の商業地の負担
調整措置でございますけれども、負担水準が60
％から70％までの土地については、前年度の課
税標準額を据え置く措置、いわゆる据置ゾーン
と呼ばれているものがございます。先ほど申し
上げましたような評価額と税額の高低が逆転す
るような不均衡、不公平が存在するというのは
かねて指摘されているところでございます。一
方で、近年の地価の動向をよく分析しないとい
けないわけですが、三大都市圏や政令指定都市、
また札仙広福などと言われますが、地方の中核
都市で地価の上昇が顕著な一方、それ以外の地
方圏においては引き続き地価が横ばい又は下落
が続いているという地価の動向が多様化してお
ります。
そういったことからいったん収斂しかかった
この負担水準でございますけれども、また足下
でばらつきが生じているという状況でございま
す。現在、令和 6年度以降の負担調整措置につ
いて具体的な方針が決まっているわけではなく、
これから年末にかけてのご議論だと思っており
ますけれども、こうした多様化した地価の動向
を踏まえまして、負担水準の均衡化を促進して
いくという観点からよく検討していく必要があ
ると考えております。また、澁谷先生から負担
水準の均衡化が達成された後の固定資産税の在
り方についてもお尋ねがございました。実は先
ほど申し上げました一部の地方都市は、足下で
地価が非常に上昇しておりまして、昨日も地価
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調査の結果が発表されましたが、例えば先ほど
申し上げたような札幌市や福岡市ですと、われ
われが評価額の 5％は引き上げていくという 5
％を超えるような毎年の地価の上昇が生じてお
ります。したがって、これを収斂させていくの
は時間をかけながら取り組んでいくべき話かな
と考えております。均衡化を達成した場合どう
するのかというのはその時点での地価の動向や
土地、住宅政策といった関連施策の動向を踏ま
えつつ、市町村の固定資産税収を安定的に確保
するという観点、それから固定資産税というの
は多くの国民の方に納めていただく税ですので、
納税者のご理解がいただけるかという観点から
その在り方について検討してまいりたいと考え
ております。
4番目に森林環境税、森林環境譲与税の取扱

いについて 2点ご質問を頂きました。森林環境
税はご指摘のとおり国税でございますので、全
国一律の基準とすることが必要でございます。
市町村が地方税のように条例で要件を定めると
いうのは国税にはなじまないので、非課税限度
額、それから減免についても、基本的な要件は
法令で書き切るというようなスタイルを取って
おります。ただ一方で、減免について言えば、
免除するケースといたしまして、収入が著しく
減少した場合等の特別な事情がある場合という
規定がございまして、これについては国税とし
ての規律が担保されるということを大前提に、
必要性や合理性が認められるのか、これは納税
義務者の具体的な事情を最もよく把握できる市
町村が判断するという建て付けになっておりま
す。
それから譲与税の配分基準についてご指摘も
ございました。人口の配分割合が多いというご
指摘はあるのですが、これは川下の木材利用も
上流の間伐を進めていく上で非常に重要だとい
う議論がありました。この人口というのは森林
利用というのに密接に関連する指標でございま
すので、地方団体の単独事業の決算の割合など
を見まして、今の配分比率になっております。

これにつきまして、山側の市町村、林野庁さん
をはじめ私有林人工林面積の比率を高め、人口
の比率を下げるようにしてほしいというご要望
を今頂いておりますので、これにつきまして森
林環境税ができた当時の議論もよく踏まえまし
て、丁寧に検討してまいりたいと考えておりま
す。
それから、駆け足になりますが、松本会長か
らデジタル化の進展に対応した地方団体間の税
収配分の在り方についてご質問を頂きました。
確かに経済社会構造はどんどん変化しておりま
す。私も令和元年度の税制改正において担当課
長として特別法人事業税、譲与税制度というの
を創設いたしました。これは現行の地方法人課
税はご指摘のとおり法人の事業所が所在する地
方団体が課税権を有することとした上で、分割
基準により地方団体間の課税権の調整を行うも
のなのですが、インターネットをはじめとした
電子商取引の進展でございますとか、企業の組
織再編の多様化などに、やはりやや付いていけ
ていない部分があったので、実力以上にある大
都市部に税収が集まってしまう、それをなかな
か分割基準によって対処することが困難である
ことから講じることとしたものでございます。
今後について、現時点で具体的に何か検討を
行っているわけではありませんが、まず分割基
準についてはやはり税収を適切に帰属させると
いう観点から経済社会構造の変化を踏まえて、
不断に見直しについて検討していくことが必要
であろうと考えております。その上で、分割基
準によってなお調整できない企業の事業活動の
実態でありますとか地方税源の偏在があった場
合には、これまで特別法人事業税譲与税制度と
いうのを作りましたので、そういったことも参
考にしながら偏在性の小さい地方税体系の構築
を目指していくと考えております。
地方消費税の清算基準につきましては、統計
データを用いて清算しているわけですが、イン
ターネットの普及等を踏まえまして、例えば情
報通信業では、インターネット販売のため、全
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国の消費額がどうしても本社のある都道府県に
一括して計上されてしまうということになりま
すので、清算基準に用いる統計データからは除
外し、こういった業種の商品の消費額について
は基本的には人口との相関関係が強いというこ
とで、消費の代替指標として人口を用いて清算
をしております。この地方消費税の清算基準に
つきましては、平成30年度税制改正において抜
本的な見直しを行ったところでございます。ま
ずその影響をよく注視しながら、今後のさらな
る経済社会構造の変化、について注意深く見て
まいりたいと考えてございます。
それからふるさと納税についてご質問、ご意
見を頂きました。ふるさと納税による特例的な
控除額は、個人住民税所得割の額の 2割という
のが上限になっておりまして、一定の制限を設
けております。大層は地元の地方自治体に残る
ものであるということがまず 1点。それからふ
るさと納税を活用して寄せられた給付金という
のが地方で子育てや教育、被災者支援、そうい
ったものに使われておりますし、また返礼品と
して地場産品を提供することで、地域の雇用の
創出、地域経済の活性化にもつながっている面
もあると考えております。総務省といたしまし
ては、制度が普及する中で相当過度な返礼品競
争が生じましたので、令和元年度に返礼品は地
場産品に限る、それからそれは寄附額の 3割以
内にしてください、それから返礼品だけではな
くてもろもろのふるさと納税の募集に係る経費
は 5割以内に抑えて、 5割はちゃんと地元で政
策的なものに使ってくださいという指定制度を
導入いたしました。
今年もこれから10月に新たな指定団体を決め
るわけですが、その前にこの適正な運用を図る
ため、この指定基準の改正を行っております。
地場産品とはもっとこういったものに明確化す
る、募集費用についてもこういったものも含め
てちゃんと計算するという基準の改正を行って
おります。さまざまなご指摘が多い制度でござ

いますけれども、私どもはこの指定制度の適正
な運用に注力してまいりたいと考えております。
最後、地方税手続きの電子化、納税のキャッシ
ュレス化を一生懸命進めてまいりますので、頑
張ってまいります。
1つだけすみません、せっかくの機会ですの

で宣伝をさせていただくと、地方税の通知はこ
れからデジタル化を進めていくことを検討して
いくわけなのですが、 1つ先行して、個人住民
税の特別徴収税額通知、よく 6月くらいに短冊
で各従業員に送られるものですが、これは経済
界の方からデジタル化してくれという強いご要
望を受けまして、令和 6年度から先行的に電子
による通知が可能となりますので、企業の皆さ
ま方、ぜひこういったものを活用していただけ
ればと考えております。長くなりましたが以上
でございます。

おわりに

（岩﨑）　ありがとうございます。それでは、
予定されておりました終了の時間を経過してお
りますので、ここでとりまとめに入らせていた
だきたいと思います。本日は国の税財政の状況
につきましては、青木主税局長から、また地方
の税財政の現状につきまして、池田自治税務局
長から大変わかりやすい丁寧なご説明とご回答
を頂きました。感謝申し上げます。また、討論
者の先生方から大変根本的なご質問を頂き、ま
た新しいアイデアを出していただきました。令
和 6年度の税制改正ですぐにこれを取り入れる
のはなかなか難しいかもしれませんが、今後こ
ういったアイデアや疑問を政策検討に当たって
活かしていただければありがたいと思います。
それでは、時間を経過いたしました。本日の
討論会はこれでお開きにさせていただきたいと
思います。



税制関係資料

財務省主税局
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１．総論

2

（ 2ページ）

租税の役割

3

税とは何か
私たちの日々の生活は、様々な公的サービスによって成り立っています。警察や消防、道路や水道といった社会
インフラ、そして教育や福祉など、公的に提供されているサービスは、家計や企業の働きを支え、広く社会の構成員
全体の利益に適う役割を果たしており、私たちは日々その便益を享受しています。税とは、そうした社会に必要とさ
れる公的サービスの費用負担を皆で分かち合うものであり、「社会共通の費用を賄うための会費」と言うことができ
ます。

税制の機能
 財源調達機能：公共サービスを提供するための財源を調達する

 所得再分配機能：社会保障制度と並び、所得や資産に応じた累進的な課税を行うことにより、
所得や資産の再分配を図る

 経済の安定化機能：好況期には税収が増加することで総需要を抑制する方向に作用する一方、不況期
には税収が減少することで総需要を刺激する方向に作用することで、景気の変動幅を
小さくし、経済を安定化する（ビルトイン・スタビライザー）

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

（ 3ページ）
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租税の分類とタックス・ミックス

4

税収
(令和５年度予算

:兆円）
特徴

所得税 ２１．０

・担税力に応じて、累進的に負担を求めることが可能
・勤労世代（現役世代）が主として負担
・各種控除などにより、個々人の担税力に対してきめ細かい配慮が可能

※ 資産性所得（利子、配当、株式や土地の譲渡益等）への課税については、
• 主に（累進課税ではなく）比例税率の分離課税を適用
• 勤労世代に限らず資産性所得を得ている者が負担

法人税 １４．６
・その国での企業の活動に応じて負担を求めることが可能。
・成長戦略との整合性や企業の国際的な競争力の維持・向上などに対する配慮が必要
・税収が景気の動向に比較的左右されやすい

消費税 ２３．４
・勤労世代など特定の者に負担が集中せず、高齢者を含めて国民全体で広く負担
・税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的
・経済活動に対しても比較的中立

相続税 ２．８ ・格差の固定化防止、機会の平等を図る役割
・経済活動に比較的中立的

幅広い分野にわたる公的サービスの費用を賄うためには、通常、それぞれの税が持つ特徴を踏まえて複数の
税を組み合わせることにより、全体としてバランスのとれた税体系を構築していくことが求められます。
現代社会では、生産活動は主として労働や資本を投入した事業活動によってなされますが、どの局面に租税
の負担能力（担税力）を求めるかに応じて、租税の分類が決まります。具体的には、所得課税、消費課税、
資産課税に分類されます。

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

（ 4ページ）

租税制度の基本原則

5

負担の公平性
「公平・中立・簡素」の中でも、税制に対する国民の信頼の基礎として最も重要なものは、税負担の「公平」
です。これは、租税が、必ずしも反対給付による受益が明確なものではなく、また、国民一人ひとりの納得感の
下に成立するものであるからです。「公平」の原則といった場合、経済力が同等の人々は等しく負担すべきであ
る（「水平的公平」）と大きな経済力を持つ人はより多く負担すべきである（「垂直的公平」 ）という二つの
概念があります。また、近年では、少子高齢化の進展とともに、どの時代に生まれたかによって生涯を通じた税
負担の水準に不公平が発生する可能性があることを背景に「世代間の公平」という視点も重要になってきてい
ます。

納税者の選択への中立性
経済の国際化・成熟化が進展する中、納税者の選択への「中立」、つまり、租税制度が職業選択、資産移
転、企業立地などの納税者の選択を歪めないようにすることも一層重要になってきています。特に、近年では、
後述するような働き方の多様化などに伴い、就業形態などに対する中立性を確保していくことが今まで以上に
求められるようになってきています。
なお、租税制度のあり方を考える際には、「中立」に関連する概念として、経済的効率性という視点も求めら
れます。

制度の簡素性
税制を理解しやすいものにし、国民の納税手続きの負担を軽減することに加え、税務当局の徴収コストを抑
え、租税回避行動を誘発しないためにも、制度の「簡素」も税制を検討する上での重要な要請です。特に、近
年では、後述するような働き方の多様化に伴い、雇用的自営・副業者など多くの個人が確定申告を行ってい
ることもあり、簡便な方法で申告・納付ができる納税環境の整備を進めることが不可欠です。なお、税制の簡
素性について検討する際には、納税手続きのデジタル化等により、国民や税務当局の負担が抑制されることに
も留意が必要です。

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

（ 5ページ）
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世代を超えた公平と租税の十分性

6

「世代間の公平」には、①現在世代の中の現役世代（勤労者）と引退した世代（退職者）とのバランスと、
②現在世代と将来世代との世代を超えたバランスという二つの意味が含まれていると考えられます。特に、世代
を超えた負担のバランスについては留意が必要です。先述のとおり、現在において租税のあり方を選択すること
は、同時に将来世代の受益と負担に関することも少なからず決めてしまっている面があります。租税法律主義に
基づく民主主義的な決定プロセスの下では、この２種類の「世代間の負担バランス」のうち、投票権を持たない
将来世代までも含む「世代を超えた公平」が、現在世代の関心事項である「現在世代内の公平」よりも、どうし
ても劣後する傾向にあると言えます。また、現在から将来にかけて時間を通じた税負担をできる限り平準化した
方が、資源配分の歪みを小さくできる との考えもあります。先進国の中で最も厳しい状況にある我が国財政の
現状を踏まえれば、当調査会としては、租税制度の「公平・中立・簡素」を考える上での前提として、租税の
「十分性」も、これらの３原則と並んで重要なものと位置付けるべきだと考えます。

人口減少・少子高齢化が急速に進展する中、数が少なくなっていく将来世代一人ひとりの負担の重さに従
来以上に配意し、財政の持続可能性を損なわないために必要な負担を、能力に応じて広く分かち合う必要が
あります。ただし、公的サービスの内容や水準についても、租税を負担する国民が納得のいくものでなければなり
ません。こうした観点から、現在の税制が、果たして私たち現在世代と将来世代の間でバランスを確保できてい
るのか、その状態が将来にわたって維持できるのかという不断の点検が求められます。

民主主義の歴史とは、国民が自らの税金をどのように集め、どのように使うかを自己決定するプロセスを構築
するための歴史です。租税の「十分性」に配慮することは、次の世代に「自らの税金をどう使うか」の選択肢をつ
なぐことでもあるのです。

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

（ 6ページ）

租税原則の関係性、税と社会保険料

7

租税原則の関係性
「公平・中立・簡素」は、相互に重なり合う部分もあるとともに、常に全てが同時に満たされるとは限りません。
上述のように、税制に対する国民の納得感を確保する上では、税負担の「公平」が最も重要な原則であること
は間違いありませんが、他方で、いずれか一つの原則を重視すれば、他の原則をある程度犠牲にせざるを得な
いというトレード・オフの関係にある場合もあります。

税と社会保険料
税と同様に、公的サービスの財源として負担するものとして、社会保険料があります。
社会保険料は、加齢に伴う稼得能力の減退や疾病といった国民生活の安定を損なう様々なリスクに対して、
事前に費用（保険料）を出し合って必要な場合に構成員で助け合う仕組みである社会保険の財源です。
保険料の拠出と保険給付が対価的な関係にあり、保険料負担の見返りに給付を受けるという点において、給
付の権利性が強いことが、税との大きな違いと言えます。他方、社会保険料は、税と並んで、公的サービスの提
供に係る国民の負担のあり方を左右するものであることから、税制を検討するに当たっては、社会保険料との関
係も念頭に置く必要があります。

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

（ 7ページ）
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経済社会の構造変化

8

•雇われない働き方の拡大な
どの働き方の多様化、ライ
フコースの多様化

•共働き世帯の増加や世帯構
成の変化、外国人労働者な
どの増加

•プラットフォーマーの台頭や
Web3.0等の技術による環境
の変化、暗号資産の普及

•産業の新陳代謝促進、スター
トアップ・エコシステム構築
などが重要

•非正規雇用や貧困などの格差
に加え、シングルマザーや孤
独・孤立への対応も必要

•教育と格差の固定化なども踏
まえ、税や社会保障による再
分配が重要

• SDGs、気候変動問題への対
応や環境対応自動車の促進が
課題

•ロシアのウクライナ侵略によ
り我が国のエネルギー問題が
浮き彫りに

•財政はコロナ禍への対応とし
ての財政出動により一段と深
刻な状況

•将来世代へ負担を先送りせず、
租税の財源調達機能を果たし
ていく必要

•社会保障サービスの提供など
地方公共団体の対応課題は増
加

•持続可能な地方税財政基盤の
構築が必要

•人口減少・少子高齢化が進
展する中、社会保障制度の
持続可能性の確保が課題

•若者・子育て世代の所得向
上など、こども・子育て政
策の強化が必要

•経済安全保障確保の観点か
ら、新たな企業戦略が必要

•経済力・財政基盤の強化も
含めた国力としての防衛力
の強化が課題

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

働き方や
ライフコースの多様化

経済のグローバル化
・デジタル化

エネルギー・環境問題
などの変化

我が国財政の
構造的な悪化地域社会の変化人口減少・少子高齢化安全保障環境の変化

格差を巡る状況の変化

○ 税とは「社会共通の費用を賄うための会費」です。公的サービスを提供するために必要で「十分」な財源を
確保した上で、「公平・中立・簡素」に適う、多くの人から納得感を得られるような税制を構築するため、社会
の様々な問題・課題をしっかり把握し、将来生じ得る変化を見据え、目配りをしていくことが重要です。

（ 8ページ）
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個別税目の現状と課題

(1)働き方などの選択に中立的な税制の構築
• 30年度改正（特定の収入に対応する控除から人的控除に重点をシフト）に続き、公平かつ
働き方に中立的な税制を検討

•企業年金・個人年金等に関する税制について、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正な負
担の観点も踏まえて検討

•給与・退職一時金・年金給付間の税負担のバランスに留意
•個人住民税については、引き続き充実確保を図るとともに、地域社会を取り巻く経済社会情勢
等の変化にも留意

(2)所得再分配機能の適切な発揮の観点からの検討
•総合課税と分離課税分を統合した税負担率の分布状況を分析し、データに基づき必要な検
討

• 29年度及び30年度改正の見直しの影響も見極めつつ、引き続き、所得控除のあり方を検討

(3)税制の信頼を高めるための取組み
•デジタル技術を活用した納税者の利便性向上（正確な記帳を通じた事業者の簡便・適正な
申告・納税）

•公平性確保に向けた取組み（暗号資産取引やプラットフォーム取引、租税特別措置）

個
人
所
得
課
税

(1)相続税・贈与税
•経済社会の構造変化や税制の負担構造のフラット化の中で、再分配機能を有する相続税は
引き続き重要な役割

•課税方式のあり方については、相続のあり方に関する国民の考え方なども踏まえ、幅広い観点
から議論する必要

•相続税・贈与税分野の各種特例措置について、政策目的の今日的妥当性、政策目的との整
合性、適用実態等を踏まえつつ検討

(2)固定資産税等
•市町村が住民サービスを提供するために必要な基幹税として、引き続きその安定的な確保が必
要

•税負担の公平性等の観点から、土地に係る負担水準の均衡化の促進等を図ることが必要

資
産
課
税
等

(1)消費税
•更なる増加が見込まれる社会保障給付を安定的に支える観点からも、消費税が果たす役割
は今後とも重要

•国境を越えた役務提供への課税（プラットフォーム事業者を通じた課税の実現）
•地方における社会保障の安定財源の確保等の上で、地方消費税は重要

(2)酒税・たばこ税
•同種・同等のものには同様の負担を求める消費課税の基本的考え方に沿って負担のあり方を
検討

(3)自動車・エネルギー関係諸税
•自動車関係諸税は、電気自動車等の普及を念頭に置いて、受益者・原因者負担の原則を
踏まえ見直し

•石油石炭税は、その税収を燃料の安定供給や省エネ対策等に活用するという目的・財政需要
等に留意しつつ、あり方を検討

消
費
課
税

(1)法人税
•所得税、消費税とともに基幹税として、安定的な財源としての役割を果たす必要
• 「成長志向の法人税改革」は、客観的・実証的な検証が必要

(2)租税特別措置
•必要性・有効性があるものに限り、期限を区切るのが原則
•適切なデータを用いた効果検証を踏まえ、不断に見直す必要（EBPM）

(3)地方法人課税
•社会経済状況の変化等に対応し、外形標準課税のあり方を検討
•分割基準のあり方、偏在性の小さい地方税体系の構築についても不断に検討

法
人
課
税

• 「２本の柱」からなる解決策（市場国への新たな課税権の配分（「第１の柱」）、グローバル・
ミニマム課税（「第２の柱」））の実施に向けた取組みが最重要

•国際課税ルールや経済構造の変化に対応した、租税条約ネットワークの質・量の更なる拡充
•個人・法人の租税回避等への対処、税に関する情報交換の促進も図っていく必要

国
際
課
税

•記帳水準の向上や第三者から提供されるデータを活用した確定申告の実現等の税務手続の
デジタル化を推進

•ｅＬＴＡＸを通じた申告･納付等の地方税務手続のデジタル化等を推進
•適正な申告・納税の実現や申告の利便性向上の観点から、暗号資産取引やプラットフォームを
介した取引に係る法定調書や報告のあり方を検討

•税務調査への非協力等や第三者による不正加担、課税逃れといった税に対する公平感を大き
く損なう行為への対応を検討

納
税
環
境
整
備

（ 9ページ）
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経済財政運営と改革の基本方針2023（抄）

令和５年６月16日
閣 議 決 定

第４章 中長期の経済財政運営
１．中長期の視点に立った持続可能な経済財政運営
（税制改革）
経済成長と財政健全化の両立を図るとともに、少子高齢化、グローバル化等の経済社会の構造変化に対応
したあるべき税制の具体化に向け、包括的な検討を進める。
骨太方針2022等も踏まえ、応能負担を通じた再分配機能の向上・格差の固定化防止を図りつつ、公平か
つ多様な働き方等に中立的で、デジタル社会にふさわしい税制を構築し、経済成長を阻害しない安定的な税
収基盤を確保するため、税体系全般の見直しを推進する。納税環境の整備と適正・公平な課税の実現の観
点から制度及び執行体制の両面からの取組を強化するとともに、新たな国際課税ルールへの対応を進める。

（10ページ）

２．所得税

11

（11ページ）
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わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方－ （抄）

12

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅲ．経済社会の構造変化

10．経済社会の構造変化への対応

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築）

個人所得課税については、所得の稼得段階で累進的に課税を行い、所得に応じて公的サービスの財源を支え合

うための基幹税として、引き続き、財源調達機能と所得再分配機能を適切に発揮していくことが重要です。このため、

人口減少・少子高齢化問題の進展、働き方や所得の稼得手段の多様化、家族のあり方の多様化などを踏まえ、

所得の性質に応じた課税方式や各種控除のあり方を含め、納税者利便や税務執行の効率性にも留意しながら、

バランスの取れた体系となるよう必要な見直しを検討していく必要があります。

（12ページ）
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近年の個人所得課税の主な見直し

H25改正 ○ 所得税の最高税率の引上げ （H27分～）
・ 所得税の最高税率を40％から45％ へと引上げ（課税所得4,000万円超の場合）

○ 上場株式等の配当・譲渡益への本則税率適用 （H26分～）
・ 上場株式等の配当・譲渡益に適用されていた10％の軽減税率の特例を廃止し、20％の本則税率を適用

○ NISAの創設 （H26分～）
・ 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（投資上限：120万円×５年間）

○ 給与所得控除の見直し （H28分～）
・ 給与所得控除の控除額の上限の給与収入を1,500万円から1,000万円に引下げ

○ 個人型確定拠出年金制度の加入対象者の拡大(名称：iDeCo) （H29.1～）
・ 企業年金加入者、公務員等共済加入者、第三号被保険者を加入対象者に追加等

○ 配偶者控除等の見直し （H30分～）
・ 配偶者特別控除が満額適用される上限の配偶者の給与収入を150万円に引上げ
・ 配偶者控除等の控除額につき、合計所得金額900万円から逓減し、1,000万円で消失

○ つみたてNISAの創設 （H30分～）
・ 非課税口座内の一定の公募等株式投資信託に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（投資上限：40万円×20年間）

○ 給与所得控除等から基礎控除への振替 （R2分～）
・ 給与所得控除・公的年金等控除の一部を基礎控除に振り替え

○ 各種控除の適正化 （R2分～）
・ 給与所得控除の控除額の上限の給与収入を1,000万円から850万円に引下げ
・ 公的年金等控除の適正化（公的年金等収入が1,000万円超の場合の控除額に上限導入、年金以外の所得が1,000万円超の年金受給者の控除額の引下げ）
・ 基礎控除の適用制限の導入（所得2,400万円超から控除額が逓減し、2,500万円で消失）

○ NISA制度の抜本的拡充・恒久化（R6分～）
・ 年間投資上限額の拡充（「つみたて投資枠」：120万円、「成長投資枠」：240万円）
・ 一生涯にわたる非課税限度額（1,800万円）の設定（うち「成長投資枠」は、1,200万円）
・ 非課税保有期間の無期限化等

○ スタートアップへの再投資に係る非課税措置の創設（R5分～）
・ 保有する株式の譲渡益を元手に創業した等の場合に、出資分につき株式譲渡益に課税しない制度を創設（上限20億円）

○ 極めて高い水準の所得について最低限の負担を求める措置の導入（R7分～）
・ 基準所得金額から3.3億円を控除した金額に、22.5％の税率を乗じた金額が基準所得税額を超過した差額の追加的な申告納税を求める措置の導入

H26改正

H29改正

H30改正

H27改正

Ｒ５改正

所得再分配

所得再分配

所得再分配

所得再分配

所得再分配

所得再分配

働き方等への中立性

働き方等への中立性

金融所得

金融所得

金融所得

金融所得

金融所得

金融所得

働き方等への中立性

（13ページ）
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14

個人所得課税の見直し（令和５年度改正）

○ 「資産所得倍増」「スタートアップ育成」のための抜本的な税制措置を講じつつ、いわゆる「１億円の壁」の
問題にも対応しています。

（合計所得金額）

（所得税負担率）

NISAの抜本的拡充・恒久化

「資産所得倍増」
「貯蓄から投資へ」

極めて高い所得に対し、
最低限の負担を求める措置

いわゆる「一億円の壁」への対応

スタートアップへの再投資に係る非課税措置

スタートアップ・エコシステムの
抜本的強化

１億円

（14ページ）

「こども未来戦略方針」（抄）

15

Ⅲ－１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策
１．ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得向上に向けた取組
（１）児童手当の拡充 ～全てのこどもの育ちを支える制度へ～

児童手当については、次代を担う全てのこどもの育ちを支える基礎的な経済支援としての位置付けを明確化する。このため、
所得制限を撤廃し、全員を本則給付とするとともに、支給期間について高校生年代まで延長する（注）。
児童手当の多子加算については、こども３人以上の世帯数の割合が特に減少していることや、こども３人以上の世帯はより
経済的支援の必要性が高いと考えられること等を踏まえ、第３子以降３万円とする。
これらについて、実施主体である地方自治体の事務負担も踏まえつつ、2024年度中に実施できるよう検討する。

（注）その際、中学生までの取扱いとのバランス等を踏まえ、高校生の扶養控除との関係をどう考えるか整理する。

Ⅲ－２．「加速化プラン」を支える安定的な財源の確保
（財源の基本骨格）
① 財源については、国民的な理解が重要である。このため、2028年度までに徹底した歳出改革等を行い、それらによって得ら
れる公費の節減等の効果及び社会保険負担軽減の効果を活用しながら、実質的に追加負担を生じさせないことを目指す。
歳出改革等は、これまでと同様、全世代型社会保障を構築するとの観点から、歳出改革の取組を徹底するほか、既定予

算の最大限の活用などを行う。なお、消費税などこども・子育て関連予算充実のための財源確保を目的とした増税は行わない。

令和５年６月13日
閣 議 決 定

（15ページ）
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扶養控除の見直しについて（平成22年度改正）

16

○ 「所得控除から手当へ」等の観点から、子ども手当の創設とあいまって、年少扶養親族（～15歳）に対
する扶養控除（38万円）を廃止。
○ 高校の実質無償化に伴い、16～18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分（25万
円）を廃止
※ 所得税は平成23年分から、住民税は平成24年度分から適用。

扶養控除
(所得税）

扶養控除
(住民税）

６３万円

５８万円 ５８万円

４８万円 ４８万円

３８万円

１５歳 16歳 18歳 19歳　　22歳 ２３歳 ６９歳 ７０歳～

３８万円

６３万円

扶養控除
（年少）

扶養控除
（成年）

同居老親等加算

３８万円
老人扶養控除

特定扶養控除

４５万円 ４５万円

３８万円 ３８万円

３３万円

１５歳 16歳 18歳 19歳　　22歳 ２３歳 ６９歳 ７０歳～

同居老親等加算

３３万円 ３３万円

老人扶養控除扶養控除
（年少）

扶養控除
（成年）

４５万円

特定扶養控除

（16ページ）

扶養控除・児童手当・高校無償化の変遷

17

～H22年分

扶
養
控
除

【扶養控除】
0歳～15歳：38万円

【特定扶養控除】
16歳～22歳：63万円

H23年分～

【扶養控除】
16歳～18歳：38万円

【特定扶養控除】
19歳～22歳：63万円

【平成22年度税制改正】
・ 子ども手当の創設とあいまって、15歳までの扶養控除を廃止
・ 高校の実質無償化に伴い、16～18歳までの扶養控除の

上乗せ部分（25万円）を廃止

手
当

～H21年度

【0歳～3歳未満】
月額10,000円

【3歳～小学生】
第2子まで 月額 5,000円
第3子以降 月額10,000円

H22年4月～H23年9月

【0歳～中学生】
月額13,000円

児童手当 子ども手当

H23年10月～H24年3月

【0歳～3歳未満】
月額15,000円

【3歳～小学生】
第2子まで 月額10,000円
第3子以降 月額15,000円

【中学生】 月額10,000円

＜所得制限あり＞
年収860万円～：
（被扶養配偶者・児童2人世帯）

支給対象外

＜所得制限なし＞ ＜所得制限なし＞

H24年度～

【0歳～3歳未満】
月額15,000円

【3歳～小学生】
第2子まで 月額10,000円
第3子以降 月額15,000円

【中学生】 月額10,000円

児童手当

＜所得制限あり＞
年収960万円～：
（被扶養配偶者・児童2人世帯）

特例給付 月額5,000円

年収1,200万円～：
（被扶養配偶者・児童2人世帯）

支給対象外
（R4年10月分～）

高
校
無
償
化

～H21年度 H22年度（制度創設）～

【公立高校】
授業料無償化

【私立高校】
高等学校等就学支援金：

年額118,800円 ※ 年収350万円未満は加算
（被扶養配偶者・高校生１人・中学生１人世帯、以下同様）

H26年度～

・ 所得制限の導入
年収910万円～：

支給対象外
・ 支援金の加算の拡充
・ 高校生等奨学給付金

制度の創設

＜所得制限なし＞

R2年度～

・ 支援金の上限引上げ
年収590万円未満
世帯の私立高校授業料
の実質無償化

（17ページ）
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わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方－ （抄）

18

第２部個別税目の現状と課題
Ⅰ．個人所得課税
１．個人所得課税の概要
（２）所得分類・課税方式
［補論］各所得分類に関するこれまでの経緯と留意点
② 退職所得

退職金の支給形態を退職金の支給形態を、退職一時金から確定給付企業年金法等に基づく年金方式に移行する動きも増えていま
すが、退職者が、退職時に一時金として受け取れば、「みなし退職所得」として退職所得課税が行われており、確定給付企業年金・確定
拠出年金ともに、依然として相当数が一時金受給を選択しているのが実態となっています。
現行の課税の仕組みは、勤続年数が長いほど厚く支給される退職金の支給形態を反映したものとなっていますが、近年は、支給形態や
労働市場における様々な動向に応じて、税制上も対応を検討する必要が生じてきています。

２．個人所得課税の課題
（１）働き方など個人のライフコースの選択に中立的な税制の構築

様々な働き方に対応して、老後の生活の糧となる資産形成に向けて、退職金以外の企業年金、個人年金等の多様な商品が整備さ
れてきています。働き方の違い等によって有利・不利が生じないよう、企業年金・個人年金等に関する税制についても、拠出・運用・給付
の各段階を通じた適正な負担の観点も踏まえながら丁寧に検討する必要があります。この点において、各種私的年金に共通の非課税拠
出枠や個人退職勘定の制度を設けることについて、退職一時金を当該勘定に拠出する際や、当該勘定から引き出す際の課税の扱いと
あわせ、中長期的な視野に立って段階的に検討・見直しを行っていくことも重要です。
また、税制が、給与・退職一時金・年金の支払や受給に関する企業や個人の選択にできるだけ影響を及ぼさないよう、給与・退職一時
金・年金給付の間の税負担のバランスにも留意しつつ、引き続き、中立的な税制のあり方を検討していく必要があります。

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

（18ページ）

19

退職年齢別の退職手当支給額の推移（モデルケース）

○ 勤続年数２０年を軸としたＳ字カーブの構造は以前ほど顕著ではなくなっている。

（注）上記は、大学卒、事務・技術労働者、総合職相当、会社都合による退職のモデルケースでの退職支給額（調査産業計）の数値。
平成13年及び平成23年の数値は男性のみ、令和3年の数値は合計。

（出所）中央労働委員会「令和3年 退職金・年金及び定年制事情調査」より作成。

（万円）

（退職時の年齢）

3年 5年 10年 15年 20年 25年 30年 35年 38年 （勤続年数）

2,315 

2,619 
2,796 

2,147 

2,532 

2,790 

1,915 

2,365 

2,528 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

25歳 27歳 32歳 37歳 42歳 47歳 52歳 57歳 60歳

平成13年
平成23年
令和3年

（19ページ）
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20

各国の私的年金税制等について（原則的な扱いを示したもの）

○ 日本の私的年金に関する税制は、働き方や勤務先の企業が採用している企業年金の形態によって取扱いが異なっています。

○ 一方、諸外国においては、働き方や年金の形態によらず、一人一人の個人に対して共通の非課税枠を設定している国もあり、
　　こうしたことを参考に私的年金に対する税制全体のあり方を検討する必要があります。

給付

日本 英国 カナダ 米国
企業従業員 個人事業主・フリーランス 企業従業員 個人事業主・フリーランス 企業従業員 個人事業主・フリーランス 企業従業員 個人事業主・フリーランス

一部課税
（公的年金等控除）

課税
（給付額の25％までは非課税）

課税
（一定の控除あり）

課税

投資・貯蓄
推進

[TEE]

＜NISA＞
投資等上限額あり

＜ISA＞（注４）

投資等上限額あり

（注１）上記における私的年金とは、拠出時に所得控除の対象となる等、税制適格の仕組みを指し、個人退職勘定（IRA）等も含む。
（注２）米国では、DC型企業年金及びIRAの一種類として、TEEのロス（Roth）型も存在。
（注３）EはExempt（非課税）、TはTaxed（課税）を表す。年金等の拠出・運用・給付のどの段階で課税が行われるかに応じた制度類型の表記方法。

ただし、E、Tの具体的意味については控除等の存在も考慮しつつ、個別具体的に精査が必要。

拠出

DC型企業年金
（原則事業主・
本人拠出）

[EET]

DC型個人年金等
（原則本人
拠出）
[EET]

非課税拠出に
共通の枠あり

＜共通型＞
＜iDeCo＞
上限額あり

DB型企業年
金（原則事業
主拠出）
[EET]

上限額あり

企業年金の加入状況等によって
iDeCoの限度額が異なる

※未使用の非課税枠は
３年間繰越可能

上限額なし
×

（原則対象外）

×
（原則対象外）

非課税拠出に共通の枠
（コントリビューション・

ルーム）あり

＜共通型＞

※未使用の非課税枠は
無期限に繰越可能

＜調整型＞
企業年金に加入している場合、所得
額に応じてIRAの限度額が逓減・消失

＜非課税貯蓄口座
（TFSA）＞

投資等上限額あり

上限額あり

上限額あり

＜個人退職勘定（IRA）>
上限額あり

（注４）中途引出し制限等つきのライフタイムISAあり。
（注５）2019年政府税調海外出張調査時の現地ヒアリングを元に作成。

（20ページ）
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主要国における公的年金税制の概要

（注１）
（注２）
（注３）

（注４）

（注５）

TはTaxed（課税）、EはExempt（非課税）を表す。年金等の拠出・運用・給付のどの段階で課税が行われるかに応じた制度類型の表記方法。
給付段階において課税となる公的年金等については、その所得の計算上、公的年金等控除の適用がある。
給付額の一定部分が課税対象となる（給付額の50%とその他の所得の合計額が、25,000ドル超34,000ドル以下の場合は、㋐給付の50%、㋑25,000ドル
を超える部分の50%、のうち少ない方の金額（※）が課税対象。当該合計額が34,000ドル超の場合は、㋒給付の85％、㋓「34,000ドルを超える部分の
85%＋（※）で計算された額又は4,500ドルのうち少ない金額」、のうち少ない方の金額が課税対象（単独申告の場合） ）。
受給が開始された年に応じて、給付額の一定部分が課税対象となる（受給開始が2005年以前の納税者は課税対象となる割合が50％、2006年以降の
納税者は50％から毎年上昇（2023年は83％。2040年に100％となる予定））。また、当該部分について、他の類型の年金給付の課税対象部分と併せて、
年102ユーロの控除が認められる。
年金額に対する10％の控除（年金受給者一人あたり最低控除額422ユーロ、世帯あたり控除限度額4,123ユーロ）が認められる。

日本 米国 英国 ドイツ フランス

制 度 類 型 ＥＥＴ ＴＥＴ ＴＥＴ ＥＥＴ ＥＥＴ

拠

出

段

階

事 業
所得者

本 人
負担分

全額控除
控除あり
（１／２）

控除なし 全額控除 全額控除

給 与
所得者

本 人
負担分

全額控除 控除なし 控除なし 全額控除 全額控除

事業主
負担分

損金算入 損金算入 損金算入 損金算入 損金算入

運 用 段 階 非課税 非課税 非課税 非課税 非課税

給 付 段 階 一部課税（注２） 一部課税（注３） 課税 一部課税（注４) 一部課税（注５）

（2023年１月現在）

（21ページ）
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令和５年度税制改正大綱（抄）

Ⅱ．防衛力強化に係る財源確保のための税制措置

我が国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保する。税制部分については、令和９
年度に向けて複数年かけて段階的に実施することとし、令和９年度において、１兆円強を確保する。 具体的には、法人税、所得
税及びたばこ税について、以下の措置を講ずる。

① 法人税
法人税額に対し、税率４～4.5％の新たな付加税を課す。中小法人に配慮する観点から、課税標準となる法人税額から500

万円を控除することとする。

② 所得税
所得税額に対し、当分の間、税率１％の新たな付加税を課す。現下の家計を取り巻く状況に配慮し、復興特別所得税の税

率を１％引き下げるとともに、課税期間を延長する。延長期間は、復興事業の着実な実施に影響を与えないよう、復興財源の総
額を確実に確保するために必要な長さとする。

廃炉、特定復興再生拠点区域の整備、特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた具体的な取組みや福島国際研
究教育機構の構築など息の長い取組みをしっかりと支援できるよう、東日本大震災からの復旧・復興に要する財源については、引き
続き、責任を持って確実に確保することとする。

③ たばこ税
３円／１本相当の引上げを、国産葉たばこ農家への影響に十分配慮しつつ、予見可能性を確保した上で、段階的に実施する。

以上の措置の施行時期は、令和６年以降の適切な時期とする。

令和４年12月16日
自 由 民 主 党
公 明 党

（22ページ）

３．相続税・贈与税

23

（23ページ）
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わが国税制の現状と課題 －令和時代の構造変化と税制のあり方－（抄）

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅲ．経済社会の構造変化

10．経済社会の構造変化への対応

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築）

資産課税については、相続税・贈与税では、近年の税制改正で、課税ベースの拡大を含む税率構造の見直しや、

資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築が行われてきました。これらの改正の影響を見極めつつ、経済

のストック化の進展や老後扶養の社会化などの経済社会の構造変化や税制全体を通じた再分配機能が適切に

確保されているかといった観点を踏まえ、引き続き、相続税・贈与税のあり方を考えていく必要があります。

24

（24ページ）

相続税の申告から見た被相続人の年齢構成比、年代別金融資産保有残高

25

被相続人の死亡時の年齢

○ 被相続人の高齢化が進んだ結果、「老老相続」が増加し、相続による若年世代への資産移転が進みにくい
状況となっている。
○ 年代別の金融資産残高を見ると、この20年間で60歳代以上の保有割合は約1.5倍に増加。
○ 足元では、個人金融資産約1,900兆円のうち、60歳代以上が65％（約1,200兆円）の資産を保有。

（注）主税局調べ。

平成元年
(1989年)

平成16年
(2004年)

令和元年
(2019年)

0.6%

0.6%

0.5%

0.7%

1.1%

4.7%

5.5%

6.3%

6.6%

8.6%

12.2%

11.6%

13.1%

14.8%

18.4%

17.8%

18.8%

21.5%

25.8%

27.5%

27.2%

31.3%

33.9%

31.5%

28.9%

37.5%

32.2%

24.8%

20.7%

15.6%

2019年

2014年

2009年

2004年

1999年

30歳歳未未満満30歳歳代代 40歳歳代代 50歳歳代代 60歳歳代代 70歳歳以以上上

年代別 金融資産残高の分布の推移

4.0 

6.9 

11.5 

7.3 

10.4 

18.7 

17.1 

30.1 

30.2 

71.6 

52.6 

38.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
〈構成比〉

子の年齢は、
20歳代以下が想定
される

５９歳以下
子の年齢は、
30歳代が想定
される

６０歳～６９歳
子の年齢は、
40歳代が想定
される

７０歳～７９歳
子の年齢は、
50歳代以上が想定
される

８０歳～８９歳

相続税の申告から見た被相続人の年齢構成比

（注）「金融資産」は貯蓄現在高（負債現在高控除前）による。なお、「貯蓄現在高」は、銀行その他
の金融機関への預貯金、生命保険・積立型損害保険の掛金、株式・債券・投資信託・金銭信託等
の有価証券と社内預金等のその他の貯蓄の合計。

（出所）総務省「全国家計構造調査」（二人以上の世帯）により作成。

約 45％

約 65％

（25ページ）
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令和５年度税制改正のイメージ（ 赤字部分 を改正）

26

相続

相続
財産

に相続税を一体的に課税

・・・

選択前の贈与
（暦年単位で課税）

精算課税選択後の贈与

相続時精算課税（暦年課税との選択制） ○ 贈与時に、軽減・簡素化された贈与税を納付
（累積贈与額2,500万円までは非課税、

2,500万円を超えた部分に一律20％課税）
※暦年課税のような基礎控除は無し
※財産の評価は贈与時点での時価で固定

○ 相続時には、累積贈与額を相続財産に加算し
て相続税を課税（納付済みの贈与税は税額控除
・還付）

精算課税を選択

それ以前の贈与
(暦年単位で課税)

○ 暦年ごとの贈与額から基礎控除110万円を 控除
した上で累進税率を適用

○ 相続時には、被相続人から死亡前３年以内に受け
た贈与総額を相続財産に加算して相続税を課税
（納付済みの贈与税は税額控除）

死亡前３年以内
の贈与

相続
に相続税を課税

相続
財産

・・・

暦年課税

・土地・建物が災害で一定以上の被害を
受けた場合は、相続時に被害額を控除・年間110万円の基礎控除を創設

（暦年課税の基礎控除とは別途措置・相続時にも相続財産に加算しない）

延長４年間
の贈与

①
②

・加算期間を７年間に延長
・延長４年間に受けた贈与については総額100万円まで相続財産に加算しない

③

（26ページ）

令和４年度税制改正大綱（抄）

27

令和３年12月10日
自 由 民 主 党
公 明 党

第一 令和４年度税制改正の基本的考え方

１．成長と分配の好循環の実現

⑺ 中小・小規模事業者の支援

（略）

法人版事業承継税制については、平成30年１月から10年間の特例措置として、令和５年３月末までに特例承継
計画の提出がなされた事業承継について抜本的拡充を行ったものである。今般の感染症の影響により計画策定に時間を
要する場合もあるため、特例承継計画の提出期限を令和６年３月末まで１年間延長する。この特例措置は、日本経
済の基盤である中小企業の円滑な世代交代を通じた生産性向上が待ったなしの課題であるために事業承継を集中的に
進めるための時限措置としていることを踏まえ、令和９年12月末までの適用期限については今後とも延長を行わない。
事業承継を検討している中小企業経営者の方々には、適用期限が到来することを見据え、早期に事業承継に取り組む
ことを強く期待する。

（27ページ）
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４．法人税

28

（28ページ）

わが国税制の現状と課題 －令和時代の構造変化と税制のあり方－（抄）

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅲ．経済社会の構造変化

10．経済社会の構造変化への対応

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築）

法人課税については、企業活動が我が国経済において大きな比重を占める中で、個人所得課税、消費課税とと

もに基幹税として、政府の安定的な財源としての役割を果たすことが求められています。これまで「成長志向の法人

税改革」等、社会情勢にあわせた対応を行ってきましたが、期待された成果につながるものであったのか、今後、客観

的・実証的な検証が求められます。なお、法人実効税率の国際的な引下げ競争は、世界的な最低税率導入の合

意を受けて、一定の歯止めがかかったものとなっています。また、公平・中立といった租税原則の例外である租税特別

措置等については、その必要性・有効性について、ＥＢＰＭの観点も踏まえた不断の効果検証を行い、真に必要

なものに限定する必要があります。

29

（29ページ）
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法人税率と法人税収の推移

30

7.4
8.9 8.8 9.1 9.8

11.3

12.0
13.1

15.8

18.4

19.0

18.4
16.6

13.7

12.1
12.4

13.7

14.5

13.5

11.4

10.8
11.7

10.3

9.5

10.1

11.4

13.3

14.9

14.7

10.0

6.4
9.0

9.4
9.8

10.5

11.0

10.8
10.3

12.0
12.3

10.8
11.2

13.6

14.9
14.6

40%
42%

43.3%
42%

40%

37.5%

34.5%

30%

25.5%
23.9%23.4%23.2%

21.2 
24.1 25.0 25.3 

26.3 

29.3 29.3 
32.4 

32.3 

36.9 

43.9 

50.5 50.5 
53.4 53.4 

52.2 

45.5 

39.2 
35.9 35.9 

44.7 
43.0 

38.8 

38.8 

48.9 49.7 

40.5 

43.2 

51.7 

55.5 

64.6 64.8 

42.7 

39.7 

43.2 

43.6 

49.5 

59.6 

63.3 
65.4 

67.1 

76.3 
78.2 78.2 

69.7 
70.8 

85.7 

昭和54
(1979)

55
(80)

56
(81)

57
(82)

58
(83)

59
(84)

60
(85)

61
(86)

62
(87)

63
(88)

平成元
(89)

2
(90)

3
(91)

4
(92)

5
(93)

6
(94)

7
(95)

8
(96)

9
(97)

10
(98)

11
(99)

12
(2000)

13
(01)

14
(02)

15
(03)

16
(04)

17
(05)

18
（06）

19
（07）

20
（08）

21
（09）

22
（10）

23
（11）

24
（12）

25
（13）

26
（14）

27
（15）

28
（16）

29
（17）

30
（18）

令和元
（19）

2
(20)

3
(21)

4
（22）

5
予算

（23）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

5

10

15

20

25
（兆円）（兆円）

法人税率

（年度）

景気後退期
（リーマン
ショック後）

景気後退期
（ITバブル後）

景気後退期
（バブル後）

景気後退期
（アジア通
貨危機後）

所得金額
(繰欠控除前)

【右軸】

法人税収
【左軸】

(注) １.法人税収は、令和４年度までは決算額、令和５年度は予算額による。
２.所得金額（繰欠控除前）は、国税庁「会社標本調査」による。なお、平成17年度までは2/1～1/31、平成18年度以降は4/1～3/31に終了した事業年度を対象としている。

（30ページ）

令和４年度税制改正大綱（抄）

31

１．成長と分配の好循環の実現
（３）未来への投資等に向けた経済界への期待

令和４年度税制改正においては、賃上げに係る税制措置を抜本的に強化するとともに、オープンイノベーション税制も拡充するなど、「成長と分配
の好循環」を早期に起動させるために、思い切った税制措置を講じている。歳出面においても、科学技術の振興等を目的として、大胆な措置が講じ
られているところである。こうした取組みの趣旨を踏まえ、経済界に対しては、「成長と分配の好循環」の実現と、ひいては「コロナ後の新しい社会の開
拓」に向けて、より積極的に役割を果たすよう求めたい。
近年、企業の前向きな投資や賃上げを促す観点から、法人実効税率の引下げをはじめとする様々な税制上の取組みを行ってきた。しかしながら、
わが国の賃金水準は、実質的に見て30年以上にわたりほぼ横ばいの状態にあり、その伸び率は他の先進国に比して低迷している。人的資本や無
形資産への投資の規模や、設備の経過年齢を見ても、主要国に見劣りする水準にある。その一方で、株主還元や内部留保は増加を続けており、コ
ロナ禍を受けてもその傾向は変わっていない。企業がイノベーションよりも経費削減や値下げに競争力の源泉を求め続けた結果、経済全体としては縮
小均衡が生じてしまってきた。そのような企業行動の変容をもたらすべく、コーポレートガバナンスの強化や様々な分野における規制改革等と並んで取
り組んできた近年の累次の法人税改革も、意図した成果を上げてこなかったと言わざるを得ない。
「成長と分配の好循環」は、企業が果敢に事業の革新に取り組み、付加価値の高い製品・サービスを生み出すことでマークアップ率を高めるとともに、
その利益を元に次なる投資を行いつつ、株主だけでなく従業員、取引先、地域社会などの多様なステークホルダーに継続的に還元し、企業収益の更
なる増加につなげていくことで実現する。「コロナ後の新しい社会の開拓」に向けて、デジタルトランスフォーメーションや脱炭素化、「人」への投資などへの
取組みがより一層重要となる中、他の先進国との間に生じてきた所得や競争力の差を縮小するためにも、企業においては、リスク回避や横並びの意
識を排してアニマルスピリッツを取り戻し、イノベーションに挑戦することが期待される。政府においても、個々の企業が担うことは難しい研究開発支援や、
非正規労働者やフリーランスを含めた社会全体の人的資本拡充など、企業が未来への投資に踏み切るに当たり必要となる環境の整備が、これまで
以上に求められる。
このような認識の下、来年以降、経済界の取組状況等も見極めつつ、積極的に未来への投資に取り組む企業に対しては真に有効な支援を行うと
ともに、十分な投資余力があるにもかかわらず活用されていない場合に、企業の行動変容を促すためにどのような対応を講ずるべきかといった視点から
も、幅広く検討を行う。

令和３年 1 2月 1 0日
自 由 民 主 党
公 明 党

（31ページ）
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フロー

（年度） 経常利益 従業員給与・賞与 設備投資

2012 48.5 147.9 34.6

2021 83.9 157.0 45.7

2022 95.3 163.8 47.7

経常利益、従業員給与・賞与、設備投資 現金・預金等、内部留保

ストック

内部留保 現金・預金等

304.5 190.1

516.5 300.3

554.8 311.7

労働分配率

（注１）現金・預金等は、現金・預金と有価証券（流動資産）の和
（注２）設備投資はソフトウェアを含む
（注３）労働分配率の年度別・四半期別の計数は、サンプル数の相違等の要因で接合しない
（出所）財務省「法人企業統計調査」

（％） （兆円）

（年度）

（兆円） （兆円）

（年度）

（兆円） （兆円）

（年）

（注４）四捨五入の関係上、各年度と差額の数値が一致しないことがある
（注５）グラフ中括弧内の数値は、前年度（四半期別調査の場合は前年同期）との差（上段）、及び増減率（下段）

企業収益の動向について
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平均賃金の国際比較

33
（注）購買力平価実績ベース。
（出所）OECD database
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令和６年度税制改正に関する主な要望（法人税関係）

（出所）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023」（令和５年６月16日閣議決定）、経済産業省「令和６年度税制改正に関する経済産業省要望のポイント」

戦略物資
生産基盤
税制の創設

イノベーション
ボックス

税制の創設

賃上げ促進
税制の

拡充・延長

経済産業省の要望内容

• GX分野を中心に、DXや経済安保等の観
点を踏まえつつ、戦略的に重要な物資の国内
生産等に対し、中長期的な予見可能性を示
すことのできる規模・期間で、生産活動に応じ
て、事業投資全体に対する支援を行うため、
戦略物資生産基盤税制を創設する。

• ソフトウェアをはじめとする知的財産の創出に
おいて、民間の無形資産投資を後押しする観
点から、イノベーションボックス税制（国内で開
発された知的財産から生じる所得に対する優
遇税率の付与）を創設する。

• 政府の長期的な方針を明確にするとともに、
賃上げに関する企業の計画的な検討を促す
ため、租特期間を長期化する。

• 赤字の状況等でも賃上げに取り組む中堅・
中小企業を対象とした繰越控除措置の創設。

• 仕事と子育ての両立や、女性活躍への支援
を行う企業に対する支援措置を講ずる。

半導体・蓄電池・バイオものづくり・データセンターといった戦
略分野を中心とした投資は、国内に大規模な立地・投資を
計画する必要があり、事業のランニングコストも巨額に上る。
このため、民間事業者にとっては、中長期にわたって十分な
予見可能性が確保されていることが重要である。
以上のような諸点を踏まえ、世界に遜色ない水準で、税
制面、予算面の支援を検討する。

利益の源泉たるイノベーションについても国際競争が進んで
おり、民間による無形資産投資を後押しする観点から、海
外と比べて遜色なく知的財産の創出に向けた研究開発投
資を促すための税制面の検討や、通信やコンピューティング
基盤など次世代の付加価値を創造する基盤設備への投資
を含めた、イノベーション環境の整備を図る。

中小・小規模企業等の賃上げ実現に向けて、賃上げ税
制や補助金等における賃上げ企業の優遇や、ものづくり補
助金、事業再構築補助金等を通じた生産性向上等への支
援の一層の強化に取り組む。その際、赤字法人においても
賃上げを促進するため、課題を整理した上で、税制を含めて
更なる施策を検討する。

「新しい資本主義実行計画2023」（令和５年６月16日閣議決定）

34

（34ページ）

５．国際課税

35

（35ページ）
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わが国税制の現状と課題ー令和時代の構造変化と税制のあり方ー（抄）

36

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅲ．経済社会の構造変化

10．経済社会の構造変化への対応

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築）

国際課税については、経済のグローバル化・デジタル化が進む中、法人税・消費税にわたり、全体として適切な課

税を行うという視点が重要になっています。その際、まずは、ＯＥＣＤ／Ｇ20の「ＢＥＰＳ（Base Erosion

and Profit Shifting; 税源浸食・利益移転）包摂的枠組み」の「２本の柱」に基づく国際課税ルールの見直し

の着実な実施が求められます。

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

（36ページ）

国際課税に関するOECD/G20「BEPS 包摂的枠組み」 二本の柱について

37

 市場国に物理的拠点（PE：Permanent Establishment）を置かずにビジネスを行う企業の増加
 現在の国際課税原則「PEなくして課税なし」の下で、市場国で課税が行えない問題が顕在化。

 低い法人税率や優遇税制によって外国企業を誘致する動き
 法人税の継続的な引下げにより各国の法人税収基盤が弱体化。
 税制面において企業間の公平な競争条件を阻害。

 OECD/G20の「BEPS包摂的枠組み」（現在は約140か国・地域が参加）において議論が進めら
れ、2021年10月８日、2つの柱による解決策に合意。

 2023年７月12日、これまでの交渉成果をまとめたアウトカム・ステートメントが公表（138か国が合意）。

 第1の柱（市場国への新たな課税権の配分）
 多数国間条約に2023年末までに署名、2025年中に発効が目標。

 第2の柱（グローバル・ミニマム課税）
 日本においては、令和５年度税制改正において、所得合算ルール（IIR)を法制済。
 残存論点は、令和６年度以降の改正を予定。

現在の状況

（37ページ）
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「２本の柱」の全体像

38

「利益A」（Amount A）

 市場国への新たな課税権の配分
 多数国間条約により実施

「利益B」（Amount B）

 基礎的なマーケティング・販売活動に対
する移転価格税制の執行に係る簡素
化・合理化

 移転価格ガイドライン改訂により実施

「第１の柱」

GloBEルール

 15％の最低実効税率によるグローバ
ル・ミニマム課税

 各国国内法により実施

租税条約上の最低課税ルール
（Subject to Tax Rule：STTR）

 軽課税国の関連者に対する支払につい
て源泉地国（途上国が対象）に一定
の課税権を認めるもの

 多数国間条約又はバイ条約により実施

「第２の柱」

（38ページ）

６．消費税

39

（39ページ）
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わが国税制の現状と課題ー令和時代の構造変化と税制のあり方ー（抄）

40

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅲ．経済社会の構造変化

10．経済社会の構造変化への対応

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築）

消費税（国・地方）については、日本の社会保障制度においては、社会保険制度が基本であり、それを賄う財

源は、原則、社会保険料となりますが、それを補完する財源としては、特定の世代に偏らず幅広い国民が負担を分

かち合うことができ、税収の変動が少ない消費税がふさわしいものと言えます。更なる増加が見込まれる社会保障給

付を安定的に支える観点からも、消費税が果たす役割は今後とも重要です。また、経済のグローバル化・デジタル化

が進展する中、国内外の経済主体の競争条件に中立的であるとの消費税の特徴は、その意義を増してきていると

考えられます。

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

（40ページ）

インボイス制度への対応状況等

課税
事業者
300万者

免税
事業者
460万者 それ以外

360万者

農協
経由等

100万者

BtoB
160万者

BtoC
200万者

57万者

○ 約95％がインボイス発行事業者として登録申請済み（システム対応や取引先との調整等も進捗）
○ BtoC取引の場合、買手（消費者）はインボイス不要（売手はインボイス発行事業者の登録不要)

←登録をしていない課税事業者の大半は飲食・小売等といったBtoC事業者が占めている
※ 少額取引に係る事務負担軽減策（１万円未満はインボイス不要）を措置

○ 農協が事業者に代わってインボイスを発行可能（免税事業者のままで可）

○ BtoC取引の場合、買手（消費者）はインボイス不要（売手は免税事業者のままで可)

○ 課税転換する免税事業者の税負担を売上税額の２割に軽減
※ 売上500万円の場合、初年度の税負担は2.5万円程度に軽減される。

○ IT導入補助金や持続化補助金（50万円上乗せ）による支援
○ 公取等による監視（課税転換を求める場合、明示的な価格交渉が必要。一方的

な価格の据え置きは独禁法等に違反)

○ 相手が簡易課税事業者（売上５千万円以下）や免税事業
者の場合、インボイス不要

○ 免税事業者から仕入れた場合でも、当面は８割の仕入税額
控除が可能

○ 公取等による監視（課税転換の強要、一方的な値下げや取引
の停止等は、独禁法等に違反）

○ 免税事業者に対し、「登録を必要としない、これまで通りの条
件で取引を継続する」と表明する企業も（住宅、保険、出版、
スポーツクラブ等）※ 各事業者数は推計値（課税転換を検討している事業者数は、日本商工会議所のアンケート結果

（令和４年５～６月調査）に基づく推計）

R5改正

R5改正

○ 簡易課税事業者（課税事業者の4割弱）はインボイスなしで仕入税額控除が可能（買手としての対応は不要）
うち、簡易

課税事業者
110万者

申請済
103万者
R5.8末時点

課税転換の
検討見込み
80万者※

41
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インボイス制度への移行に当たっての事業者支援策

42

• 事業者の相談に対して丁寧に対応できるよう、インボイスコールセンターを設置
• 中小企業へ経営支援を行っているよろず支援拠点、商工会議所、商工会等の支援機関の経営相談体制を抜
本的に強化し、相談対応を実施

• 免税事業者からの相談受付窓口を設置し、相談内容に応じ、税理士（税務相談）や、支援機関等（経営
相談、補助金の案内）が対応する枠組みを、中企庁補助事業にて立ち上げ

• 税務署において、各事業者の事業実態を聴取し、登録要否の検討をサポートする相談会を開催
• 関係各省庁において、所管業界に対する周知広報計画を策定の上、きめ細かく事業者をサポート
• 地銀、信金、信組において、取引先企業に対するセミナーの開催

相談体制の強化

• IT導入補助金：大企業も含む発注者が取引先の中小企業等に受発注ソフトを利用させる場合にも対象拡大
• 持続化補助金：課税転換した場合に50万円上乗せ

予算措置

• 課税転換する免税事業者の税負担を売上税額の２割に軽減（R5改正）
• 少額取引に係る事務負担軽減策（１万円未満はインボイス不要）を措置（R5改正）
• 免税事業者から仕入れた場合でも、当面は８割の仕入税額控除が可能

税制措置

• 独禁法等のＱ&Ａの公表、6,000を超える業界団体への法令遵守要請を実施
• 下請けGメンや書面調査による状況把握や発注者側への注意喚起等を実施

取引環境の整備

（42ページ）

わが国税制の現状と課題ー令和時代の構造変化と税制のあり方ー（抄）

43

第２部 個別税目の現状と課題
Ⅲ．消費課税
＜参考：国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税の見直し＞

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

消費税は国内で行われる取引を課税対象としていますが、国境を越えた取引が「国内」で行われたかどうかの判定については、取引
の内容に応じて基準（内外判定基準）が定められています。平成27年度税制改正前は、役務の提供が行われた場所が明らかで
ない国境を越えた電子商取引に係る内外判定基準については、役務の提供を行う者の事務所等の所在地に基づくこととされていまし
た。このため、電子書籍・音楽・広告の配信などの役務の提供について、国内事業者が行う場合については課税される一方で、国外
事業者が行う場合は課税されず、国内外の事業者間で競争条件に歪みが生じていました。

平成27年度税制改正において、国境を越えた電子書籍、音楽、広告の配信等の電気通信利用役務の提供について、国内外の
競争環境の公平性を確保する観点から、その課税地を「役務の提供者」の所在地から「役務の受領者」の所在地に見直しました。そ
の上で、執行管轄が及ばない国外事業者への適正な課税を担保するため、事業者向け取引(BtoB取引）については、納税義務を
売り手から買い手に転換し、買い手である国内事業者が申告納税を行うリバースチャージ方式、消費者向け取引(BtoC取引）につ
いては、国外事業者が我が国の税務署に申告納税を行うとともに、登録を受けていない国外事業者からの仕入については仕入税額
控除を認めない登録国外事業者制度を採用しました。

一方、平成27年度税制改正以降、オンラインゲームを中心に、モバイルアプリの市場規模が年々拡大しています。電子書籍や音
楽・動画配信等のコンテンツについては、プラットフォーム事業者自身が販売することが一般的であり、消費税の申告・納税も当該事
業者が行っています。他方で、モバイルアプリについては、通常、プラットフォーム事業者は取引の仲介を行うのみであり、サプライヤーが
消費者に対してコンテンツを提供することとなるため、当該コンテンツに係る消費税の納税義務は、サプライヤーに課されることとなりま
す。しかし、こうしたサプライヤーには、国外に所在し、かつ、小規模な事業者も数多く含まれることから、適正な課税を行う上では、執
行上の課題があります。この点、EUをはじめ、多くの諸外国においては、プラットフォームを介した役務提供について、プラットフォーム事
業者に対して、付加価値税の納税義務を課しています。こうした状況を踏まえ、国内外の競争条件の公平性も考慮しつつ、国境を
越えた役務提供に係る消費税の適正な課税の確保に向けて検討していくことが必要と考えられます。

（43ページ）
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国内インターネット・コンテンツ別市場規模

○ インターネット市場におけるコンテンツ別規模は、ネット広告（２兆7,052億円）とオンラインゲーム（１兆
6,780億円）が突出している。

○ ネット広告は原則、BtoB取引であり、リバースチャージが適用される一方、オンラインゲームは市場規模が
大きく、大小・多数の国外事業者が市場参入しており、執行上の課題が存在する。

44
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（出所）ネット広告については「2022年 日本の広告費(2023年2月24日)」（株式会社電通）、
それ以外のコンテンツについては「デジタルコンテンツ白書 2022」 (一般社団法人デジタルコンテンツ協会)より引用）
※2011年のネット広告以外のコンテンツについてのみ「デジタルコンテンツ白書2021」より引用

（44ページ）

７．納税環境整備

45
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わが国税制の現状と課題ー令和時代の構造変化と税制のあり方ー（抄）

46

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅲ．経済社会の構造変化

10．経済社会の構造変化への対応

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築）

納税環境の整備については、経済社会のデジタル化とそれに伴うグローバル化、経済取引や働き方の多様化を踏

まえ、税務手続のデジタル化等を通じて納税者が簡便かつ適正に申告・納付を行えるよう利便性と申告内容の適

正性を同時に向上させ、適正・公平な課税・徴収を実現していくことが求められます。

令 和 ５ 年 ６ 月
税 制 調 査 会

（46ページ）

８．財政・税制に対する国民の意識

47
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経済学者及び国民全般を対象とした経済・財政についてのアンケート調査（ 2022.11 東京財団）①

日本の財政赤字についてどのようにお考えですか。

経済学者 国民

1 財政赤字は大変な問題 44.3% 40.4%

2 財政赤字はある程度問題 42.2% 25.1%

3 どちらともいえない 5.7% 10.3%

4 財政赤字はあまり問題ではない 6.0% 8.9%

5 財政赤字はまったく問題ではない 0.7% 2.7%

6 わからない 1.1% 12.6%

財政赤字の原因は何だと思いますか。（２つまで）

経済学者 国民

1 社会保障費 72.0% 17.5%

2 公共事業 19.5% 12.5%

3 高い公務員の人件費 1.8% 40.4%

4 政治の無駄遣い 41.1% 71.5%

5 その他 14.5% 4.6%

6 わからない 2.5% 9.8%

（出所） 加藤創太（東京財団研究主幹）「財政問題について経済学者と国民の意識はどう乖離するのか 「経済学者及び国民全般を対象とした経済・財政について
のアンケート調査」の紹介」https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4263 より （N=282（経済学者）/1,000（国民）） 48

（48ページ）

消費税に対するイメージとしてあてはまるものを選んで
ください。（２つまで）

経済学者 国民

1 逆進的で不公平 17.0% 23.8%

2 景気に悪影響 14.9% 44.1%

3 世代間で公平 34.0% 18.3%

4 投資や雇用への歪みが少なく効率的 35.1% 6.7%

5 安定財源 60.3% 22.0%

6 その他 4.3% 1.7%

7 わからない 2.1% 15.9%

他の条件が変わらないとした場合、日本は今後、
消費税率を引き上げるべきだと思いますか。

経済学者 国民

1 廃止する 2.8% 14.3%

2 5％に戻す 3.9% 20.8%

3 8％に戻す 1.8% 6.6%

4 現状維持（10％） 30.9% 40.9%

5 15％に引き上げる 31.9% 5.4%

6 20％に引き上げる 16.3% 1.7%

7 20％以上に引き上げる 8.5% 0.7%

8 わからない 3.9% 9.6%

（出所） 加藤創太（東京財団研究主幹）「財政問題について経済学者と国民の意識はどう乖離するのか 「経済学者及び国民全般を対象とした経済・財政について
のアンケート調査」の紹介」https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4263 より （N=282（経済学者）/1,000（国民））

経済学者及び国民全般を対象とした経済・財政についてのアンケート調査（ 2022.11 東京財団）②

49

（49ページ）
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国民負担と歳出改革との関係について、今後政府は
どのような方針で臨むべきだと思いますか。

経済学者 国民

1 歳出は現状維持で負担増 20.9% 4.7%

2 歳出を増やして負担増 15.3% 11.0%

3 歳出を抑えて負担回避 34.4% 57.2%

4 歳出を抑えて負担増 23.1% 6.8%

5 歳出を増やす一方、負担回避 6.4% 20.3%

社会保障等、今後の財政支出の財源をどこに求める
のが適切だとお考えですか。（２つまで）

経済学者 国民

1 消費税 59.6% 21.2%

2 所得税 30.1% 26.4%

3 法人税 25.5% 49.2%

4 社会保険料 24.8% 10.9%

5 相続税 22.7% 12.7%

6 環境税 10.3% 8.2%

7 国債（財政赤字） 5.0% 17.4%

8 その他 8.2% 7.9%

（出所） 加藤創太（東京財団研究主幹）「財政問題について経済学者と国民の意識はどう乖離するのか 「経済学者及び国民全般を対象とした経済・財政について
のアンケート調査」の紹介」https://www.tkfd.or.jp/research/detail.php?id=4263 より （N=282（経済学者）/1,000（国民））

経済学者及び国民全般を対象とした経済・財政についてのアンケート調査（ 2022.11 東京財団）③

50

（50ページ）

さいごに

本日はご清聴いただきありがとうございました。
財務省では、税に対する理解をさらに深めていただくため、様々な取組を行っております。
以下、主なものをご案内させていただきます。

51

学習まんが「税金のひみつ」

税制に関するパンフレット・動画税制メールマガジン

財務省主税局×うんこドリル

※財務省HPにて「冊子」と「ゲーム」公開中

パンフレット・動画

税制の最新動向や主税局職員によ
るコラムなどのコンテンツを配信してい

ます。ぜひご登録ください。

冊子・ゲーム 税金のひみつ

（51ページ）
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参 考 資 料

○ 平成の時代に入り、全体の雇用者数が緩やかな増加を続ける中、そのペースを上回って非正規雇用が
増大しました。

○ 特に近年、女性の社会進出や団塊の世代の高齢化に伴い、女性や高齢者が非正規の形で労働参加を
することで、非正規雇用の増大に拍車がかかっています。

働き方やライフコースの多様化①

1

（万人、％） 1987 1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022

総人口 12,223 12,456 12,615 12,748 12,803 12,759 12,691 12,494

雇用者総数 4,327 5,030 5,349 5,337 5,572 5,530 5,824 6,032

非正規雇用者総数 711 958 1,152 1,451 1,735 1,816 2,040 2,101

非正規雇用割合 17.6 20.5 23.2 29.4 33.5 35.2 37.3 36.9

（出所）総務省「人口推計」「労働力調査」
（注） 2001 年以前は総務省統計局「労働力調査特別調査」、 2002 年以降は「労働力調査 詳細集計」

（％） 1988 1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022

女性 35.1 38.3 41.7 49.3 53.5 54.5 55.5 53.4

高齢者 48.6 50.9 54.7 62.1 67.3 68.8 74.4 76.4

非正規雇用割合（女性・高齢者）の推移

雇用者数の推移



―31―

○ 新型コロナの感染拡大を受け、政府からの累次の要請も繰り返される中で、リモートワークは飛躍的に拡
大しました。

働き方やライフコースの多様化②

2

24.0%

62.7%

56.6%

64.8%
63.6%

61.9%

65.0%
63.9%

55.4%

57.2%

56.4%

57.3%

62.7% 62.5%

52.1%

56.7%
54.6%

52.3%

58.6%

51.9%

54.1%
52.3%

52.4%

51.7%

51.1%

51.6%

46.7%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

３月 ４月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月11月12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月11月12月 １月 ２月 ３月 ４月
2020年 2021年 2022年 2023年

（出所）東京都「テレワーク実施率調査」

テレワーク実施率の推移

○ 自営業者等においては、伝統的な自営業者数が数を減らしている一方、雇用者でないにもかかわらず、
使用従属性が高い働き方をする者（フリーランス）の割合が上昇しています。これらの動きにより、雇われな
い働き方が拡大し、雇用全体の流動化も進んでいます。

働き方やライフコースの多様化③

3

フリーランス割合の推移

（出所）総務省「国勢調査」
（注１）山田久「働き方の変化と税制・社会保障制度への含意」（平成27年9月3日 政府税制調査会資料）の区分によると、「伝統的自営業」とは、農林漁業、製造業、小売・卸売店主など取引先との関係で使用従属
性の低い従来型の自営業をいう。「士業等」とは、医師、弁護士、会計士・税理士、画家・芸術家など使用従属性の低い専門的職業をいう。「雇用者でないにもかかわらず使用従属性の高い自営等」とは、建築技術者やＳＥ、
保険代理人・外交員など使用従属性の高い自営業主が多く含まれる職種をいう。
（注２）「自営業主」は、「雇人のある業主」、「雇人のない業主」及び「家庭内職者」。
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○ かつて、女性は結婚を契機に離職をし、子育てを終えてから復職するケースが多く、女性の年齢別労働力
率は真ん中（20代後半～40代前半）が凹んだいわゆる「M字カーブ」と呼ばれる状態でした。しかし、女性
の就労拡大や結婚・出産時期の分散に伴い、そのカーブは緩やかになり、その傾向は、若い世代ほど顕著と
なっています。

働き方やライフコースの多様化④

4

女性の労働力人口比率の変化

（出所）総務省「労働力調査」
（注）労働力率は、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。潜在的労働力率は、15歳以上人口に占める潜在的労働力人口

（労働力人口＋就業希望者）の割合。
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○ かつて、一般的な家庭では、夫はサラリーマンとして会社で働き、妻は専業主婦として家庭で家事・育児を
担うという姿が多く見られましたが、1980年代後半には４割程度であった共働き世帯の比率は、年々増加
し、現在では７割を超えるなど、一般的なものとなりつつあります。

働き方やライフコースの多様化⑤

5

共働き世帯数の推移

（出所）内閣府男女共同参画局「令和4年版 男女共同参画白書」
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○ 世帯構成については、平成２（1990）年以降、少子化や高齢化、未婚化や晩婚化などを背景に、
「夫婦と子供世帯」は減少し、高齢者を含む「一人世帯」や「夫婦のみの世帯」、「ひとり親と子供世帯」が増
加しました。平成22（2010）年には、「一人世帯」が「夫婦と子供世帯」を抜いて世帯数の最も多い類型
となり、近年、世帯構成の多様化と小規模化が一層加速してきています。

働き方やライフコースの多様化⑥

6

世帯構成の推移

（出所）総務省「国勢調査」
（注１）世帯数は一般世帯の数値。数値は四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。
（注２）一人世帯とは、上記の調査・推計における単独世帯を指す。
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働き方やライフコースの多様化⑦

○ 高度外国人材については、平成24（2012）年に導入したポイント制において優遇措置が講じられ、現在では主に中国
国籍の方々が専門的な技術・知識などを生かして様々な分野で活躍しています。
○ 「技能実習制度」は、実質的に低賃金労働者として扱っているといった問題が指摘されたことを受け、累次の制度改正によ
り技能実習生の保護が図られてきました 。令和元（2019）年には、一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外国人を
受け入れる「特定技能制度」が創設され、製造業や介護、建設などの人手不足分野での受入れが進んでいるとともに、その
対象分野も拡大されています。

（注１）専門的・技術的分野の在留資格:「教授」「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職」「経営・管理」「法律・会計業務」「医療」「研究」「教育」「技術・人文知識・国際業務」「企業内転勤」「介護」「興行」「技能」「特定技能」の合計
（注２）特定活動:ワーキングホリデー、外交官等の家事使用人、EPA等。高度人材（2012）は在留資格『特定活動』の数値。
（注３）その他:文化活動、研修、家族滞在、等。 ※ネパールは2014年から個別集計されたため、2014年からの増加人数。
（出所）法務省「在留外国人統計」、厚生労働省「外国人雇用状況報告」

在留外国人 203.4万人⇒296.2万人（＋92.8万人）

外国人雇用者 68.2万人⇒182.3万人（＋114.0万人）
注）在留外国人数は6月末時点、雇用者数は10月末時点の数値

注）雇用者以外（自営業者等）は含まない
専門的・技術的分野の在留資格
52.0万人（+31.9万人）

雇用者 48.0万人（+35.6万人）

特定活動 11.3万人（+9.2万人）
雇用者 7.3万人（+6.7万人）

技能実習
32.8万人（+17.6万人）

雇用者 34.3万人（+20.9万人）

その他 21.2万人（+8.6万人）
雇用者 7.2万人（+5.6万人）

『身分に基づく在留資格』
153.0万人（+17.4万人）

雇用者 59.5万人（+28.7万人）

「永住者」「日本人の配偶者等」「定住者」等の身分に基づく在留資格

雇用者数が大きく増減している国籍・地域

14.4万人（＋8.4万人）

13.0万人（＋7.0万人）

3.0万人（＋2.0万人）

1.8万人（＋1.3万人）ベトナム

中国

韓国

フィリピン

13.3万人（＋7.9万人）
11.9万人（＋11.6万人）
3.0万人（＋2.7万人）※
2.9万人（＋1.6万人）教授等の雇用者以外の就労者が含まれる

ベトナム
中国

ネパール
韓国

18.3万人（＋16.9万人）
3.2万人（＋2.4万人）
4.0万人（▲6.0万人）

9.2万人（＋8.8万人）
4.7万人（＋3.3万人）※
6.2万人（▲0.6万人）

ベトナム

ベトナム
フィリピン
中国

ネパール
中国

留学
26.1万人（+8.0万人）

雇用者 25.9万人（+16.7万人）

在留資格別でみた外国人数の変化（平成24（2012）年から令和４（2022）年)

7

高度専門職
高度人材
17,199人

（＋16,886人）
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○ 外国人労働者数は、令和４（2022）年10月末時点で182.3万人となり、10年前（平成24
（2022）年）の68.2万人から大きく増加し、過去最高を記録しました。

働き方やライフコースの多様化⑧

8

外国人労働者数の推移
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（注１）各年10月末現在。
（注２）産業分類は、日本標準産業分類（平成25年10月改定）に対応している。
（出所）厚生労働省「外国人雇用状況」

働き方やライフコースの多様化⑨

9

○ 「日本の将来推計人口（令和５年推計）」 では、日本の総人口は50年後に現在の７割に減少
（約8700万人）する一方、総人口に占める外国人の割合は10.8％に増加すると推計されています。

（千人、％） 2020 2050 2070
総人口（①） 126,146 104,686 86,996

日本人総数（②） 123,399 97,395 77,606
外国人総数

（①ｰ②）
2,747 7,291 9,390

外国人割合

(①-②)/①
2.18% 6.96% 10.8%

日本総人口に占める外国人の割合
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（注）令和5年推計の「外国人人口」は、2040年までの間、2016～2019年の「外国人入国超過数」の平均値で推移すると仮定し、それ以降は年齢別の外国人入国超過数割合を一定として延⾧（平成
29年推計は、2035年までの間、1970年以降の社会経済事象・災害等の影響により一時的に大きく変動したとみなされる年のデータを除いた平均値で推移すると仮定）

（出所） 総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（令和５年推計）」 （出生中位・死亡中位仮定）
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○ 製造業の生産拠点の海外移転や資源価格の高騰の影響もあり、令和４（2022）年の貿易収支が赤
字に転じた一方、過去の経常黒字を背景とする対外投資の蓄積により、海外からの利子・配当等である第
一次所得収支の黒字が拡大し、経常収支全体では黒字を維持しています。
○ 海外現地法人を通じた海外での設備投資や海外企業に対するM＆Aが著しく増加した結果、国際収支
統計によると、我が国の企業が対外直接投資から得る収益は年々増加しており、令和４（2022）年度は
約13兆円となっています。

10

経済のグローバル化・デジタル化①
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（注）第一次所得収支:投資収益（直接投資収益、証券投資収益（配当金、債券利子等））等
第二次所得収支:官民の無償資金協力、寄付、贈与の受払等

（出所）財務省「国際収支統計」

経常収支

貿易・サービス収支

経常収支の推移（兆円）

（年）
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経済のグローバル化・デジタル化②

○ デジタル・プラットフォーム等を通じたインターネット取引は、あらゆる世代の消費者でその割合が増加してお
り、顧客のニーズに合ったサービスを展開し、業績を大きく伸ばしている企業も見受けられます。

BtoCのEC市場規模の推移

（出所）経済産業省「令和３年度デジタル取引環境整備事業（電子商取引に関する市場調査）」
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フロー

（年度） 経常利益 従業員給与・賞与 設備投資

2012 48.5 147.9 34.6

2021 83.9 157.0 45.7

2022 95.3 163.8 47.7

経常利益、従業員給与・賞与、設備投資 現金・預金等、内部留保

ストック

内部留保 現金・預金等

304.5 190.1

516.5 300.3

554.8 311.7

労働分配率

（注１）現金・預金等は、現金・預金と有価証券（流動資産）の和
（注２）設備投資はソフトウェアを含む
（注３）労働分配率の年度別・四半期別の計数は、サンプル数の相違等の要因で接合しない
（出所）財務省「法人企業統計調査」

（％） （兆円）

（年度）

（兆円） （兆円）

（年度）

（兆円） （兆円）

（年）

（注４）四捨五入の関係上、各年度と差額の数値が一致しないことがある
（注５）グラフ中括弧内の数値は、前年度（四半期別調査の場合は前年同期）との差（上段）、及び増減率（下段）
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経済のグローバル化・デジタル化③

経済のグローバル化・デジタル化④

○ 設備投資は、全体として増加しているものの、内訳を見ると、海外の設備投資が増加傾向である一方、
国内設備投資は横ばいとなっています。

（注１）経済産業省「海外事業活動基本調査」、財務省「法人企業統計年報」、Bloombergにより作成。
（注２）国内設備投資＝土地を除く有形固定資産の増減額+減価償却費+特別減価償却費
（注３）Ｍ＆Ａは日本企業による外国企業の買収が対象。
（出所）内閣府「令和４年度 年次経済財政報告」
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経済のグローバル化・デジタル化⑤

○ 賃金水準は実質的に見て30年間横ばい状態で、伸び率は他の先進国に比して低迷しています。

平均賃金の国際比較

（注）購買力平価実績ベース。
（出所）OECD database

（万ドル） （1992年=100）【実額】 【指数】
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経済のグローバル化・デジタル化⑥

）

○ 人的投資等の無形資産投資が必ずしも十分に行われていないことも指摘されています。無形資産投資
全体の水準は、諸外国に比べて低水準で、特に、人的投資を含む「経済的競争力投資」（無形資産投資
のうち、ブランド資産、マーケティング力、企業独自の人的資本形成の取組み、組織改革等）は、非常に低
位で推移しています。

（注）日本のデータはJIP2018プロジェクトの一環として宮川教授・外木准教授・滝澤教授で作成。日本以外のデータはINTAN-Invest により作成。日本以外のデータは不動産･公務･教育･
医療･家内工業を除いた数値。国民経済計算における民間企業設備投資では、上記の無形資産のうち、研究開発、コンピューターソフトウェア、鉱物探査・評価、娯楽作品原本が対象。

（出所）内閣府「選択する未来2.0 参考資料」（2021年６月４日）
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経済のグローバル化・デジタル化⑦

○ 我が国における開業率や倒産・廃業率（その年に開業した事業所数や倒産・廃業した事業所数を、全体の事業
所数で除した指標）は、いずれも諸外国に比べて低い水準にあります。そうしたこともあって、人的資源や資金
が、生産性の高い企業に移動せずに生産性の低い企業に滞留してしまっているのではないかと考えられます。

開廃業率の国際比較
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（注） 国によって統計の性質が異なるため、単純に比較することはできない。
（出所）日本:厚生労働省「雇用保険事業年報」のデータを基に中小企業庁が算出、米国:United States Census Bureau「The Business 

Dynamics Statistics」、英国:英国国家統計局「Business demography」、ドイツ・フランス:eurostat

日本
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経済のグローバル化・デジタル化⑧

0.63%

0.18%

0.10%
0.06% 0.05% 0.05%

0.01%
0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

米国 カナダ 英国 フランス ドイツ 日本 イタリア

（出所）OECD. Stat

○ 日本経済を牽引する新しいグローバル産業を創出すべく、新たな技術を用いたり、革新的なビジネスモデル
を実践したりするスタートアップ企業を支援していく必要があります。

○ スタートアップ企業に対するベンチャーキャピタル（ＶＣ）投資について、日本は、アメリカに比べて、10分
の１未満にとどまっています。その他にも起業家マインドや多様な才能を持つ若者の育成や出口戦略なども
含めた、スタートアップ・エコシステム全体の底上げが不可欠と考えられます。

ベンチャーキャピタル投資の国際比較(令和元(2019)年、対GDP比)
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格差を巡る状況の変化①

○ OECD38カ国（2018年ベース）中で、日本の人口１人あたりのGDPは21位。一方で、相対的貧困
率は29位、「子どもの貧困率」は26位（2018年）。

○ 特に、ひとり親世帯の貧困率は35位（2018年）。

19

格差を巡る状況の変化②

○ 1985年に12.0％であった相対的貧困率は、2018年には15.4％へ上昇。1985年に10.9％であった子どもの貧困率も、
2018年には13.5％へと上昇。

○ 特に、ひとり親世帯の貧困率は、全世帯平均と比較して約３倍高い水準で推移。
○ 女性のひとり親世帯は、男女の賃金格差などを背景に、平均年間収入で見ても、 父子世帯の父自身が518万円である
のに対して母子世帯の母自身は272万円と低い水準。

※ 2018年の「新基準」は、2015年に改定されたOECDの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から
更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いたものである。

ひとり親世帯における年間平均収入
（自身の収入）

年 2020

母子世帯（自身） 272

父子世帯（自身） 518

（出所）厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（令和３年度） 」

（万円）
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格差を巡る状況の変化③

◆日本の高校卒業後の予定進路（両親年収別）
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高等教育機関
（ ４年制大学＋短期大学＋専門学校）

うち学士課程
（４年制大学）

(注1)日本全国から無作為に選ばれた高校3年生4,000人とその保護者4,000人が調査対象。
(注2)両親年収は、父母それぞれの税込年収に中央値を割り当て(例:「500～700万円未満」なら600万円)、

合計したもの。
(注3)無回答を除く。専門学校には各種学校を含む。
(出所)東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査第1次報告書」
(2007年9月)

◆高校等の入学難易度別・世帯収入別 大学進学希望率

37.0 36.4
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（出所）濱中義隆、朴澤泰男 令和元年度「高校生の進路に関する保護者調査」の概要より、財務省作成

（注１）「大学進学希望率」は、国公立大学・私立大学への進学希望者から計算しており、短期大学、専門
学校等への進学希望者を除いている。

（注２）Ⅰ～Ⅴの表記は、左記の参考文献による調査対象高校の偏差値情報による。 Ⅰ:偏差値45以
下、Ⅱ:46～51、Ⅲ:52～57、Ⅳ:58～62、Ⅴ:63～

21

格差を巡る状況の変化④

○ 大学・大学院卒男性（約2.7億円）と高校卒男性（約2.1億円）で比べると、生涯賃金に約6,000
万円の差。

○ 家庭の社会経済的背景を示す指標であるSES（Socio-Economic Status: 家庭所得、父親学歴、
母親学歴の三つの変数を合成した指標）が学力に影響。

男性の生涯賃金
（引退まで、退職金を含む、2017年）

家庭の社会経済的背景（SES）と学力の関係
SESが高い児童生徒の方が各教科の平均正答率が高い傾向にある。

（出所）労働政策研究・研修機構『ユースフル労働統計2019』
（出所）文部科学省・教育課程部会（令和元年12月4日、資料2-2）

『家庭の社会経済的背景（SES）が困難な児童生徒への支援について』
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国語A 国語B 算数A 算数B
■Lowest SES 68.00 48.44 69.68 36.29
■Lower middle SES 72.69 54.45 76.21 42.29
■Upper middle SES 76.59 59.68 81.00 47.68
■Highest SES 81.99 67.36 87.58 57.69
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格差を巡る状況の変化⑤

○ 資本所得の分布について分析を行ったデータによると、全体では約1,764万人が約7.4兆円
の資本所得を得ており、そのうち上位0.3％の者（資本所得1,000万円以上を保有する者）が総額のうち
53％（約3.9兆円）を得ているといった偏りの状況がみられます。
○ 100万円弱から100億円前後の範囲では、所得の分布に大きな格差が認められます。

資本所得の分布状況
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格差を巡る状況の変化⑥

（注１）「当初所得」は、雇用者所得、事業所得、農耕所得、畜産所得、財産所得、家内労働所得及び雑収入並びに私的給付（仕送り、企業年金、退職金、生命保険金等の合計額）の合計額であり、
公的年金等社会保障給付金は含まれていない。

（注２）「社会保障による再分配所得」は、2002年以前は当初所得に現物給付、社会保障給付金を加え、社会保険料をひいたものであり、2005年以降は当初所得に社会保障給付金を加え、社会保険料
をひいたものである。

（注３）「再分配所得」は、当初所得から税金・社会保険料を控除し、社会保障給付（現金・現物）を加えたものである。
（出所）厚生労働省「所得再分配調査」

○ ジニ係数は、平成２（1990）年の再分配前で0.43、再分配後で0.36から、単身世帯や高齢者世帯
の割合の上昇等を背景に、平成29（2017）年には再分配前で0.56、再分配後で0.37と⾧期的には拡
大しています。

○ 近年はその傾向に改善の動きが見られるとともに、個人所得課税の見直しなどで再分配による格差の改
善幅も大きくなっています。

再分配政策によるジニ係数の変化

社会保障による
再分配所得

税などによる再分配効果

当初所得

再分配所得

社会保障による
再分配効果
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人口減少・少子高齢化①

○ 我が国では、戦後最低の出生率となった「1.57ショック」を契機に「少子化」が政策課題として認識され、2003年には「少
子化社会対策基本法」が制定されるなど、少子化対策は政府全体の取組として位置付けられるようになりました。その後も、
社会保障と税の一体改革による安定財源の確保を背景に、待機児童対策、幼児教育・保育の無償化、高等教育の無
償化などの取組が進められました。

○ 出生率は2005年の1.26をボトムに一定程度回復しましたが、近年、コロナ禍の影響もあり、再び低下してきています。

2.14 
1.80 1.77 

1.69 

1.50 
1.39 

1.32 1.26 

1.39 1.45 
1.30 

2.20 2.19 2.23 2.19 2.21 2.21 2.23 
2.09 

1.96 1.94 1.90 

10.40 

7.20 
6.60 

5.70 

6.10 6.20 6.00 
5.70 

5.50 
5.10 4.10 

4

6

8

10

12

1

2

3

19
72

19
73

19
74

19
75

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

婚姻率（右軸）

合計特殊出生率（左軸）

（出所）厚生労働省「令和３年人口動態統計（確定数）の概況」（令和４年９月）、国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」（令和４年９月）など

（結婚110万件）

（結婚50万件）

合計特殊出生率（その年における15～49歳の女性について年齢ごとの出生率を積み上げたもの）の算定式

= 出生数（母親��歳）
女性人口（��歳） ＋出生数（母親��歳）

女性人口（��歳） ＋・・・＋ 出生数（母親��歳）
女性人口（��歳）合計特殊出生率

≒ 女性の婚姻率（人口千人当たりの婚姻数） ×既婚女性１人が産む子どもの数（完結出生児数）

≒ 15～49歳女性の婚姻率 × 15～49歳の既婚女性１人の出生率

= 既婚女性数（��歳）
女性人口（��歳） ×出生数（母親��歳）

既婚女性数（��歳） ＋・・・

婚姻女性１人が産む子ども数
（完結出生児数、左軸）

合計特殊出生率、完結出生児数、婚姻率の推移

25

○ 50歳時の未婚割合は、1980年に男性2.60％、女性4.45％でしたが、直近の2020年には男性
28.25%、女性17.81%に上昇しています。この傾向が続けば、いずれ、男性で３割近く、女性で２割近く
になると推計されています。

50歳時の未婚割合の推移

0

5

10

15

20

25

30

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2015* 2020*

男性 女性

資料:国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2022」。
注:総務省統計局『国勢調査報告』により算出。45～49歳と50～54歳未婚率の平均値。
注: * 配偶関係不詳補完結果に基づく。

2020（令和２）年
男性:28.25

2020（令和２）年
女性:17.81

1980（昭和55）年
女性:4.45
男性:2.60

人口減少・少子高齢化②
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○ 男性の有配偶率を見ると、非正規は正規の３分の１程度にとどまっています。
○ 夫婦の完結出生児数は、1970年代から2002年まで2.2人前後で安定的に推移していましたが、2005

年から減少傾向となり、直近の2021年には過去最低である1.90人となりました。
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正規の職員・従業員 非正規の職員・従業員

男性の従業上の地位・雇用形態別有配偶率

（出所）総務省「平成29年就業構造基本調査」
（注）数値は、未婚でない者の割合。
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所
「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2021年）

（注）対象は結婚持続期間15～19年の初婚どうしの夫婦（出生子供数不詳を除く）。
各調査の年は調査を実施した年である。

夫婦の完結出生児数

人口減少・少子高齢化③
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（独身者調査）
（注）対象は予定子ども数が理想子ども数を下回る、妻の調査時年齢50歳未満の初婚どうしの夫婦。グラフ上数値は第16回調査結果。
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人口減少・少子高齢化④

○ 少子化の背景には、経済的な不安定さや出会いの機会の減少、仕事と子育ての両立の難しさ、家事・
育児の負担が依然として女性に偏っている状況、子育ての孤立感や負担感、子育てや教育にかかる費用負
担など、個々人の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を阻む様々な要因が複雑に絡み合っています。

理想の数の子どもを持たない理由
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人口減少・少子高齢化⑤

未婚者が独身でいる理由

29

地域社会の変化

○ 人口減少は都市部よりも小規模な市町村においてより急速に進むと予測されています。

地域ごとの人口推移

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
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30

国の一般会計税収の推移

○ 令和５（2023）年度予算では、税収は69.4兆円と見込まれ、平成２（1990）年度決算（60.1
兆円）と比較すると約1.2倍となっています。

（年度）
（1975） （1980） （1985） （1990） （1995） （2000） （2005） （2010） （2015） （2020） （2023）

（注１）令和４年度までは決算、令和５年度は予算による。点線は令和４年度までは当初予算、令和５年度は予算による。
（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減

少を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成24年度及び25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するため
の年金特例公債を除いている。

（注３）令和５年度の歳出については、令和６年度以降の防衛力整備計画対象経費の財源として活用する防衛力強化資金繰入れ3.4兆円が含まれている。

○ 我が国財政は歳出が税収を上回る状況が続いています。その差は借金（建設公債・特例公債）によっ
て賄われています。
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31

一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

我が国財政の構造的な悪化②
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○ 普通国債残高は、累増の一途をたどり、令和５年度末には1,068兆円に上ると見込まれています。

（年度末）
（注１）令和４年度末までは実績、令和５年度末は予算に基づく見込み。
（注２）普通国債残高は、建設公債残高、特例公債残高及び復興債残高。特例公債残高は、昭和40年度の歳入補填債、国鉄⾧期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換債、臨時特別公債、減税特例公債、

年金特例公債及びGX経済移行債を含む。
（注３）令和５年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は1,043兆円程度。

32

普通国債残高の累増

我が国財政の構造的な悪化③
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社会保障関係費
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その他歳出（除く債務償還費）公共事業関係費（＋約67兆円）
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税収減（＋約170兆円）

その他収入

○ 特例公債の発行から脱却することのできた平成２年度以降の普通国債残高の累増について見てみると、
・ 歳出面では、高齢化の進行等に伴う社会保障関係費の増加や地方交付税交付金等の増加が
・ 歳入面では、過去の景気の悪化や減税による税収の落ち込みが
主要因となっています。

平成２年度末から令和５年度末にかけての普通国債残高増加額:約897兆円

歳出の増加要因 : ＋約666兆円

(90) (91) (92) (93) (94) (95) (96) (97) (98) (99) (00) (01) (02) (03) (04) (05) (06) (07) (08) (09) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23)
（年度） （年度）

（注１）令和４年度までは決算、令和５年度は予算による。ただし、令和５年度歳出額には、令和４年度から令和５年度への繰越額を含む。
（注２）復興債（平成23年度は一般会計において、平成24年度以降は東日本大震災復興特別会計において負担）を普通国債残高からは除くとともに（令和５年度末で4.9兆円）、平成23年度歳出の

うち復興債発行に係るもの（7.6兆円）を除いている。
（注３）税収のうち交付税法定率分は、歳入歳出両建てである（増減が残高の増加に影響しない）ため、歳出・歳入双方の増減要因から控除し、地方交付税交付金等のうちの交付税法定率分以外の部分

（地方の財源不足補てん部分等）を歳出の増加要因として計上している。
（注４）平成２年度の収支差分は、債務償還費を除いた歳出から公債金以外の歳入を引いたもの。

税収等の減少要因 : ＋約82兆円
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4.2

社会保障
11.6 

交付税
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3.1 
利払費等

11.2 （17.5％）

税収
69.4

その他収入
9.3

建設国債
6.6

特例国債
29.1

公共事業
6.1

文教・科技
5.4

その他
9.2

防衛
6.8

防衛力強化資金繰入れ
3.4

コロナ・物価予備費
4.0

ウクライナ情勢経済
緊急対応予備費

1.0

社会保障
36.9

交付税
16.4 債務償還費

16.8
利払費等

8.5

○ 特例公債の発行から脱却することのできた平成２年度当初予算と比較すると、令和５年度予算では、
社会保障関係費が大幅に増え、特例公債でまかなっています。

【平成２（1990）年度当初予算】

歳入
66.2

歳出
66.2

歳入
114.4

歳出
114.4

【令和５（2023）年度予算】

＋48.1 + 2.4 ＋25.3

（単位 : 兆円）

一般歳出

（注）括弧内は一般会計歳出に占める社会保障関係費の割合。

＋11.0+ 1.1

国債費
25.3

国債費
14.3

（32.3％）

決算
60.1

34

平成２年度と令和５年度における国の一般会計歳入・歳出の比較
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35

36.1
33.1
32.9
32.0
31.9
31.4
31.4

30.0
29.8
29.2

27.0
26.8
26.6
26.4
26.2
26.0
25.5

23.5
23.4
22.7
22.4
22.2
21.3
20.0
19.8
19.1
18.8
17.8
16.9
15.7
15.1
14.9

0 10 20 30 40 50

1 フランス
2 フィンランド
3 イタリア
4 ノルウェー
5 オーストリア
6 デンマーク
7 ベルギー
8 ドイツ
9 スペイン
10 ギリシャ
11 スウェーデン
12 英国
13 スロベニア
14 日本
15 ルクセンブルク
16 ポルトガル
17 オランダ
18 チェコ
19 ポーランド
20 米国
21 アイスランド
22 スロバキア
23 エストニア
24 オーストラリア
25 ハンガリー
26 イスラエル
27 スイス
28 ラトビア
29 リトアニア
30 アイルランド
31 コロンビア
32 韓国

31.3
30.6

28.2
27.4
26.6
26.3
26.3
25.7
25.3
25.1
25.0
24.9
24.6
24.6
24.2
24.0
23.9
23.6
23.6
23.2
23.2
22.8
22.8
22.7
22.1
21.2
20.5
20.3
19.6

17.9
16.4

11.7

0 10 20 30 40

1 ハンガリー
2 ギリシャ
3 アイスランド
4 ベルギー
5 ノルウェー
6 イスラエル
7 オーストラリア
8 英国
9 フランス
10 スウェーデン
11 ポーランド
12 オーストリア
13 スロベニア
14 米国
15 ラトビア
16 イタリア
17 フィンランド
18 チェコ
19 エストニア
20 韓国
21 ポルトガル
22 スペイン
23 オランダ
24 スロバキア
25 デンマーク
26 日本
27 ルクセンブルク
28 ドイツ
29 スイス
30 コロンビア
31 リトアニア
32 アイルランド

47.5
33.3
33.1

30.7
30.4
29.0
28.9
28.4
27.6
27.0
26.7
26.4
25.9
25.9
24.9
24.7
24.4
23.1
22.9
22.1
21.2
21.1
21.0
20.4
20.0
19.7
19.4
19.2
18.9
17.8
17.4
16.6

0 20 40 60

1 デンマーク
2 スウェーデン
3 アイスランド
4 フランス
5 フィンランド
6 イタリア
7 ベルギー
8 オーストラリア
9 ノルウェー
10 ルクセンブルク
11 オーストリア
12 オランダ
13 ギリシャ
14 英国
15 ハンガリー
16 ポルトガル
17 イスラエル
18 スペイン
19 ドイツ
20 ポーランド
21 ラトビア
22 エストニア
23 スイス
24 スロベニア
25 韓国
26 日本
27 スロバキア
28 米国
29 チェコ
30 コロンビア
31 リトアニア
32 アイルランド

政府の社会保障支出
（対GDP比）

政府の社会保障以外の支出
（対GDP比）

政府の租税収入
（対GDP比）

(%)(%)(%)

日本 Ｇ７ その他

61.4
59.8
58.8
58.5
57.0
56.9
56.8

53.5
52.6
52.5
52.1
51.2
51.1
50.6
50.3
49.2
48.4
48.3
47.6
47.3
47.1
46.8
46.3
45.4
44.9
44.8

42.0
38.4
38.1

33.2
33.0

27.4

0 20 40 60 80

1 フランス
2 ギリシャ
3 ベルギー
4 ノルウェー
5 フィンランド
6 イタリア
7 オーストリア
8 デンマーク
9 スペイン
10 英国
11 スウェーデン
12 スロベニア
13 ハンガリー
14 アイスランド
15 ドイツ
16 ポルトガル
17 ポーランド
18 オランダ
19 日本
20 米国
21 チェコ
22 ルクセンブルク
23 オーストラリア
24 イスラエル
25 スロバキア
26 エストニア
27 ラトビア
28 スイス
29 韓国
30 リトアニア
31 コロンビア
32 アイルランド

政府の総支出
（対GDP比）
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（出所）財政収支以外:内閣府「国民経済計算」 、OECD “National Accounts” “Revenue Statistics”等、
財政収支:OECD “Economic Outlook 113”（2023年６月７日）

（注１）日本は2020年度実績値。オーストラリア、アイルランドは2020年実績値（コロンビアは2019年実績値、リトアニアは2017年実績値） 。それ以外の国は推計による2020年暫定値。
（注２）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本の財政収支には社会保障基金を含まず、米国の財政収支には社会保障年金信託基金を含まない。

○ 政府の総支出はOECD諸国の中でやや低い水準となっており、その内訳を見ると、社会保障以外の支出
は低く、社会保障支出は、高齢化を反映して中程度となっています。一方で、租税収入や財政収支は、
OECD諸国と比較して、低い水準となっています。
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（出所）OECD “Economic Outlook 113”(2023年６月７日)
（注１）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本は社会保障基金、米国は社会保障年金信託基金を除いた値。
（注２）日本は2022年、それ以外の国々は2023年が推計値。ただし、日本及び米国については2023年の推計値は掲載されていない。

○ 我が国の財政収支は、他の主要国と同様に平成20年（2008年）秋のリーマンショックの影響による悪
化から改善傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症や物価高騰等への対応のため、令和２年
（2020年）以降は大幅な赤字となっています。

暦年 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28
(2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014)(2015)(2016)

日本 ▲ 8.6 ▲ 8.0 ▲ 8.2 ▲ 7.5 ▲ 7.2 ▲ 5.9 ▲ 4.6 ▲ 4.8

米国 ▲ 14.1 ▲ 13.0 ▲ 11.5 ▲ 9.7 ▲ 6.1 ▲ 5.5 ▲ 4.8 ▲ 5.7

英国 ▲ 10.3 ▲ 9.2 ▲ 7.4 ▲ 8.1 ▲ 5.5 ▲ 5.5 ▲ 4.5 ▲ 3.3

ドイツ ▲ 3.2 ▲ 4.4 ▲ 0.9 0.0 0.0 0.6 1.0 1.2

フランス ▲ 7.2 ▲ 6.9 ▲ 5.2 ▲ 5.0 ▲ 4.1 ▲ 3.9 ▲ 3.6 ▲ 3.6

イタリア ▲ 5.1 ▲ 4.2 ▲ 3.6 ▲ 2.9 ▲ 2.9 ▲ 3.0 ▲ 2.6 ▲ 2.4

カナダ ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 3.3 ▲ 2.5 ▲ 1.5 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.5

暦年 平29 平30 令元 令２ 令３ 令4 令5
(2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022)(2023)

日本 ▲ 4.1 ▲ 3.4 ▲ 3.6 ▲ 8.8 ▲ 5.8 ▲ 5.6 ー

米国 ▲ 4.8 ▲ 6.4 ▲ 6.9 ▲ 15.0 ▲ 12.1 ▲ 4.2 ー

英国 ▲ 2.4 ▲ 2.2 ▲ 2.5 ▲ 13.1 ▲ 8.0 ▲ 5.2 ▲ 4.8

ドイツ 1.3 1.9 1.5 ▲ 4.3 ▲ 3.7 ▲ 2.6 ▲ 1.8

フランス ▲ 3.0 ▲ 2.3 ▲ 3.1 ▲ 9.0 ▲ 6.5 ▲ 4.7 ▲ 4.8

イタリア ▲ 2.4 ▲ 2.2 ▲ 1.5 ▲ 9.7 ▲ 9.0 ▲ 8.0 ▲ 4.1

カナダ ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.0 ▲ 10.9 ▲ 4.4 ▲ 0.8 ▲ 0.4 ▲ 16.0
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○ 債務残高の対GDP比は、Ｇ７諸国のみならず、その他の諸外国と比べても突出した水準となっています。

＜全世界における順位（172ヵ国・地域中）＞

1 マカオ 0.0%

2 香港 1.9%…

70 韓国 51.3%…

108 ドイツ 68.6%…

113 中国 71.8%…

154 英国 108.1%…

158 フランス 112.6%

159 カナダ 115.1%…

164 米国 126.4%…

169 イタリア 149.8%

170 スーダン 187.9%

171 ギリシャ 200.7%

172 日本 255.4%

※ 数値は令和３年（2021年）の値。

（％）
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平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令元 令２ 令３ 令４ 令５（出所）IMF “World Economic Outlook” (2023年４月）
（注１）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。
（注２）日本、米国及びフランスは、2022年及び2023年が推計値。それ以外の国は、2023年が推計値。
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総総論論 ：： 地地方方財財政政・・地地方方税税制制のの現現状状とと課課題題

1

（ 1ページ）

○下水道 ○保健所（特定の市）

○港湾 ○上水道

○公営住宅 ○ごみ・し尿処理

○市町村道 ○国民健康保険 ○消防

○準用河川 ○介護保険

○小・中学校 ○生活保護（市の区域） ○戸籍

(用途地域、都市施設) ○幼稚園 ○児童福祉 ○住民基本台帳

決定

○公営住宅 ○公立大学(特定の県)

○二級河川 与・人事

○警察

○都道府県道

国

○高速自動車道 ○大学 ○社会保険 ○防衛

○国道

学校 ○児童福祉 ○職業訓練

地

方

都

道

府

県

○国道（国管理以外） ○高等学校・特別支援 ○生活保護（町村の区域）

○一級河川(国管理以外) ○小・中学校教員の給 ○保健所

○港湾 ○私学助成(幼～高)

○市街化区域、調整区域

市

町

村

○都市計画等

○私学助成（大学） ○医師等免許 ○外交

○一級河川

国と地方との行政事務の分担

分 野 公　共　資　本 教　　育 福　　祉 そ　の　他

○医薬品許可免許 ○通貨

地方財政の果たす役割

○ 我が国の内政を担っているのは地方公共団体であり、国民生活に密接に関連する行政は、そのほとんどが地方団体の手で

実施されている。

○ その結果、政府支出に占める地方財政のウェートは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで５６％となっている。

2
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※１ 地方の借入金残高は、令和３年度までは決算ベース、令和４年度及び令和５年度は地方財政計画等に基づく見込み。
※２ ＧＤＰは、令和３年度までは実績値、令和４年度は実績見込み、令和５年度は政府見通しによる。
※３ 表示未満は四捨五入をしている。
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H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5

交付税特会借入金残高（地方負担分）

公営企業債残高（普通会計負担分）

臨財債除く地方債残高

臨財債
地方の借入金残高(企業会計負担分を除く)/GDP

兆円

年度

臨時財政対策債

交付税特会借入金残高

公営企業債残高

臨時財政対策債を除く地方債残高

ＧＤＰ比

（（参参考考））公公営営企企業業債債残残高高（（企企業業会会計計負負担担分分））のの状状況況

年度 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

公営企業

債残高 19 20 21 22 24 25 26 28 29 30 31 32 33 33 33 33 32 32 31 30 30 29 28 27 26 26 24 24 24 23 22 22 21 21 20

（単位：兆円）

地方財政の借入金残高の状況

4
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（兆円）

その他

公債費

投資的経費

社会保障
関係費等の
一般行政経費

給与関係経費

〇 社会保障関係費（一般行政経費に計上）は高齢化の進行等により増加。
〇 投資的経費は減少傾向にあったが、近年は、防災・減災、国土強靱化関連事業の増等により増加傾向。
〇 給与関係経費は減少傾向にあったが、保健所の恒常的な人員体制強化のための保健師の増や児童虐待防止対策のための児童

福祉司の増等により横ばい。

地方財政計画の歳出の推移
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（兆円）

…地方交付税の増額等

…地方債の増発

財源不足額

凡例 ：

地財計画総額（H24～R５は通常収支
分）に対する財源不足額の割合

（注）財源不足額及び補塡措置は、補正後の額である（令和５年度は当初）

地方財政の財源不足の状況

5
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１．活力ある多様な地域社会の実現等の重要課題への対応

「経済財政運営と改革の基本方針2023」等を踏まえ、地方団体が、ＤＸ・ＧＸの推進、こども・子育て政策の強化、地方へ

の人の流れの強化等による個性をいかした地域づくりの推進、防災・減災、国土強靱化を始めとする安全・安心なくらしの

実現、人への投資など、活力ある多様な地域社会の実現等に取り組むことができるよう、安定的な税財政基盤を確保。

３．地域ＤＸの推進と財政マネジメントの強化

(1) デジタル社会のパスポートとしてのマイナンバーカードの利活用拡大等による住民サービスの向上のための取組

の推進や自治体情報システムの標準化・共通化、地域課題の解決に資するデジタル実装の全国展開などにより、

地域ＤＸを推進。

(2) 公共施設等の適正配置や老朽化対策等の推進、財政状況の「見える化」、水道・下水道の広域化や公立病院経営

強化プランの推進等による公営企業の経営改革など、地方団体の財政マネジメントを強化。

東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の確実な確保

東日本大震災の復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確実に確保。

【東日本大震災分】

【通常収支分】

２．地方の一般財源総額の確保等

(1) 社会保障関係費等の増加が見込まれる中、地方団体が、上記１に掲げた重要課題に対応しつつ、行政サービスを

安定的に提供できるよう、「新経済・財政再生計画」、「経済財政運営と改革の基本方針2023」等を踏まえ、交付団体を

始め地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、令和５年度地方財政計画の水準を下回らない

よう実質的に同水準を確保。

(2) こども・子育て政策の強化は、国と地方が車の両輪となって取り組むことができるよう、「こども未来戦略方針」等を

踏まえ、地方財源を適切に確保。

(3) 地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、本来の役割である財源調整機能と財源保障

機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保するとともに、臨時財政対策債の発行を抑制。

(4) 地方分権推進の基盤となる地方税の充実確保とともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に

向けた取組。

令和６年度の地方財政の課題

6
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国税・地方税の税収内訳（令和５年度地方財政計画額）

（注）１ 各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。
２ 国税は特別会計を含み、地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。
３ 国税は特別法人事業税を含まず、地方税は特別法人事業譲与税を含む。（）内は、国税は特別法人事業税を含み、地方税は特別法人事業譲与税を除いた金額である。
４ 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

〔
地
方
税
内
訳
〕

個人市町村民税

37.1％

82,890億円

個人

道府県民税

26.0％

49,288億円

個人住民税

32.0％

132,178億円

所得税

29.1％

203,820億円

法人市町村民税

7.1％

15,863億円

地方

法人二税

24.9％

47,338億円

地方法人二税

15.3％

63,201億円

法人税

19.0％

133,360億円

地方消費税

31.2％

59,167億円

地方消費税

14.3％

59,167億円

消費税

30.8％

215,730億円

固定資産税

42.2％

94,198億円

固定資産税

22.8％

94,198億円

自動車税

8.8％

16,765億円

軽油引取税

4.9％

9,307億円

都市計画税

6.1％

13,570億円

その他

7.5％

16,660億円

その他

4.2％

8,027億円

その他

15.6％

64,329億円

その他

21.1％

147,473億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円 ５０兆円 ６０兆円 ７０兆円

・法人住民税 4.7％ 19,289億円

・法人事業税 10.6％ 32,533億円 ・揮発油税 33,914億円
(地方揮発油税を含む)

・ 特別法人事業税 20,556億円

・相続税 26,190億円

・酒税 11,280億円

・印紙収入 9,440億円

・地方法人税 13,232億円

・たばこ税 9,340億円
（このほか、たばこ特別税 1,126億円）

・自動車税 16,765億円

・都市計画税 13,570億円

・地方たばこ税 10,265億円

・軽油引取税 9,307億円

国国 税税

770000,,338833億億円円 （（668800,,333399億億円円））

地地方方税税合合計計

441133,,007733億億円円 （（443333,,005599億億円円））

道道府府県県税税

118899,,889922億億円円 （（220099,,887788億億円円））

市市町町村村税税

222233,,118811億億円円

〔
地
方
税
内
訳
〕

特別法人事業譲

与税

19,986億円

特別法人事業

譲与税

19,986億円

〔
地
方
税
内
訳
〕

個人市町村民税

37.1％

84,883億円

個人

道府県民税

25.3％

50,642億円

個人住民税

31.6％

135,525億円

所得税

28.3％

210,480億円

法人市町村民税

7.2％

16,536億円

地方

法人二税

24.9％

49,843億円

地方法人二税

15.5％

66,379億円

法人税

19.6％

146,020億円

地方消費税

32.9％

65,882億円

地方消費税

15.3％

65,882億円

消費税

31.4％

233,840億円

固定資産税

42.2％

96,696億円

固定資産税

22.5％

96,696億円

自動車税

8.1％

16,178億円

軽油引取税

4.6％

9,275億円

都市計画税

6.1％

13,873億円

その他

7.5％

17,073億円

その他

4.3％

8,516億円

その他

15.1％

64,915億円

その他

20.7％

153,950億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円 ５０兆円 ６０兆円 ７０兆円

・法人住民税 4.7％ 20,120億円

・法人事業税 10.8％ 46,259億円
・揮発油税 22,129億円

(地方揮発油税を含む)

・ 特別法人事業税 20,093億円

・相続税 27,760億円

・酒税 11,800億円

・印紙収入 9,760億円

・地方法人税 18,919億円

・たばこ税 9,350億円
（このほか、たばこ特別税 1,128億円）

・自動車税 16,178億円

・都市計画税 13,873億円

・地方たばこ税 10,479億円

・軽油引取税 9,275億円

国国 税税

772244,,119977億億円円 （（774444,,229900億億円円））

地地方方税税合合計計

444499,,553344億億円円 （（442299,,339977億億円円））

道道府府県県税税

222200,,447733億億円円 （（220000,,333366億億円円））

市市町町村村税税

222299,,006611億億円円

〔
地
方
税
内
訳
〕

特別法人事業

譲与税

20,137億円

特別法人事業

譲与税

20,137億円
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◎地方の税源・歳出配分の推移

国民の租税（租税総額＝１１３．３兆円）

国 税
71.9兆円
［70.0兆円］

63.4％
［61.8％］

地方税
41.4兆円
［43.3兆円］

36.6 ％
［38.2％］

地方の歳出
（純計ベース）
１２２.６兆円

55.7％

地方交付税
国庫支出金等

国民へのサービス還元

国と地方の歳出総額（純計）＝２１９．９兆円

国の歳出
（純計ベース）
９７．３兆円

44.3％

（注）精査中であり、数値が異動することがある。

（注）地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。

（注）国税は特別法人事業税を含み、地方税は特別法人事業譲与税を含まない。
［ ］内は、国税は特別法人事業税を除き、地方税は特別法人事業譲与税を含めた金額。

◎国・地方の歳入歳出（令和３年度決算）

租税総額（国・地方）に占める地方税収の割合（％）

歳出総額（国・地方）に占める地方歳出の割合（％）

国・地方の税源配分について

0%

特別法人事業譲与税等含む

計画

（注） 令和３年度までは決算額、令和４年度は決算見込額（令和５年７月時点）、令和５年度は地方財政計画額であ
る。

見込

7
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地方税収（地方財政計画ベース）の推移

（注） １．表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。

２．令和３年度までは決算額、令和４年度は決算見込額（令和５年７月時点）、令和５年度は地方財政計画額である。

３．括弧書きは、平成21年度以降、国から都道府県に対して譲与されている地方法人特別譲与税（～R1）及び特別法人事業譲与税（R2～）を除いたものである。

年度
見込 地財

9
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令和４年度地方税収入決算見込額（地方財政計画ベース）

（単位：兆円）

令和4年度
地財計画額

令和5年度
地財計画額

対R3決算 対R4地財
（③－①） （③－②）

13.2 13.6 +0.2 +0.3 13.6

8.3 9.1 +0.9 +0.8 8.7

　うち特別法人
　事業譲与税 2.0 2.2 +0.3 +0.2 2.0

5.9 6.4 +0.2 +0.5 6.6

9.4 9.5 +0.3 +0.1 9.7

6.4 6.6 +0.2 +0.1 6.5

4433..33 4455..22 ++11..99 ++11..99 4455..00

41.3 43.0 +1.6 +1.7 42.9

(注) １．令和4年度決算見込額（令和5年7月）は、地方公共団体からの速報値を集計したものである（最終的な決算額とは異同が生じることがある）。

　　 ２．表中の計数は、超過課税分、法定外税等を含んでいない。

　　 ３．計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

令和3年度
決算額

令和4年度
決算見込額
（令和5年7月）

① ②

　個人住民税 13.4

③

　地方法人二税
 （特別法人事業譲与税を含む）

8.2

1.9

　地方消費税 6.2

　固定資産税 9.2

　地方税計
 （特別法人事業譲与税を除く）

41.4

　その他 6.3

　　地地方方税税計計
 （特別法人事業譲与税を含む）

4433..33

10

（10ページ）
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人口一人当たりの税収額の指数（令和３年度決算額）

（注１） 上段の「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値であり、下段の数値は、税目ごとの税収総額である。
（注２） 地方消費税については、現行の清算基準により得られる最新の理論値である。 12

（12ページ）

主要税目（地方税）の税収の推移

（注） １．表中における計数は、超過課税を含まない。

２．令和３年度までは決算額、令和４年度は決算見込額（令和５年７月時点）、令和５年度は地方財政計画額である。

３．地方法人二税の平成21年度以降の点線は、国から都道府県に対して譲与されている特別法人事業譲与税等を加算した額。

11

（11ページ）
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地方税の充実確保と偏在性が小さく安定的な地方税体系の構築

13

（13ページ）

各各論論①① ：： 個個別別地地方方税税制制のの現現状状とと課課題題

14

（14ページ）
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× ＝
税率

２３．２％ 法人税額

法人税割

均 等 割

×

６．０％×

１．０％県

市

所 得 割

所 得 割

外形標準
課税

付加価値割

資 本 割

７．０％
×

収 入 割

法人税
（国）

法人住民税
（県・市）

法人事業税
（県）

４．６兆円
（２．０兆円）

２．０兆円

１４．６兆円

※ （ ）内は特別法人事業税（外数）

１．９兆円

×
１．０％

× １．２％

× ０．５％

１．０％×

【資本金１億円超の普通法人】

【資本金１億円以下の普通法人・公益法人等】

付加価値額
（収益配分額＋単年度損益）

資本金等の額

収入金額

法人税額

法人税額

【電気供給業・ガス供給業・保険業を営む法人】

※ 税収の33.1％は地方交付税の原資

地方法人税
（国） 法人税額 × １０．３％

※ 税収の全額が地方交付税の原資
法人住民税法人税割の一部を国税化したもの

所得

所得

所得

※ 税収はR５収入見込額。なお、端数処理の関係で、計が一致しない場合がある。
※ 税率の括弧内は、特別法人事業税相当分の税率（外数）。

（２．６％相当）

（２．６％相当）

（０．３％相当）

（電気供給業（送配電事業）（注１）・ガス供給業（導管事業）（注２）・保険業を営む法人）

（注１）小売電気事業等、発電事業等及び特定卸供給事業については、資本金1億円超の普通法人は収入割、付加価値割及び資本割により、資本金１億円以下の普通法人等は収入割及び所得割による。
（注２）導管事業以外の事業については、導管部門の法的分離の対象となる法人の供給区域内でガス製造事業を行う者は収入割、付加価値割及び資本割により、その他の者については他の一般の事業と同様。

資本金等の額及び従業者数に応じて税率区分 ７万円 ～ 380万円

法人課税の概要

16

（16ページ）

１１．．地地方方法法人人課課税税

15

（15ページ）
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法人事業税の外形標準課税の概要

○ 外形標準課税は、資本金１億円超の普通法人に対して、平成16年度に導入。

○ 平成27年度及び28年度に、成長志向の法人税改革の一環として、外形標準課税の割合を拡大。

⑯～㉖ ２／８ ⇒ ㉗ ３／８ ⇒ ㉘～ ５／８

付加価値割

資本割

×× ００．．５５％％資本金等の額※ ＝
法人が株主等から出資を受けた金額として法人
税法施行令で定める金額

付加価値額 単年度損益＝ ＋
収益配分額

（報酬給与額※＋純支払利子＋純支払賃借料） ×× １１．．２２％％

※雇用安定控除（収益配分額の７割を超える報酬給与額を控除）有り

導入前

所 得 割

税率０．５％

平成28年度～

所 得 割

資本割

付加価値割

税率１．２％

税率９．６％
税率３．６％

（注）

税率０．５％

（注）特別法人事業税相当分を含む。

５ ３

２

１

※「資本金等の額」が「資本金＋資本準備金」を下回る場合は、「資本金＋資本準備金」を課税標準とする。

無償増減資
の加減算＋

17

（17ページ）

外形標準課税対象法人数・割合の推移（全国）

○ 外形標準課税の対象法人数、その割合とも、平成18年度をピークとして減少傾向が継続。

○ 平成18年度と比べて令和３年度は、数では約１万社の減少、割合では２／３に減少。

1.18%

0.72%

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

外形対象法人数 全法人に占める外形対象法人の割合
（社）

※ 「道府県の課税状況に関する調」による。

29,618

19,394

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

全法人数 2,492,935 2,507,171 2,509,668 2,510,465 2,489,828 2,468,869 2,453,772 2,453,748 2,462,474 2,479,271 2,506,528 2,527,342 2,553,409 2,582,032 2,605,974 2,629,728 2,685,308

うち外形対象法人数 28,158 29,618 29,301 28,943 27,702 26,196 25,176 24,194 23,275 22,624 22,380 21,681 21,225 20,780 20,474 19,989 19,394

外形対象法人数の割合 1.13% 1.18% 1.17% 1.15% 1.11% 1.06% 1.03% 0.99% 0.95% 0.91% 0.89% 0.86% 0.83% 0.80% 0.79% 0.76% 0.72%

（単位：社）

18
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第第一一 令令和和５５年年度度税税制制改改正正のの基基本本的的考考ええ方方

令 和 ４ 年 1 2 月 1 6 日
自 由 民 主 党
公 明 党

４．経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し

（３）外形標準課税のあり方

法人事業税の外形標準課税は、平成16年度に資本金１億円超の大法人を対象に導入され、平成

27、28年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の稼ぐ力を高める法人税改革の

一環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に拡大されてきた。

外形標準課税の対象法人数は、資本金１億円以下への減資を中心とした要因により、導入時に

比べて約３分の２まで減少している。また、持株会社化・分社化の際に、外形標準課税の対象範

囲が実質的に縮小する事例も生じている。こうした事例の中には、損失処理等に充てるためでは

なく、財務会計上、単に資本金を資本剰余金へ項目間で振り替える減資を行っている事例も存在

する。また、子会社の資本金を１億円以下に設定しつつ、親会社の信用力を背景に大規模な事業

活動を行っている企業グループの事例もある。

こうした減資や組織再編による対象法人数の減少や対象範囲の縮小は、上記の法人税改革の趣

旨や、地方税収の安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を損なうおそれがあり、外形

標準課税の対象から外れている実質的に大規模な法人を対象に、制度的な見直しを検討する。

その上で、今後の外形標準課税の適用対象法人のあり方については、地域経済・企業経営への

影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。

令和５年度税制改正大綱（外形標準課税関係部分抜粋)

20

（20ページ）

○ 持株会社化・分社化によって、資本金１億円以下の子会社を設立した場合、組織再編の前後で企業グ
ループ全体の姿はほとんど変わっていないにもかかわらず、外形標準課税の対象範囲が縮小。

持株会社化と外形標準課税の対象範囲の関係

【Yホールディングス㈱】 【Y㈱】

製造事業部

X社（事業部型） Y社（持株会社型）

資本金 ：１億円
従業者数：800人

〔Y(株)、Ｙ販売(株)、Ｙ製造(株)は、Ｙホールディングス(株)の100%子会社〕

資資本本金金 ：：11,,000000億億円円
従業者数：10,000人

X社全体が外形標準課税の対象
（従業者10,000人）

Yホールディングス社のみが
外形標準課税の対象

（従業者200人）

（イメージ）

管理
部門

開発
事業部

資資本本金金 ：：11,,000000億億円円
従業者数：200人

【Y製造㈱】

資本金 ：１億円
従業者数：7,000人

【Ｙ販売(株)】
資本金 ：１億円
従業者数：2,000人

販売事業部

（注）法人事業税は、親法人、
子法人ともに、個社単位で
の単体課税となっている。

19
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２２．．固固定定資資産産税税

21

（21ページ）

区 分 固 定 資 産 税

１．課税客体
土地、家屋及び償却資産

(土地：1億8,076万筆、家屋：5,877万棟)

２．課税主体 全市町村（東京都23区内は東京都が課税）

３．納税義務者
土地、家屋又は償却資産の所有者
(土地、家屋は登記簿上の所有者等を、償却資産は申告のあった所有者等を固定資産課税台帳に登録し課税)

(土地：4,155万人、家屋：4,237万人、償却資産：483万人)

４．課税標準
価格（適正な時価）
※ 土地及び家屋は３年ごとに評価替え（令和３年度が評価替え年度）

※ 償却資産は、取得価額を基礎として、経過年数に応じ、定率法（旧定率法）により償却

５．税 率 標準税率 1.4％

６．免税点 土地：30万円、家屋：20万円、償却資産：150万円

７．賦課期日 当該年度の初日の属する年の１月１日

８．税 収 ９兆2,345億円（土地3兆5,120億円、家屋3兆9,378億円、償却資産1兆7,846億円）

※１ 税収以外のデータは、令和４年度実績。
※２ 固定資産税の制限税率（2.1%）は、平成16年度の改正により廃止。
※３ 税収は令和３年度決算額。

○ 固定資産税は、シャウプ勧告を契機として行われた昭和25年の地方税制度の根本的改革に伴い創設。

○ 固定資産（土地、家屋及び償却資産）の保有と市町村が提供する行政サービスとの間に存在する受益

関係に着目し、応益原則に基づき、資産価値に応じて、所有者に対し課税する財産税。

○ どの市町村にも広く存在する固定資産を課税客体としており、税源の偏りが小さく市町村税として

ふさわしい基幹税目。

固定資産税の概要

22
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600万円

550万円
600万円

600万円

500万円

負担水準の均衡化のイメージ

1,000万円

600万円

1,000万円

45%

750万円

地地価価そそののまままま

地地価価がが上上昇昇↗

450万円

1,000万円

税負担の均衡化を
段階的に図るもの

60%
負担水準

60%

60%
負担水準

負担水準

負負担担調調整整措措置置

84,000円円
（=600万円×1.4%）

税額

負担水準
60%

負担水準 50%
55%

その年 ２年目 ３年目

その年 ２年目 ３年目

84,000円円
（=600万円×1.4%）

税額

84,000円円
（=600万円×1.4%）

税額

70,000円円
（=500万円×1.4%）

税額

77,000円円
（=550万円×1.4%）

税額

84,000円円
（=600万円×1.4%）

税額

84,000円円
（=600万円×1.4%）

税額

63,000円円
（=450万円×1.4%）

税額

評価額

評価額

（評価替え）

原則、公示地価の７割

評価額に対する
負担割合

（評価替え）

※ 商業地等では、負担水準を
６割～７割に収まるようにしています。

600万円 600万円

450万円

24
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税 額＝× 税 率

標準税率

1.4％

課 税 標 準 額

○ 政策的な特例措置

＜主な例＞
小規模住宅用地 ： １／６
一般住宅用地 ： １／３

○ 土地に係る負担調整措置

納税者の負担感に配慮し、評価額に対し税負担
が低かった土地や、評価額が急激に上昇した土地
の場合にも、税負担はゆるやかに上昇させるため
課税標準額を調整する措置。

評価額

固定資産評価基準
により算出

○ 土地・家屋

３年ごとに評価替え
を行い、それ以外の
年度は原則据置き。

○ 償却資産

毎年評価替え

宅地については、
地価公示価格等の
７割を目途として評価

政策的な特例

措置

＜主な例＞
新築住宅

一般住宅
(３年１／２)
３階建以上

(５年１／２)

固定資産税の仕組み

23
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令 和 ２ 年 1 2 月 1 0 日
自 由 民 主 党
公 明 党

第第一一 令令和和３３年年度度税税制制改改正正のの基基本本的的考考ええ方方

１ ウィズコロナ・ポストコロナの経済再生

（4）固定資産税

固定資産税は、市町村財政を支える基幹税であり、ウィズコロナ・ポストコロナにおいても、その税収の

安定的な確保が不可欠である。

また、固定資産税は、固定資産の保有と市町村の行政サービスとの間に存する受益関係に着目した財産税

であり、課税標準は適正な時価とされ、地方税法の規定により、３年ごとに評価替えが実施されている。

宅地等については、１年前の地価公示価格の７割を目途としつつ、基準年度及び据置年度の下落修正措置

も講じられ、地価の動向を評価額に反映させる形で行われてきた。

商業地等については、平成９年度から負担水準の均衡化を進めてきた結果、令和２年度の負担水準は、据

置特例の対象となる60％から70％までの範囲（据置ゾーン）内にほぼ収斂するに至っている。

近年、大都市を中心に地価が上昇する一方、地方において地価が下落していることを受け、負担水準が据

置ゾーン外となる土地が数多く生ずると見込まれており、そうした土地の負担水準を据置ゾーン内に再び

収斂させることに取り組むべきである。

現下の商業地の地価の状況を見ると、感染症の影響により、令和２年７月時点では三大都市圏や地方圏の

一部では上昇が続いている一方で、全国では５年ぶりに下落に転じた。

このような状況を踏まえ、負担調整措置については、納税者の予見可能性に配慮するとともに固定資産税

の安定的な確保を図るため、令和３年度から令和５年度までの間、下落修正措置を含め土地に係る固定資

産税の負担調整の仕組みと地方公共団体の条例による減額制度を継続する。

その上で、感染症により社会経済活動や国民生活全般を取り巻く状況が大きく変化したことを踏まえ、納

税者の負担感に配慮する観点から、令和３年度に限り、負担調整措置等により税額が増加する土地につい

て前年度の税額に据え置く特別な措置を講ずる。

今後の固定資産税制度については、据置特例が存在することで、据置ゾーン内における負担水準の不均衡

が解消されないという課題があり、負担の公平性の観点からは更なる均衡化に向けた取組みが求められる。

これらを踏まえ、税負担の公平性や市町村の基幹税である固定資産税の充実確保の観点から、負担調整措

置のあり方について引き続き検討を行う。

令和３年度税制改正大綱（負担調整措置関係部分抜粋）
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77.5%

17.3%

4.6%

0.5%

0.1%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.7以下

0.6以上

0.6未満

0.5以上

0.5未満

0.4以上

0.4未満

0.3以上

0.3未満

0.2以上

0.2未満

0.1以上

0.1未満

93.7%

5.6%

0.6%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.7以下

0.6以上

0.6未満

0.5以上

0.5未満

0.4以上

0.4未満

0.3以上

0.3未満

0.2以上

0.2未満

0.1以上

0.1未満

52.6%

26.4%

16.4%

4.1%

0.5%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.7以下

0.6以上

0.6未満

0.5以上

0.5未満

0.4以上

0.4未満

0.3以上

0.3未満

0.2以上

0.2未満

0.1以上

0.1未満

70.6%

22.5%

6.0%

0.8%

0.1%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.7以下

0.6以上

0.6未満

0.5以上

0.5未満

0.4以上

0.4未満

0.3以上

0.3未満

0.2以上

0.2未満

0.1以上

0.1未満

99.5%

0.4%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.7以下

0.6以上

0.6未満

0.5以上

0.5未満

0.4以上

0.4未満

0.3以上

0.3未満

0.2以上

0.2未満

0.1以上

0.1未満

99.5%

0.3%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.7以下

0.6以上

0.6未満

0.5以上

0.5未満

0.4以上

0.4未満

0.3以上

0.3未満

0.2以上

0.2未満

0.1以上

0.1未満

平成26年度 平成29年度

商業地等の負担水準の状況

（負担水準）

※１ 当該年度課税標準額/当該年度評価額を表側にとり、各区分ごとの課税標準額の合計が課税標準額の総計に占める割合（％）を示したものである。
※２ 各年度の評価額、課税標準額については、「固定資産の価格等の概要調書」による（法定免税点以上）。
※３ 区分ごとに四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。

平成30年度 令和３年度令和２年度

0.7

据
置
特
例

令和５年度

＜課標ベース 当年課評／当年評価額＞

0.7

【参考】地価公示（商業地）
H20→H23

▲13.9％

H23→H26

▲5.6％

第第三三年年度度 基基準準年年度度第第三三年年度度 第第三三年年度度 基基準準年年度度 第第三三年年度度

H26→H29

+2.3％
H29→R2

+8.0％

○ 平成６年の７割評価に伴う負担水準のばらつきは、平成26年度・29年度にほぼ収斂。

○ 近年の地価上昇により負担水準は再びばらついている。（※Ｒ３、４のコロナ特例の影響もあり。）

R2→R5

+1.4％
26
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３３．．森森林林環環境境税税・・森森林林環環境境譲譲与与税税

28

（28ページ）

同じ評価額の土地について
課税標準額に差が発生

土地Ａ

評価額 １０００万円
↓

課税標準額 ７００万円
（評価額×７０％が上限値）

土地Ｂ

評価額 ６００万円
↓

課税標準額 ４２０万円
（評価額×７０％が上限値）

評価額は横ばい

土地Ｂ

評価額 １０００万円
↓

課税標準額 ４７０万円
（評価額の５％引き上げ）

地価上昇

土地Ｂ

評価額 １０００万円
↓

課税標準額 ６００万円
（評価額×６０％で

引き上げ停止）

土地Ａ

評価額 １０００万円
↓

課税標準額 ７００万円
（評価額×７０％が上限値）

（毎年度、
評価額の５％引き上げ）

据置ゾーンによって生じる不公平

【【据据置置措措置置がが影影響響】】

27
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（（３３割割））

等

注 ： 一部の団体においては超過課税が実施されている。

国

市 町 村
● 間伐（境界画定、路網の整備等を含む）

● 人材育成・担い手確保
● 木材利用促進、普及啓発 等

公 益 的 機 能 の 発 揮

市 町 村 民 税 3,000円/年

道 府 県 民 税 1,000円/年個
人
住
民
税

均
等
割

災害防止・
国土保全機能

地球温暖化
防止機能 水源涵養機能

● 市町村の支援 等

納 税 義 務 者

約6,200万人

国
税

令令 和和 ６６ 年年 度度 かか らら 課課 税税 令令 和和 元元 年年 度度 かか らら 譲譲 与与

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

交 付 税 及 び 譲 与 税 配 付 金 特 別 会 計

賦
課
決
定

都 道 府 県

市 町 村

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用等
により使途を公表

都 道 府 県

森森 林林 環環 境境 譲譲 与与 税税
私私有有林林人人工工林林面面積積（林野率により補正）､林林業業就就業業者者数数､人人口口により按分

森森 林林 環環 境境 税税 11,,000000円円//年年
(賦課徴収は市町村が行う)

○ パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るため、

森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境税及び森林環境譲与税を創設する。

○ 税収は、平年度で約600億円。課税までの間は、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用。

【制度イメージ】

（（５５割割）） （（２２割割））

森林環境税及び森林環境譲与税の制度設計
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400
500

80:20 85:15 88:12 90:10

160 340 440 540

40 60 60 60

500
400

・・・

Ｒ6 Ｒ7Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

各
年
度
譲
与
額

300

600

200

市：県の割合

（市町村分）

（都道府県分）

５０％ ： 私有林人工林面積

２０％ ： 林業就業者数

３０％ ： 人口

市町村分

都道府県分 市町村と同じ基準

（※以下のとおり林野率による補正）

林野率 補正の方法

８５％以上の市町村 １．５倍に割増し

７５％以上８５％未満の市町村 １．３倍に割増し

○ 市町村の体制整備の進捗に伴い、徐々に増加するように譲与額を設定。

○ 令和６年度までの間は、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用。

○ 森林整備を実施する市町村の支援等を行う役割に鑑み、都道府県に対して総額の１割を譲与。
（制度創設当初は、市町村の支援等を行う都道府県の役割が大きいと想定されることから、譲与割合を２割とし、段階的に１割に移行。）

【譲与基準】

森林環境税課税
（年額：1,000円）

（※）東日本大震災を教訓として全国で実施する防災施策対応分として引上げ

個人住民税均等割引上げ（年額：1,000円）

初年度
約300億円

平年度
約600億円

300機構準備金活用
により償還

譲与税特別会計
における借入金

機構準備金を活用（2,300億円）

森林環境譲与税の譲与額と市町村及び都道府県に対する譲与割合及び譲与基準
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４４．．車車体体課課税税
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森林環境譲与税の取組事例集（令和４年度実績）

森林整備
○○ 森森林林経経営営管管理理制制度度にに基基づづくく市市町町村村にによよるる間間伐伐のの実実施施

（（秋秋田田県県由由利利本本荘荘市市））

木材利用・普及啓発

○○ 市市内内小小学学校校のの内内装装木木質質化化のの実実施施（（神神奈奈川川県県小小田田原原市市））

小田原市では、地域産木材の利用拡大を図るため、市内小学校の
内装木質化を実施。令和４年度は、地域産を活用して、大窪小学校
の腰壁や天井、室名札、椅子や机等の木質化を実施。低質材も積極
的に活用することで、川上への利益還元、安定的な森林経営に貢献。
【実績】小学校の内装木質化への地域産のスギ・ヒノキ間伐材の活用 34㎥

木質化の意義を伝える学習やワークショップの実施
（事業費30,039千円うち譲与税18,330千円）

人材確保・育成

○○ 新新規規就就業業者者のの確確保保（（岡岡山山県県三三咲咲町町））

美咲町では、町内の林業事業者の減少や高齢化等の理由から

将来的な林業の担い手不足が課題。町内外からの新規林業就業者

の確保と町内への移住・定住に繋げるため、１日林業体験及び林業

実務研修会を実施。
【実績】 １日林業体験及び林業実務研修会（計17名（町内：３名、町外：14名）参加）

町内の林業事業体への就業（２名） （事業費1,179千円 ※全額譲与税）

由利本荘市は、私有林人工林のうち60％の森林で適切な森林整備
が進んでいないことから、森林環境譲与税を活用し、森林経営管理法
に基づく森林整備を推進。
【実績】意向調査：4,206ha（事業費7,045千円 ※全額譲与税）、

経営管理権集積計画の策定及び保育間伐：41ha（事業費7,216千円 ※全額譲与税）

○○ 友友好好都都市市連連携携にによよるる森森林林整整備備 （（東東京京都都荒荒川川区区××福福島島県県福福島島市市））

荒川区と福島市は、地球温暖化対策の推進及び森林の保全や
地域交流の促進を目的として、「荒川区と福島市との森林整備の
実施に関する協定」を令和４年５月に締結し、福島市の市有林の
一部に設置した「あらかわの森」において、相互に連携・協力して
森林整備を行う事業を開始。
【実績】植樹ツアー ２回（荒川区民の親子20組40名参加）

（事業費3,394千円（荒川区）、 485千円（福島市） ※全額譲与税）

〈植樹体験の様子〉〈記念植樹の様子〉

〈森林整備前〉 〈森林整備後〉

〈木質化した図書コーナー〉 〈伝統工芸による室名札〉 〈端材ワークショップ〉

〈１日林業体験〉 〈林業実務研修会〉
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排気量等に応じて毎年度４月１日時点で賦課
（例：1,500cc超2,000cc以下で36,000円/年）

電気自動車には最低税率（25,000円/年）を適用

揮発油税 1兆9,990億円

地方揮発油税 2,139億円
※全額を地方揮発油譲与税として

都道府県・市町村に譲与
ガソリン車等

ディーゼル車

地方の車体課税
関係税収

2兆2,219億円

うち市町村分
6,371億円

：：地地方方財財源源取 得 利 用 走 行

揮発油税

軽油引取税
（道府県税）
〔9,275億円〕

自動車重量
譲与税として
2,864億円を

地方団体に譲与

・種別割
〔1兆5,141億円〕

・種別割
〔3,002億円〕

地方揮発油税

自動車重量税

〔6,644億円〕

N年度(取得時) N＋１年度 N＋２年度 N＋３年度 N＋４年度 N＋11年度 N＋12年度 N＋13年度 N＋14年度

…環境性能割

…種別割
⾃動⾞税環境性能割
燃費性能等に応じて、
０～３％の税率を決定

グリーン化特例(軽課)
電気自動車等に対して、
取得翌年度の種別割を
▲75％軽減

⾃動⾞税種別割

・・・・・ ・・・

廃⾞年N＋５年度

⽉割計算で
既納付分との
差額を還付

経年⾞に対する重課
13年超経過車に係る
種別割を15％重課

N＋15年度

自動車
重量税

自動車
重量税

自動車
重量税自動車重量税（国税）

車検時に、自動車の重量に応じて課税車検 車検 車検

自動車
重量税

車検

自動車
重量税

車検

自動車
重量税

車検

〔自家用乗用車に係る課税のイメージ〕

※ 税額について、地方税は令和５年度地方財政計画額 （市町村分の財源には、
環境性能割交付金（489億円）を含む。）、 国税は令和５年度政府予算に
より計上している。

都道府県分 159億円
市町村分 2,705億円

月
割

・環境性能割
〔1,037億円〕

・環境性能割
〔175億円〕

自動車税（道府県税）

軽自動車税（市町村税）

保 有

【国税】 【国税】

車体課税はその多くが地方財源（車体課税2.6兆円のうち2.2兆円が地方財源）。車体課税

車体課税（地方税）の課税イメージ
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1100,,880000  

2255,,000000  
3300,,550000  
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(500) 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000 5,500 6,000 6,500 7,000660

［税率：円］

［総排気量：cc］

軽⾃動⾞税 ← → ⾃動⾞税

⾃家⽤乗⽤⾞の標準税率

令和５年度与党税制改正⼤綱（令和４年12⽉16⽇、⾃由⺠主党・公明党）

第三 検討事項
４ （略）⾃動⾞税については、電気⾃動⾞等の普及等のカーボンニュートラルに向けた動きを考慮し、税負担の公平性
を早期に確保するため、その課税趣旨を適切に踏まえた課税のあり⽅について、イノベーションへの影響等の多⾯的な観
点も含め、関係者の意⾒を聴取しつつ検討する。

⾞両の価格・重量等に関わらず、電気⾃動⾞・燃料電
池⾃動⾞には最低税率（25,000円/年）を適⽤

電気自動車等の普及等を踏まえた自動車税の課税のあり方
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平成16年度

17～21年度

22年度

23～30年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

５年度以降

法法人人住住民民税税・・法法人人事事業業税税、、
固固定定資資産産税税（（償償却却資資産産））のの
申申告告開開始始 [[HH1177..11]]

電電子子申申告告・・申申請請等等 電電子子納納付付 国国税税ととのの情情報報連連携携 そそのの他他

全全地地方方団団体体ががeeLLTTAAXXにに接接続続

地地方方税税共共同同機機構構のの設設立立 [[HH3311..44]]

※事業所税も追加 [H20.1]

ＯＳＳによる自動車税等の申
告開始 [H17.12]

JNKS（自動車税納付確認シ
ステム）の運用開始[H27.4]

所所得得税税確確定定申申告告書書のの
連連携携開開始始 [[HH2233..11]]

法定調書、扶養是正情報の
連携開始 [H25.5、H25.6]一定規模以上の事業者に対

し給与支払報告書等の電子
的提出を義務化 [H26.1]

地地方方税税共共通通納納税税シシスステテムムのの
運運用用開開始始 [[RR元元..1100]]

※新車新規のみ。中古車新規・移転
等登録、継続検査は、H29.4追加

特別徴収税額通知（特別徴収義

務者用）の電子化開始[H28.1]
源泉徴収票・給与支払報告書
の電子的提出の一元化[H29.1]

財務諸表提出の一元化
[R2.4]個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）の申告・

納入手続の電子化 [R3.10]

地地方方税税統統一一QQRRココーードド等等をを用用
いいたた納納付付開開始始 [[RR55..44]]

大大法法人人にに係係るる電電子子申申告告義義務務
化化 [[RR22..44..11以以降降のの事事業業年年度度
にに係係るる申申告告]]

※固定資産税等全税目へ対象拡大
※納付手段も拡大（クレジット
カード、スマホ決済アプリ等）

軽自動車OSS、軽JNKSの運
用開始[R5.1]

特別徴収税額通知（納税義
務者用）の電子化開始[R6.1]

※電子的提出基準の引下げ[R3.1]

給与支払報告書、公的年金
等支払報告書の電子的提
出開始 [H20.1、H21.1]

法人の開廃業等に係る申請
手続の一元化、共通入力事
務の重複排除[R2.3]

地方たばこ税等の電子申告
開始[R5.10]

※対象は主として法人向けの税目

法法制制上上、、全全ててのの申申告告・・申申請請
手手続続へへ対対象象拡拡大大[[RR44改改正正]]
※実務的な準備が整ったものから
順次、eLTAX利用を開始

基幹税務システムの標準化
[R7年度までの移行を目指す]

固定資産税等に係る登記所
との情報連携開始[R2.1]

地方税務手続のデジタル化のあゆみ
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各各論論②② ：： 地地方方税税務務手手続続のの電電子子化化等等
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地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者等
申告等

納税

電子申告

電子納税

○ eLTAXは、インターネットを利用して地方税に係る手続を電子的に行うシステム。

○ 複数団体に対する電子申告・電子納税を一括で行うことができるほか、地方団体と国税当局間の

情報連携に活用。

○ 地方共同法人である地方税共同機構が管理・運営。

法人住民税・法人事業税

個人住民税（給与所得・退職所得に係る特別徴収）

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

事業所税

自動車税環境性能割・種別割（OSS）（R5.1～）

軽自動車環境性能割（OSS）（R5.1～）

法人住民税・法人事業税

<eLTAX利用率：83.4％(R4年度)>

固定資産税（償却資産）

事業所税

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

個人住民税（特別徴収のための情報のやりとり）

<eLTAX利用率：64.5％(R4年度)>

国税連携

国税庁

連携

国税庁から確定申告データ

地方団体から課税情報

合計 4兆4,794億円(R4年度)

eLTAX（エルタックス）について

インターネット回線

ＬＧＷＡＮ回線

専用回線
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源泉徴収票等
1,000枚以上

電子的提出義務化

（単位：％）

※地方法人特別税及び特別法人事業税を含む。

地方税の申告等に係るeLTAX利用率の推移

100枚以上に
要件引下げ

○ eLTAXを通じた電子申告利用率は、年々、上昇している。

（参考）eLTAX利用率（R4.4～R5.3）
利子割：2.2％ 配当割：15.3％
株式等譲渡所得割：38.1％

39.6

44.4
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52.9

56.1
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65.8
69.9

73.7
77.2

81.7 83.4

31.7

39.2

46.6

53.2
57.4

62.0
66.2

70.1
72.9

76.9
80.4 81.9

9.0
12.0

26.1
29.6

32.6

38.0
41.3

43.7
47.1

57.2

61.5
64.5

9.3 11.6
14.7

17.8

22.2

26.7
30.5

33.5
37.0

40.6
44.6

47.7

4.2
5.8 7.6

9.6 11.2
13.1

16.3
18.8

21.6

26.1

32.2

37.1
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

法人道府県民税・法人事業税等(※)

法人市町村民税

個人住民税（給与支払報告書）

固定資産税（償却資産）

事業所税

市町村

県

目標（※１）

85.0
（中小法人）

65.0

50.0

※１目標値は「総務省におけるオンライン利用率引上げの基本計画」で設定した数値。

35.0
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地方税統一QRコード(eL-QR)の活用による地方税の電子納付について

○ 令和５年４月から、地方税の納付について「地方税統一QRコード(eL-QR)」を用いた仕組みを導入し、
①eLTAX操作による電子納付
②スマートフォン操作による電子納付 への活用を開始。
③金融機関窓口における納付受付後の事務処理

○ また、納付手段についても、従来の金融機関経由のダイレクト納付（口座引き落とし）やインターネッ
トバンキングに加え、「クレジットカード」や「スマートフォン決済アプリ」による納付が可能。

※対象税目：固定資産税、都市計画税、自動車税種別割及び軽自動車税種別割（他の税目についても、原則活用）

納付書にeL-QRを印刷の上、送付

納納税税者者

eLTAX操作

金融機関窓口

スマートフォン
操作

①

③

② 地地方方団団体体
※※３３共共通通納納税税

シシスステテムム

eeLLTTAAXX

BANK

ダイレクト納付
インターネットバンキング

クレジットカード

○○ペイ ※１

※２

※１：利用可能なスマートフォン決済アプリ：R5.6月末までに、20以上のアプリが順次対応予定
※２：eL-QR対応可能金融機関：都市銀行・地方銀行・ゆうちょ銀行（R5.5～）・信用金庫・労働金庫等372機関
※３：eL-QR活用地方団体：1,777団体（47都道府県、1,730市区町村）

※地方税お支払サイト
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eLTAXを通じた申告・申請に係る対象手続の拡大

＜現在、法令で個別列挙している手続＞
・ 法人住民税・事業税の申告
・ 給与支払報告書の提出
・ 事業所税の申告
・ 固定資産税（償却資産）の申告 等

地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者等

申告等

＜今後、対象予定の手続（実施予定時期）＞
・ 地方たばこ税、ゴルフ場利用税、入湯税

及び宿泊税の申告（令和５年10月）
・ 軽油引取税の申告（令和６年10月）
・ 個人住民税の申告（令和７年１月） 等

今今後後

全ての申告・申請手続を
オンライン化の対象とする

○ eLTAX（地方税ポータルシステム）を通じた申告・申請は、これまで、オンライン化のニーズに応じ
て、法人を対象とする手続を中心として拡大し、地方税法令上、対象手続を個別に規定していた。

○ 令和４年度税制改正により、今後は、納税者等が地方団体に対して行う全ての申告・申請手続に
ついて、実務的な準備が整ったものから順次、eLTAXを利用して行うことができるよう所要の措置を
講じることとした。
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地方税統一QRコード(eL-QR)のイメージ

1122334455 112233445566 112233

3300550000

112233112233445566

3300550000

3300550000 3300550000

00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00

00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00 00

（（0000））000000000000--00000000000000000000000000000000000000000000
000000000000--00--000000000000--00

令令和和５５年年度度 令令和和５５年年５５月月３３１１日日

令令和和５５年年５５月月３３１１日日

令令和和５５年年４４月月１１日日

令令和和５５年年５５月月２２日日eL番号：12345 -1234567890
1234567890 -123456 -123

令令和和５５年年５５月月３３１１日日

eL番号：12345 -1234567890
1234567890 -123456 -123

1122334455667788990011223344556677889900
1122334455667788990011223344556677889900

0000000000--00--0000000000
0000000000--00--0000000000

地方税統一ＱＲコード
（eL-QR） 41
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地方税関係通知のデジタル化

○ 納税通知書や各種証明書などの地方税関係通知について、eLTAX 及びマイナポータルの更改・
改修スケジュールや納税者等の利便性及び地方公共団体の事務負担等を考慮しつつ、電子的に
送付する仕組みを検討する。

通通知知デデーータタ

■地方税関係通知のデジタル化（イメージ）

■地方税関係通知の例

○ 納税通知書（課税明細書を含む。）
○ 各種証明書（納税証明書や固定資産課税台帳登録事項証明書など）
○ 減免決定通知書 等

地地方方団団体体

等

納納税税義義務務者者等等

電子的に受領した情報を
後続する手続等に活用

申告・申請データ

納付データ・送金

【令和５年度与党税制改正大綱（令和４年12月16日自由民主党・公明党）［抄］】
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○ 地⽅公共団体の公⾦収納については、現⾏においても、各地⽅公共団体の判断により、指定納付受託者制度（地⽅⾃治法
§231の２の２）を活⽤して、クレジットカードやスマートフォン決済アプリ等を利⽤した決済⽅法を導⼊することができる。

○ 他⽅、地⽅税については、これらに加えて全国共通の仕組みとして納付書に付された地⽅税統⼀QRコードを読み取ることで、
eLTAXを活⽤した収納が可能。
（例えば、事業者が全国に保有する⼟地等に係る固定資産税について、当該⼟地等の所在市町村の個別の納付⽅法に限らず、全国共通の地⽅税統⼀QRコードを利
⽤して統⼀の⽅法により納付することが可能。）

○ 地⽅税以外の公⾦についても、地⽅公共団体における公⾦収納の事務の効率化・合理化や、住⺠・⺠間事業者による公⾦納付
の利便性向上の観点から、上記の仕組みを活⽤した収納を可能とすべきとの声※がある。

○ デジタル庁及び総務省が⽴ち上げた各種公⾦に係る法令を所管する関係府省庁との連絡会議において、
eLTAXを活⽤した公⾦収納を可能とするための取組⽅針を令和５年３⽉に決定。

※全国銀⾏協会、⽇本経済団体連合会等

【⽅針の概要】
遅くとも令和８年９⽉にはeLTAXを活⽤した公⾦収納を開始することを⽬指し、地⽅公共団体等の意⾒を聞きながら、以下の取組を
進める。
① 地⽅公共団体が、その判断により公⾦収納を地⽅税共同機構に⾏わせることを可能とするため、関係法令を改正。
② 公⾦の性質上、全国的に共通の取扱いとする必要があるものの納付について、地⽅公共団体が共通の仕組みによりeLTAXを
活⽤できるようにすることを検討。

③ 地⽅公共団体による公⾦納付へのeLTAXの活⽤を促進するために必要な取組を⾏う。
④ その他、地⽅税共同機構におけるeLTAXのシステム改修や公⾦収納を⾏うための体制整備等、関係府省庁・関係機関等ととも
に連携・協⼒を図って公⾦収納の実現に向けた検討。

検討の背景

取組状況

地方公共団体の公金収納に係るeLTAXの活用について
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